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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

第１章 理念・目的（基本情報一覧） 
 
基本資料 

文書 URL・印刷物の名称 

規程集 学則及び学内諸規程（大学ホームページ） 

寄附行為又は定款 学校法人鶴岡学園 寄附行為 

学則、大学院学則 北海道文教大学学則、北海道文教大学大学院学則 

履修要項・シラバス 学生便覧 

備考： 

 

大学の理念・目的[*] 

規程・各種資料名称（条項） URL・印刷物の名称 

北海道文教大学学則 第１条 https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-49_12.pdf 

建学の精神「清正進実」 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/founding 

  

備考： 

※関係法令：学校教育法施行規則第 172条の２第１項 

 

学部・研究科等における教育研究上の目的[*] 

学部・研究科等の名称 規程・各種資料名称（条項） URL・印刷物の名称 

人間科学部・医療保健科学部・

国際学部 

北海道文教大学学則 第３条の

２ 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

49_12.pdf 

大学院各研究科 北海道文教大学大学院学則 第

３条 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

50_05.pdf 

   

備考：2021 年度に外国語学部を国際学部へ、2023 年度に人間科学部の一部を医療保健科学部へ改組 

※関係法令：大学設置基準第２条、専門職大学設置基準第２条、大学院設置基準第１条の２、学校教育法施行規則第 172

条の２第１項 

 

中・長期計画等 

名称 URL・印刷物の名称 

学校法人鶴岡学園「教育 100 年ビジョン」 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/vision 

学校法人鶴岡学園 中期計画 2024 https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/pdf/plan2024.pdf 

学校法人鶴岡学園中期計画 2025 （2025年度～2029年

度） 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/pdf/plan2025.pdf 

備考： 

※関係法令：国立大学法人設置法第 31条、地方独立行政法人法第 26条、私立学校法第 45条の２第２項 
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

第１章 理念・目的 （本文）       
１．現状分析 

評価項目①  

大学の理念・目的を適切に設定していること。また、それを踏まえ、学部及び研究科の目的
を適切に設定し、公表していること。 

＜評価の視点＞ 

・大学が掲げる理念を踏まえ、教育研究活動等の諸活動を方向付ける大学の目的及び学部・
研究科における教育研究上の目的を明らかにしているか。 

・理念・目的を教職員及び学生に周知するとともに、社会に公表しているか。 

 

＜大学が掲げる理念を踏まえ、教育研究活動等の諸活動を方向付ける大学の目的及び学

部・研究科における教育研究上の目的を明らかにしているか。＞ 

大学全体の理念と目的の明示 本学の母体である学校法人鶴岡学園の学訓を源とする「清

正進実」を建学の精神（理念）として定めている。 

この理念に基づき、学則第 1 条において、幅広い知識の授与と学術の教育研究を通じて

「世界の平和と人類の進歩に貢献し得る人材の育成」を大学の目的として明示している。 

学部・研究科の目的設定 大学全体の理念・目的に沿って、各学部・学科・研究科におい

てもそれぞれの専門性に応じた人材育成目的を定めている。 

人間科学部・医療保健科学部： 保健・医療・福祉等の分野で、豊かな人間性と専門知識

を備え実社会に貢献する人材や高度な職業人の養成を目的としている。 

国際学部： グローバル社会の課題解決能力を備え、多様な価値観の人々と協働できる人

材の養成を目指している。 

大学院： 各専門領域において、科学的研究に基づく実学の追求や、高い専門性と実践力

を持った高度専門職業人の養成を目的としている。 

理念と教育活動の連関 建学の精神を具現化するため、全学部共通の初年次教育（「総合教

養講座」「SDGs研修」等）を設けており、学問への興味や社会貢献の意味を考える人間教育

を行っている。また、自治体や企業との包括連携協定を通じた学外実習等により、理念・目

的を実践的な教育へと繋げている。 

 

＜理念・目的を教職員及び学生に周知するとともに、社会に公表しているか。＞ 

規程等による明示 大学の目的は「北海道文教大学学則第 1条」、各組織の目的は「同第 3

条の 2」および「大学院学則第 3条」に適切に記載されている。 

 

【学生・教職員への周知方法】 

刊行物： 

「学生便覧」に理念・目的、教育目標を記載し、年度初めのオリエンテーションで説

明・周知を行っている。 

初年次教育： 

1年次必修の「総合教養講座」において、学長がスライドを用いて新入生に説明して

いる。 

学内掲示・著作： 
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

学内の来場者が多い場所に「建学の精神」を掲額しているほか、創設者に関する著作

を発刊・配布している。 

 

【社会への公表方法】 

ウェブサイト： 

大学ホームページの「大学概要」内にある「学則及び学内諸規程」において、広く社

会に公表している。 

対外イベント等： 

大学祭や、保護者を対象とした学生生活説明会（しんわ懇談会）において、建学の精

神や理念・目的の説明を行っている。 

記念誌： 

長期計画「教育 100年ビジョン」の内容を「創立 80周年記念史」に掲載し、学内外

へ公表している。 

 

評価項目② 

大学として中・長期の計画その他の諸施策を策定していること。 

＜評価の視点＞ 

・中・長期の計画その他の諸施策は、大学内外の状況を分析するとともに、組織、財政等の
資源の裏付けを伴うなど、理念・目的の達成に向けて、具体的かつ実現可能な内容である
か。 

・中・長期の計画その他の諸施策の進捗及び達成状況を定期的に検証しているか。 

 

＜中期・長期の計画その他の諸施策は、大学内外の状況を分析するとともに、組織、財政

等の資源の裏付けを伴うなど、理念・目的の達成に向けて、具体的かつ実現可能な内容であ

るか。＞ 

 

計画の策定と目的の連関： 本学では、建学の精神「清正進実」を基盤とした理念・目的

を実現するため、2017（平成 29）年に長期計画である**「教育 100 年ビジョン」**を策定

した。このビジョンでは、「北海道文教大学ブランド」の構築、教育研究の質保証、地域貢

献、満足度向上、ガバナンス強化の 5 つの方針を定め、健全な経営基盤の確保に努めてい

る。 

具体的かつ実現可能な施策（中期計画）： 長期計画の実現に向け、中期計画は、

「Society5.0」やグローバル化といった時代の急激な変化、および 18歳人口の減少という

外部環境の分析に基づいている。 

2020年度からの 5年間の第１期中期計画「中期計画 2024」の達成状況の点検・評価を踏

まえ、今後の 5年間を見通して、鶴岡学園の未来を切り開くための総合計画として「学校法

人鶴岡学園 中期計画 2.0（2025年度〜2029年度）」を策定している。 

資源の裏付けと実行性： 中期計画は「中期計画アクションプランロードマップ」に沿っ

て、年度ごとに具体的な目標を立てて実行されており、PDCA サイクルに基づいて着実な計

画を立案・実行することで、組織的・財政的な裏付けを伴った運用を目指している。 
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様式４ 
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＜中期・長期の計画その他の諸施策の進捗及び達成状況を定期的に検証しているか。大学

が掲げる理念を踏まえ、教育研究活動等の諸活動を方向付ける大学の目的及び学部・研究科

における教育研究上の目的を明らかにしているか。＞ 

 

定期的検証の体制： 中期計画の実現状況については、大学運営会議が中心となって毎年

度評価・点検を行い、適宜修正を加える体制を構築している。未達成となった項目について

も、同会議で精査・修正を行いながら全学的に取り組んでいる。 

理念・目的の明確化と計画への反映： 本学は、建学の精神を起点とし、学則第１条に定

める大学の目的、および各学部・学科・研究科の専門性に応じた人材育成目的を明確に規定

している。 

組織改組による具体化： 時代の変化に対応するため、2021年度の国際学部設置、2023年

度の医療保健科学部設置、2024 年度の地域未来学科設置など、理念に基づいた組織の再編

を継続的に行っている。 

教育活動への展開： 理念を具現化する施策として、「総合教養講座」や「SDGs研修」とい

った全学共通の初年次教育を導入し、大学の目的である「人間教育」や「実学教育」を具体

的に推進している。 

周知と公表： これらの計画や目的は、「創立 80 周年記念史」への掲載や大学ホームペー

ジ「教育情報公開」での公開を通じて、教職員、学生、および社会に対して広く公表されて

いる。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

長所： 本学の各学部及び各研究科の教育理念と人材育成の目的は、建学の精神と理念、

北海道文教大学学則と北海道文教大学大学院学則に基づいて適切に定めている。 

創設者の考え方及び建学の精神の理解を深めるため、本学では建学の精神である「清正進

実」を複数個所に掲額している。このような理念・目的を達成するために全学部・全学科共

通の初年次教育として、「総合教養講座」、「 SDGs 研修」、「新入生宿泊研修」を設け、本学

園の建学の精神及び成り立ちを学ぶことにより学問への興味関心を高め、自立を促すとと

もに、社会貢献の意味について考えることのできる人間教育を行ている。また、自治体や民

間企業等との包括連携協定を結ぶことにより、多様な人材と交流しながら大学外での研修

や実習、研究開発 や商品開発等を実施し、現場でしか得られない体験や多様な価値観の形

成に努めている。 

上記のような建学の精神に基づいた実践的な取り組みにより、大学全体の理念・目的を起

点とし、各学科・研究科における専門的な知識・技能の習得へと繋げ、大学全体の理念・目

的と各学部・研究科における目的の深い連関性を保持していることが本学の長所・特色であ

ると考えている。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

本学の理念は、建学の精神「清正進実」であり、目的は学則第 1条に定めている。 

この大学全体の理念・目的に基づき、各学部及び各研究科の理念と人材育成の目的を適切

に定めている。また、大学の理念・目的の実現のため策定した「学校法人鶴岡学園中期計画
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

2024」は、大学運営会議をもって適切に評価・追加修正が行われて「学校法人鶴岡学園 中

期計画 2.0（2025年〜2029年）」に更新している。これらを達成するため、幅広い視野で物

事をとらえることのできる多様な価値観と問題解決能力を実学教育と実践教育を通して養

い、科学的研究に基づく実学の追及や国際性の涵養によって国際社会や地域社会への貢献

に繋げている。さらに、この内容は本学ホームページに掲載し、学生や教職員のみならず、

社会に対しても公表している。 

 

一方で近年、看護やリハビリテーションの各学科は定員を確保できているが、他学科にお

いて定員を確保できていない状況にあるため、2021（令和 3）年度に外国語学部を国際学部

へ、2023（令和 5）年度に人間科学部の 3 学科を医療保健科学部へと改組し、さらに 2024

（令和 6）年度には人間科学部に地域未来学科を設置するなど、建学の精神に基づき、社会

の変化に対応しながら改組を続けている。 

 

新設の学部・学科においても、本学の魅力が十分に伝わるためには、様々な方法で広報が

できるよう工夫改革への取り組みを継続するとともに、本学が有する学問分野の必要性や

社会要請を明確に示し、魅力ある大学、将来性のある大学として認知されるよう、学内外で

の評価から検証と不断の改善を行い、適切な大学運営によって、優れた人材育成を行えるよ

う研鑽に励むことが必要である。 
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第２章 内部質保証（基本情報一覧） 
 

内部質保証 

内部質保証の方針・手続 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学内部質保証の方針 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/internal 

全学内部質保証推進組織の名称と所管事項 

大学運営会議 

大学評価委員会 

教育開発センター 

全学的内部質保証の推進に責任を負う組織 

自己点検・評価を総括 

教育課程・学習成果に関する内部質保証を担う組織… 

名簿（URL・印刷物の名称） 

 

備考： 

 

※内部質保証に係る全学的な体制を表した図を、この下に掲載してください。 

《体制図》 

 

 

 

内部質保証推進体制 
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設置計画履行状況調査等への対応（５ヵ年）[*] 

指摘区

分 

指摘事項 指摘

年度 

改善状

況 

改善状況に関する根拠資料（設置履行状

況調査結果など） 

 【大学】 

人間科学部地域未来学科 

国際学部国際教養学科 

医療保健科学部看護学科 

医療保健科学部リハビリテーション学科 

理学療法学専攻・作業療法学専攻 

 

2025  https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index/col

legeinstall 

 

 【大学】 

人間科学部地域未来学科 

国際学部国際教養学科 

国際学部国際コミュニケーション学科 

医療保健科学部看護学科 

医療保健科学部リハビリテーション学科 

理学療法学専攻・作業療法学専攻 

 

2024  https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index/col

legeinstall 

 

 【大学】 

国際学部国際教養学科 

国際学部国際コミュニケーション学科 

医療保健科学部看護学科 

医療保健科学部リハビリテーション学科 

理学療法学専攻・作業療法学専攻 

 

2023  https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index/col

legeinstall 

 

 国際学部国際教養学科 

国際学部国際コミュニケーション学科 

2022  https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index/col

legeinstall 

 

 国際学部国際教養学科 

国際学部国際コミュニケーション学科 

2021  https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index/col

legeinstall 

 

備考：  

※その他、文部科学省からの勧告等に関することは、点検・評価報告書本文に記載してください。 

 

前回の認証評価からの改善状況[*] 

改善報告書 URL※ https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/pdf/2017/n_2017_004.pdf 

 

改善報告書検討結果 URL※ https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/pdf/2017/n_2017_005.pdf 

 

備考：2024 年度認証評価の改善報告書は、2028年 7 月末の提出期限に向けて作成を進めている。 

※前回認証評価が本協会以外であった場合は、これに相当するもの。 

 

情報公表[*] 

項目 URL  

点検・評価報告書 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/report 

［教育情報］ 

教育研究上の目的 基準１ 
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様式４ 
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https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 1号） 

教育研究上の基本組織 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 2号） 

学位授与方針 基準４ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy 

（３つのポリシー） 

教育課程の編成・実施方針 基準４ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy 

（３つのポリシー） 

学生の受け入れ方針 基準５ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy 

（３つのポリシー） 

教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及

び業績 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 3号） 

入学者の数、収容定員及び在学する学生の数 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 4号） 

卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就

職者数その他進学及び就職等の状況 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 4号） 

授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業

の計画 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 5号） 

成績評価及び卒業又は修了の認定に当たっての

基準 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 6号） 

校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育

研究環境 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 7号） 

授業料、入学料その他の大学が徴収する費用 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 8号） 

修学支援、生活支援、進路支援その他の学生支援 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 9号） 

［※］専門性が求められる職業に就いている者等

との協力の状況 

 

財務情報 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

備考： 

［※］専門職大学、専門職学科及び大学院の専門職学位課程のみ 

※関係法令：学校教育法第 109 条第１項、学校教育法施行規則第 172 条の２第１項及び第２項、教育職員免許法施行規

則第 22条の 8 

 

情報公表［学習成果等］ 

情報 ウェブサイト名称・URL 

「卒業認定・学位授与の方針」に定められた学修目標の達成状況を明らかにするための学修成果・教育成果に関する

情報 

各授業科目における到達目標の

達成状況 

― 

 

学位の取得状況 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 4号） 

学生の成長実感・満足度 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/edc 

卒業時アンケート 

進路の決定状況等の卒業後の状

況（進学率や就職率等） 

※前掲「情報公表」参照 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/index 

（学校教育法施行規則 第 172 条の 2 第 1 項 第 4号） 

修業年限期間内に卒業する学生

の割合留年率、中途退学率 

― 
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様式４ 
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学修時間 学生による授業評価アンケート 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/edc 

学修成果および学修行動の調査 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/edc 

学生生活実態調査アンケート 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/wp-

content/uploads/2025/05/student_life_survey.pdf 

 

学修成果・教育成果を保証する条件に関する情報 

入学者選抜の状況 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/examination_information/result 

 

教員一人あたりの学生数 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/staff 

 

学事暦の柔軟化の状況 ― 

 

履修登録単位の登録上限の状況 ― 

 

授業の方法や内容・授業計画（シ

ラバスの内容） 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/campus_life/syllabus 

 

早期卒業や大学院への飛び入学

の状況 

― 

 

FD・SDの実施状況 

 

 

ＦＤ：  https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/edc 

 

ＳＤ：  未公開 

 

備考： 

※関係資料：教学マネジメント指針（中央教育審議会大学分科会）別紙 3 

 

情報公表［教職課程］ 

項目 URL 

教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画に関すること https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index  

教員の養成に係る組織及び教員の数、各教員が有する学位及び業績並

びに各教員が担当する授業科目に関すること 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index  

教員の養成に係る授業科目、授業科目ごとの授業の方法及び内容並び

に年間の授業計画に関すること 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index 

卒業者の教員免許状の取得の状況に関すること https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index 

卒業者の教員への就職の状況に関すること https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index 

教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組に関すること https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/university/index 

備考： 

※関係法令：教育職員免許法施行規則第 22条の６ 
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

第２章 内部質保証（本文）       
１．現状分析 

評価項目① 

内部質保証のための方針を適切に設定していること。また、教育の充実と学習成果の向上を
図るために、内部質保証システムを整備し、適切に機能させていること。 

＜評価の視点＞ 

・内部質保証のための全学的な方針において、基本的な考え方、体制（全学内部質保証推進
組織をはじめとした諸組織の位置づけ、役割や責任）や手続を明らかにしているか。 

・教育の企画・設計とその実施、自己点検・評価及び改善活動に関して、全学的な調整や支
援を行っているか。 

※ 具体的な例 

・３つの方針の策定の調整・支援。 

・体系的・組織的な教育課程の編成に向けた調整・支援。 

・効果的な教育方法の開発とその運用のための調整・支援。 

・学習成果の可視化に向けた調整・支援。 

・自己点検・評価の実施やその結果の活用に向けた調整・支援。 

・大学全体規模や学部、研究科その他の組織（教職課程を実施する全学的組織を含む）にお
ける自己点検・評価をそれぞれ定期的に実施し、その結果を活用して改善・向上に取り組
んでいるか。 

・学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性、妥当性を高めるために、学
生の意見や外部の視点を取り入れるなどの工夫をしているか。 

・行政機関、認証評価機関等から指摘事項があった場合、それに適切に対応しているか。 

 

＜内部質保証のための全学的な方針において、基本的な考え方、体制（全学内部質保証推

進組織をはじめとした諸組織の位置づけ、役割や責任）や手続を明らかにしているか。

＞ 

 

本学では、建学の精神「清正進実」のもと本学が掲げる理念と教育目標を実現し、教育

の質の継続的向上を図るため、「北海道文教大学内部質保証の方針」を策定し、内部質保

証のための基本的な考え方、体制および手続を明確にしている。 

同方針では、内部質保証の目的を教育の質の向上に置き、教育・教員活動の他、それを

支える教育研究組織、教員・教員組織、学生支援、教育研究等環境、社会連携・社会貢献

の活動を含めた大学全体の教育研究活動を対象として組織的・継続的に自己点検・評価を

行い、その結果を基に改善・向上を図ることとしている。 

また、本学の教育活動に関する内部質保証は、大学全体レベル、教育課程レベル、授業

科目レベルの 3 つのレベルごとに PDCA サイクルを機能させることにより推進することと

している。大学全体レベルでは教育研究に関する基本方針や３つの方針を策定し、教育課

程レベルでは学部・学科・研究科が教育課程を編成・実施し、授業科目レベルでは各授業

担当教員がシラバスに基づいて教育を実施する。これら各レベルにおける点検・評価結果

を改善に結び付けることにより、教育の質を保証するとともに、その状況を社会に公表す

ることで説明責任を果たすこととしている。 

内部質保証の推進体制としては、大学運営会議を全学的内部質保証の推進に責任を負う

組織として位置付けており、大学の教育研究活動に関する重要事項を審議・決定している

（資料 2-2【北海道文教大学運営会議規程】）。なお、大学運営会議は学長を議長として
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

おり学長のガバナンスのもとに運営されている。また、大学基準に基づいて自己点検・評

価を総括する組織とし大学評価委員会を設置し、その事務局組織を大学評価・IR推進部と

している（資料 2-3【北海道文教大学及び北海道文教大学大学院大学評価委員会規程】）

さらに、教育課程・学習成果に関する内部質保証を担う組織として教育開発センターを設

置し、アセスメント・ポリシーにもとづく学習成果の点検、３つのポリシーの原案作成、

授業科目レベルにおける授業改善の支援、教育に関するＦＤ活動の推進を行っている。 

内部質保証の手続きについて、大学全体レベルでは、大学運営会議が教育研究組織、教

育課程・学習成果、教員・教員組織、学生支援、教育研究等環境、社会連携・社会貢献等

に関する方針の策定と大学全体の 3 つの方針を策定し（Plan）、各学部・学科・研究科、

事務局、図書館及び各種委員会（教務委員会、学生委員会、入試委員会等）の各組織がこ

れを実施する（Do）。大学評価委員会が大学基準に基づく大学全体の教育研究活動の自己

点検・評価を総括しながら、教育開発センターが教育課程・学習成果の点検・評価を実施

している（Check）。その結果を踏まえ、大学運営会議が各組織に対して改善事項を勧告

し、各組織が改善を図る（Action）ことで全学的な PDCA サイクルを機能させている。な

お、2025年度からは、2024（令和 6）年度の認証評価で指摘された事項を踏まえて「中期

計画アクションプラン・ロードマップ」による点検を内部質保証体制から外している。 

 

教育課程レベルでは、大学運営会議にて策定された学位別の 3 つの方針を基に、各学

部・学科・研究科が教育課程（カリキュラム）と改善計画を作成する（Plan）。作成した

教育課程と改善計画に基づき、各学部・学科・研究科が、教授会、大学院委員会、教務委

員会と連動しながら推進し（Do）、教育開発センターが学修成果の評価の方針（アセスメ

ント・ポリシー）を基準に点検・評価を実施する（Check）。点検・評価の結果を踏まえ、

大学運営会議が各学科・研究科に対して勧告する改善事項に基づき、各学部・学科・研究

科が改善を図る（Action）ことで、教育課程レベルでの PDCA サイクルを機能させている。 

授業科目レベルでは、教育課程レベルで作成した教育課程を基に、授業担当教員がシラ

バスと改善計画を作成する（Plan）。作成したシラバスと改善計画に基づいて授業を実施

（Do）し、教育開発センターが授業後に実施する授業評価アンケートの結果を用いて点検・

評価が行われる（Check）。点検・評価の結果を踏まえ、教育開発センターが各学部・学

科・研究科に対して改善事項を明示し、各学部・学科・研究科が改善を図る（Action）こ

とで、授業科目レベルでの PDCAサイクルを機能させている。 

それらの概略についてはレベルごとに図式化し、ホームページ上に掲載することで大学

内外に本学の取り組みがわかりやすくなるように配慮している。 

これらの点検・評価結果については、大学評価委員会において整理されたうえで大学運

営会議に報告され、全学的な観点から共有されている。これにより、各学部・研究科・関

係部署において取組の見直しや改善が図られている。 

 

 

＜教育の企画・設計とその実施、自己点検・評価及び改善活動に関して、全学的な調整や

支援を行っているか＞ 
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点検・評価報告書 様式 

 

・３つの方針の策定の調整・支援。 

本学では、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・実施方針（カリキュ

ラム・ポリシー）及び学生の受入れ方針（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用を適

切に行うため、「３つの方針の策定のための全学としての基本的な考え方」を定めている。

この中で、３つの方針は教育開発センターが全学的な観点にもとづいて支援しながら各学

部・学科・専攻、研究科が原案を作成し、大学運営会議において審議・決定することを定め

ている（資料 2-11【ウェブ】）。この仕組みにより、各学位プログラムの専門性を尊重しつ

つ、全学的な整合性を確保する全学的調整機能を担保している。 

３つの方針の適切性を検証するため、教育開発センターは「3つのポリシーの点検実施に

あたっての指針」を策定し（資料 4-4）、これにもとづいて各学科・各研究科が毎年度点検

シートを作成している。点検では、大学全体の学位授与方針と各学位プログラムの学位授与

方針の整合性、学習成果の学位プログラムへの適合性、表現の明確性等を教育開発センター

が助言をふまえて確認している（資料 4-5）。その結果は教育開発センターでの審議を経て

（資料 4-6）、大学運営会議にて決定され（資料 4-7）必要に応じて改定が行われている。

点検結果にもとづいて来年度の国際教養学科の３つのポリシーが、大学全体の学習成果を

より明確に把握できるように改定されている。 

 

・体系的・組織的な教育課程の編成に向けた調整・支援 

教育課程の編成・実施方針についても、教育開発センターが全学的な観点にもとづいて支

援しながら各学部・学科・専攻、研究科が原案を作成し、大学運営会議が策定することが定

められている（資料 2-11【ウェブ】）。 

さらに、教育開発センターは毎年度カリキュラムマップの点検を行い学位授与方針の各

項目との対応関係を精査することで、カリキュラムの論理的構造を明確化している。さら

に、各学科・研究科からはカリキュラムマップを活用した体系的検討結果が教育開発セン

ターに年 1回報告され、DP各観点を満たす科目配置の過不足、科目間の関連性、履修順序

や履修要件の妥当性について検証が行われている。 

このように、本学では教育開発センターによる専門的支援と大学運営会議による全学的

意思決定を連動させることで、教育課程の編成から実施・改善に至るまでを体系的かつ組

織的に調整し、内部質保証の実効性を確保している。 

 

・効果的な教育方法の開発とその運用のための調整・支援。 

本学では、効果的な教育方法の開発およびその適切な運用を推進するため、教育の質保証

を専門的に担う教育開発センターを中心に、アクティブ・ラーニングの導入、生成 AI活用

等、教育方法の改善に関するＦＤ活動を推進している。教育開発センターは大学全体のＦＤ

研修会を実施する他、各学部・学科、専攻、研究科のすべての単位において年度内に少なく

とも１回以上のＦＤ活動を実施することを求めるとともに、全専任教員に対し、いずれかの

ＦＤ活動への参加を求め、参加状況を教育開発センターにおいて把握している。また、大学

全体のＦＤ研修会においては、参加者に対してアンケート調査を行い今後の授業に活かせ

る事項を集約し共有している。今後は、ＦＤ活動による教育方法の改善やカリキュラム改

善の成果を大学全体として蓄積し共有する仕組みを整える必要がある。 
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さらに、授業レベルでの教育方法の改善を促進するため、教育開発センターは教務課と連

携し、毎年度２回の「学生による授業評価アンケート」を実施している。アンケートでは授

業の満足度等の選択設問に加え「授業の良かった点」「改善してほしい点」について自由記

述欄を設け、教育方法の具体的課題を把握している。改善を求める意見があった場合は、担

当教員が改善計画を提出することとしており、一定条件下で提出を義務化する運用を行っ

ている。これにより、教育方法の改善を個々の教員の裁量に委ねるのではなく、組織的な改

善活動として位置付けている。 

教育方法の妥当性は、教育開発センターがアセスメント・ポリシーに基づく学習成果の点

検・評価を通して把握している。GPA、成績分布状況、学修成果及び学修行動の調査結果、

卒業時アンケート等の指標により学習成果の達成状況を検証し、質的水準に達していない

項目が確認された場合には、大学運営会議が教育方法の見直しを含む改善勧告を行ってい

る。改善後は翌年度以降の指標によって効果を検証する体制となっている。 

 

・学習成果の可視化に向けた調整・支援。 

本学では教育開発センターが学修成果の評価の方針（アセスメント・ポリシー）を策定し

（資料 4-41）、大学レベル、教育課程レベル、授業科目レベルの３つのレベルで学修成果の

把握を行っている。教育開発センターが中心となってデータ収集・分析を実施し、アセスメ

ント・ポリシーに示された指標に基づき、学修成果の達成状況をあらかじめ定めた質的水準

にもとづいて毎年度検証している。その結果は大学運営会議に報告され、基準となる質的水

準に至らなかった項目については、大学運営会議が各学科に対して改善を求める役割を担

っている。これを受けて学科は改善計画を策定し実施する。翌年度には改善状況について、

教育開発センターを経て大学運営会議で報告している。学修成果の点検結果を踏まえ、教育

方法の見直しが行われており、これまでに地域未来学科の初年次教育の充実や理学療法学

科の国家試験対策の方法の改善による合格率向上が実現されてきた。したがって、評価結果

が具体的改善につながる仕組みを構築している。 

さらに教育開発センターは年に 1 回アセスメント・ポリシーの見直しを行い学修成果の

可視化に必要な指標およびその達成すべき質的水準を改定している。その内容は大学運営

会議でも審議され、大学全体として承認されている。この改定は年度初めに行い、昨年度の

教育の結果としての学修成果を評価する方針となっている。今年度は DP別の GPAを指標と

して加えることにより、学位授与方針に明示した学生の学習成果の把握を可能としている 

（資料 2025年度第 10回教育開発センター会議 審議 10.1） 

 

・自己点検・評価の実施やその結果の活用に向けた調整・支援。 

「教育課程・学習成果」の自己点検・評価責任者には教育開発センター副センター長（副

学長）及び教育開発センター室長が含まれており、学習成果の点検結果と教育方法改善の状

況を自己点検・評価に反映する体制を構築している。これにより、ＦＤ活動、授業改善、学

習成果検証が連携させて、内部質保証の PDCA サイクルを機能させている。 

以上のように、本学では教育開発センターによる専門的支援と大学運営会議による全学

的観点からの調整を通じて、教育の企画・設計および実施、自己点検・評価及び改善活動に

至るまでを全学的に支援する体制を整備し、内部質保証システムを実効的に機能させてい
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る。またこれらの情報は適宜見直しが行われ、継続的な更新が図られている。 

 

 

＜大学全体規模や学部、研究科その他の組織（教職課程を実施する全学的組織を含む）に

おける自己点検・評価をそれぞれ定期的に実施し、その結果を活用して改善・向上に取

り組んでいるか＞ 

 

本学における自己点検・評価は、大学全体規模、各学部・研究科、教職センター（教職課

程）ごとに行い自己点検・評価報告書を毎年度作成している。これらの報告書は大学評価委

員会の示す形式、大学全体版は大学基準、学部・研究科版は大学基準のうち、「理念・目的」、

「学生の受け入れ」、「教育課程・学習成果」、「教育・教員組織」の 4 つの基準、教職セン

ター（教職課程）は全国私立大学教職課程協会の定めた基準により実施作成している。大学

全体版、学部・研究科版の報告書は、現状分析（長所・問題点）に基づく課題を設定し、改

善・改革活動（伸長・改善方策）に取り組むことを主としている。本学では組織ごとの自己

点検・評価活動にあたっては、着実に改善・改革を進めていくために、項目をひとつひとつ

点検・評価する形だけではなく、長所や問題点等に対する伸長・改善の可視化に重きを置い

てきた。 

 

しかし、2024（令和 6）年度 認証評価において「内部質保証の推進主体である「大学運営

会議」による全学的な改善・向上に向けたフィードバック等は行われていない。」という指

摘をうけた。これに対し、2025 年 12 月 3 日開催の 2026 年度第 2 回自己点検・評価専門部

会では点検・評価報告書の書式を見直している。各章の最後に「点検・評価結果概要」を付

け加えた。評価項目ごと改善事項を一覧にし、改善方法・改善期日・担当部署を明記するこ

ととした。これらは大学運営会議が点検評価の結果をフィードバックする原案となるもの

で、内部質保証の PDCAサイクルステップを明示し、内部質保証システムを機能させようと

するものであり、自己点検・評価の結果を活用して改善・向上を図るものである。 

 

各組織では、教育の充実・学習の成果向上のために、自己点検・評価等の結果に基づき様々

な取り組みを行うことで改善・向上に繋げている。 

①大学全体レベルの取り組み 

毎年実施している自己点検・評価及び履行状況調査等の結果から、本学における課題とし

て、入学定員未充足の改善、教員組織の年齢構成、教員の業績向上が挙げられる。入学定員

未充足の改善に関する取り組みとして、オープンキャンパスの充実や高校への積極的な訪

問、新たな総合型選抜方式を導入し、2022（令和 4）年度 493 名（定員充足率 90％）であ

った入学生が、2023（令和 5）年度は前年比 1.1 倍の 546 名（定員充足率が 99.3％）と

なった。しかし、2024（令和 6）年度は 462 名（定員充足率 84％）となり減少した。一

方、国際学部の定員充足率は 86％（2023 年度 74％）となり改善がみられた。2024（令和

6）年度の人間科学部の定員充足率は 65％、2023（令和 5）年度に改組した医療保健科学部

は定員充足率が 107％であった（資料 2-12【2023 年度第 1 回北海道文教大学教授会資料

（資料 5 学生数内訳）】）。人間科学部と国際学部は、今後も定員充足 100％を目指して学
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生募集に努力する。教員組織の年齢構成については、「学校法人鶴岡学園 中期計画 2024」

でも「若手教員を積極的に採用する」ことを目標に設定するなどして改善に努めている（資

料 1-4【学校法人鶴岡学園 中期計画 2024（2020 年度～2024 年度）】）。若い年代の教員採

用も行ったが、その後に退職者が出るなどしたため、60歳以上の教員割合は 2017（平成 29）

年度の 30.6％、2018（平成 30）年度 33.1％、2019（令和元）年度 34.5％、2020 年（令

和 2）度 33.0％、2021（令和 3）年度 33.6％、2022 年度は 27.7％、2023 年度 29.0%、

2024 年度 28.7％と減少傾向にある。研究業績などを考慮しつつ数年をかけて各年代の教

員の偏りを解消できるように取り組んでいる。教員の業績向上に向けた取り組みとして、全

教員に対して活動報告書の提出を義務付けている。教員は毎年度 3 月末に、年度中に行っ

た教育・研究等の活動を報告書に記載し総務部に提出することとしており、活動報告書には

①教育活動として授業担当数、②研究活動として実際に行っている研究活動とそのテーマ、

研究業績として著書や論文名・学会発表演題名の記載、③学内及び学外の貢献として学内委

員や学外委員名を記載することとしている。この活動報告書を提出することにより、自身の

活動のふりかえりとなり、教員の意識づけに貢献している。また、大学全体として教員の業

績が確認できる仕組みにもなっている（資料 2-13【教育・研究等に関する活動報告書】）。

また、教員の業績向上のためには、科学研究費などの外部資金の獲得が必要と考え、毎年「科

学研究費獲得に向けた研修会」を実施している。2023(令和 6)年度は研修会を 7 月 3 日

に実施し（資料：科研費獲得に向けた研修会（ご案内））、科学研究費の申請は 13 件であっ

た（資料：令和 7 年度 第 1回大学運営会議資料）。 

 

②教育課程レベルでの取り組み 

教育開発センターが学士課程においてアセスメント・ポリシーを定め、学生が修得した知

識及び能力の状況を把握して、その達成すべき質的水準を教育課程レベルにおいても設定

している。質的水準を達成できなかった項目に該当する学科または専攻科は、改善計画を提

出し、大学運営会議において改善勧告を受けて計画を年度単位で実施する。その年度の改善

状況は学科または専攻科から教育開発センターを経て大学運営会議にて報告されている。

また、教育開発センターは「3つのポリシーの点検実施にあたっての指針」を定めている（資

料 4-4 3つのポリシーの点検実施にあたっての指針）。これにもとづいて各学科または各専

攻、各研究科が学位プログラムごとに点検シートを作成し、学位授与方針が学位プログラム

に適合した学習成果が設定されているか、表現がわかりやすいか等を点検している（資料 4-

5 3つのポリシーの点検シート）。これらの点検をもとに新カリキュラムにおける学位授与

方針の改定につなげている。さらに、教育開発センターは、教育に関するファカルティ・デ

ィベロップメント（FD）活動を実施しており、教員は年度内に最低一回以上の FD研修会を

必ず受講することを啓蒙し、これが可能となるよう複数回の FD研修会を計画・実施してい

る。2024（令和 6）年度は、大学開催 3回、学部開催 1回（合同）、学科及び研究科開催 21

回、学部等における指導補助者に対する研修 3回の合計 28回開催された（2025年第 1回教

育開発センター会議資料 2024年度 FDセミナー実施状況）。FD研修会の実施にあたっては、

終了後にアンケートを取り、参加教員から参考になった点、自己の授業に活かせそうな点に

ついて情報を収集することを推奨しており、研修内容の有効性の検証を行うこととしてい

る。 
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③授業科目レベルでの取り組み 

「学生による授業評価」を毎年度実施している。アンケートの実施期間、学生に対する周

知やホームページへの公表などは、教育開発センターが検討・運用している。全体を集約し

た結果は、教育開発センターの構成員で共有し、各科目担当者には、個人の結果のみをポー

タルサイトで閲覧可能としている。2021（令和 3）年度までは、前期科目は学生評価アンケ

ートに対し、各科目担当者からの「自己の授業に関する全体的なコメント」「今後の授業の

改善点」を、学生からのコメントに対応するように記載したうえで公表した。後期科目は次

年度の初旬に同様の形で実施している。第 4 回教育開発センター会議（2022（令和 4）年 

9 月 7 日）では、学生による授業評価に対応し、今後の授業における改善点がより明確と

なるよう「授業評価アンケートに対する教員のコメントの簡素化について」を審議し、承認

されている（資料 2-16【2022 年度第 4 回教育開発センター会議議事録】）。また、2022（令

和 4）年度からは、アンケートの設問「この授業について改善してほしい点があれば記述し

て下さい。」において、2 年以上連続して記述があった科目の担当教員（専任教員に限る）

には、改善点を挙げて提出することを義務付けることとした（資料 2-17【2022 年度第 6 

回教育開発センター会議議事録】、資料 2-18【2022 年度第 9 回教育開発センター会議議

事録】）。基準 4 にも記載したように、2022 年度前期にかけてある科目に対する学生から

の改善要望を受けて教員が改善計画を記述した結果、2023 年度前期の授業では改善要望が

ほぼなくなった科目が 31 例あることが報告されており、一定の改善につながっている

（2024 年第 5 回教育開発センター会議）。 

 

 

＜学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性、妥当性を高めるために、

学生の意見や外部の視点を取り入れるなどの工夫をしているか＞ 

 

教育の実施内容・状況の把握として、学生による授業評価アンケートを実施している。授

業評価に関しては、1 年間に前期と後期の年 2 回実施している｡アンケートの質問項目は、

授業の内容、授業の表現、授業の意義、シラバスとの適合度、総合判断の５項目に加えて学

習意欲を問う設問「この授業に必要性・興味を感じて意欲的に取り組んだ、またはレポート・

課題・試験等の評価を少しでも良いものにしようと努力したか」と学習時間を問う設問を設

け５段階評価の回答としている。さらに授業の良かった点、および授業を改善してほしい点

を記述式で回答するようにしている。学生は学務情報 Web システムにアクセスすることに

よって回答している。授業評価アンケートの結果は、各担当教員が学務情報 Web システム

で閲覧することが可能となっている。また、全体の集計については大学 WEB ページに毎年

公開され、各学年、各学科別の評価点の平均値等が報告されている。本学では、記述式で回

答された「この授業について改善してほしい点」に対する教員のコメントを求めている。ま

た「授業を改善してほしい点」に２年以上連続して記述があった科目のち、会議で定められ

た一定の条件に該当する場合に改善点の記述の提出を当該教員に義務付けている。この教

員コメントは、学生に対して公開することになっており、アンケートの結果が学生にフィー
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ドバックしている。このように学生の意見から教育の実施内容・状況の把握し、自己点検・

評価の客観性、妥当性を高めている。 

 

全学的な外部評価の仕組みとして、大学評価委員会のもとに、学外の有識者からなる外部

評価委員会を設置している（資料【北海道文教大学及び北海道文教大学大学院外部評価委員

会規程】）。外部評価委員会は、自己点検・評価の客観性・妥当性を担保のため、本学の取り

まとめる「自己点検・評価報告書」の内容を基礎として、本学及び各組織の取り組みの進捗

状況の確認を行うとともに、達成状況を踏まえた見直しを行っている。外部評価委員会によ

る評価結果については、本学ホームページを通じて社会に公表している。 

 

 

＜行政機関、認証評価機関等から指摘事項があった場合、それに適切に対応しているか＞ 

 

設置計画履行状況等調査における指摘事項への対応として、本学では、2017（平成 29）

年度に大学院リハビリテーション科学研究科及び大学院こども発達学研究科、2021（令和 3）

年度に大学国際学部国際教養学科及び国際コミュニケーション学科、2023（令和 5）年度に

大学医療保健科学部看護学科及びリハビリテーション学科（理学療法学専攻・作業療法学専

攻）を設置しており、現在も前述の 2 学部 4 学科が設置計画履行状況等調査の対象とな

っている。 

各学部・学科・研究科の設置計画履行状況等調査において指摘された事項としては、主に

①定年規程に定める退職年齢を超える専任教員数の割合が（比較的）高いことから、定年規

程の趣旨を踏まえた適切な運用に努めるとともに、教員組織編制の将来構想について検討

すること、②教育内容の充実等を通じ、入学定員未充足の改善に務めること、③専任教員数

が設置計画から減少しているため，提示された教員の採用計画を確実に履行するよう努め

ることなどの指摘が付されている（基礎要件確認シート 3）。設置計画履行状況等調査にお

ける指摘事項への対応にあたっては、学長を始め、調査対象学部・学科・研究科の学部長、

学科長及び研究科長、並びに事務局において協議し、適切に対応をしている（資料【北海道

文教大学大学院 こども発達学研究【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書 学校法人鶴

岡学園 令和元年 5 月 1 日現在】、資料【北海道文教大学 国際学部 国際教養学科【認可】

設置に係る設置計画履行状況報告書 学校法人 鶴岡学園 令和 4 年 5 月 1 日現在】、資料

【北海道文教大学 国際学部 国際教養学科【届出】設置に係る設置計画履行状況報告（改正

前大学設置基準適用） 学校法人 鶴岡学園 令和 5 年 5 月 1 日現在】）。なお、学部長、

学科長及び研究科長は全学内部質保証推進組織である大学運営会議の構成員であることか

ら、全学内部質保証推進組織が指摘事項への対応に関与していると言える。また、設置計画

履行状況等調査において指摘される事項については、本学の課題として認識し、その対応を

協議する中で改善点を洗い出し、課題の改善に努めている。近年では、一部学科の入学定員

未充足に関する指摘を受けていることから、外部機関を活用しその原因調査・分析を行って

いる。この原因分析に基づき、現状の学生確保の体制では定員充足は難しいと判断し、視点

を変えて、道外や海外出身の学生確保に向けた募集活動の強化を図るなど、設置計画履行状

況等調査における指摘事項を改善につなげる取り組みを行っている。 
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本学は 2024（令和 6）年度に公益財団法人大学基準協会による大学評価を受審した。そ

の結果、大学基準協会から是正勧告として 2 項目、改善課題として 3 項目の指摘事項を

受けた。今後これらの課題について大学運営会議を中心に検討を行い、各学部・研究科おい

て改善活動に取り組んでゆく。 

また、本学人間科学部健康栄養学科は食品衛生管理者を養成しており、2019（令和元）年 

3 月 7 日から 8 日に北海道保健福祉部による養成施設指導調査を受けている。結果に関

しては、是正又は改善を求める指導事項はない（資料【平成 30 年度養成施設指導調査の結

果について】）。この他、本学人間科学部こども発達学科は保育士を養成しており、2021（令

和 3）年 10 月 25 日から 26 日に北海道保健福祉部による養成施設指導調査を受けてい

る。結果に関しては、「その他養成施設施の適正運営のため必要な事項」で指摘を受けた（資

料【令和 3 年度(2021 年度)養成施設指導調査の結果について】）。これについて、2022（令

和 4）年 5 月 2 日に改善報告を提出している（資料【令和 3 年（2021）年度養成施設指

導調査結果への改善報告について】）。 

このように、これまでの指導については、随時必要な対応を取っている。 

 

 

評価項目② 

大学の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしていること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社
会に対する説明責任を果たしているか。 

・教育研究活動の情報として、学生の学習実態、学習上の成果に関わる情報を社会に分かり
やすく公表しているか。 

 

＜教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、

社会に対する説明責任を果たしているか＞ 

 

教育研究活動については、学校教育法施行規則第 172 条の 2 第 1 項及び第 2 項に定

められた情報を大学ホームページ上で公開している。各学部・学科・研究科における教育活

動については、各組織のページを設け、組織の概要、3 つの方針、カリキュラム、カリキュ

ラムマップ等の基本的な情報をはじめ、各組織の魅力ある取り組みに応じたコンテンツを

掲載している。また、組織によっては各組織固有の SNS アカウントを作成・活用し、ステ

ークホルダーに幅広い情報を届けている。さらに、専任教員の研究活動については、大学ホ 

ームページ内に「教員紹介」のページを設け、専任教員の教育・研究内容を公開している（資

料【教員一覧】）。この他、本学の研究成果の発信を目的として、北海道文教大学研究成果オ

ープンアクセスポリシーに基づき、「北海道文教大学機関リポジトリ」に大学機関の発行す

る紀要類を中心に論文等を公開している（資料【北海道文教大学機関リポジトリ】）。教育内

容については、「オンラインシラバス」として、開講年度、学期、授業名、担当教員、授業

概要・学習目標・準備時間、授業方法、授業計画、成績評価等を含む全科目のシラバスを公

開している（資料【シラバス・カリキュラムマップ】）。なお、公開する情報については、広

く社会に理解していただけるように簡易な表現や映像など、多様な表現方法を駆使してお

18



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

り、適切な運営であると判断している。 

自己点検・評価方法の結果については、認証評価の結果も含めて大学ホームページ上で公

表しており、学内での情報共有と社会全般に広く周知を図っている（資料【認証評価、自己

点検・評価及び外部評価】）。 

財務状況については、本学ホームページ上に「事業概要と報告」として、単年度事業計画

及び事業報告、予算及び決算、土地・建物（面積）の公開を行っている。予算及び決算につ

いては、基本財務諸表である「資金収支計算書」、「活動区分資金収支計算書」（決算のみ）、

「事業活動収支計算書」、「貸借対照表」（決算のみ）並びに予算及び決算説明を公開すると

ともに、決算については各種データも参考として公開することで理解の促進に努めている

（資料【事業報告及び財務情報】）。 

本学は、教育研究活動をはじめとする諸活動全般について、社会から求められる水準に適

合したものであることを、本学自らの責任において保証するため、大学ホームページを活用

した開示等、様々な方法を駆使して情報公開に努めている。教育研究活動、自己点検・評価

の結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表に関して大きな役割を担っている大学ホーム

ページついては、2023（令和 5）年 4 月にリニューアルし、大学内外の幅広いステークホ

ルダーに対して、正確で、信頼性のある情報を発信している。各組織の取り組みに関する情

報については、それぞれの組織内において報告、承認されたうえで公開することにより、正

確性ならびに信頼性を担保している。 

教育情報は、学校教育法施行規則第 172 条の 2 第 1 項及び第 2 項に定められた情報

を大学ホームページ上で公開、適宜更新し、広く社会に理解していただけるように簡易な表

現や映像など、多様な表現方法を駆使しており、適切な運営であると判断している（資料【教

育情報公開】）。また、大学ホームページの運営・更新に関しては、事務局の企画調整部が管

轄しており、毎年 3～4 月に更新作業を実施している。また、更新する際も前述と同様に、

各組織において確認と承認の過程を踏まえることで正確性と信頼性を担保し、適切な更新

となるよう配慮している。 

 

 

＜教育研究活動の情報として、学生の学習実態、学習上の成果に関わる情報を社会に分かり

やすく公表しているか＞ 

 

本学では、教育活動の透明性を確保し、社会に対して教育の成果を分かりやすく示すため、

学位授与方針、教育課程の編成・実施方針、授業科目の内容を示すシラバス、授業評価アン

ケートの結果概要、学修成果および学修行動の調査結果、進路の決定状況等の卒業後の状況

（進学率や就職率等）を公開している。この中で学修成果および学習行動の調査結果におい

ては、所属する学科の専門領域における基本的な知識・技能などの学習成果の修得の自己評

価、学習時間等の結果を整理し、教育の状況を示すよう努めている。これらの情報を体系的

に公表することにより、本学の教育活動および学生の学習成果を社会に対して示している。

ただし、今後は教育成果を社会により分かりやすく示すために、データの可視化や解説の

充実など、閲覧者の理解を促す工夫をさらに進める必要がある。 
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評価項目③ 

 

評価項目③ 

内部質保証システムの有効性及び適切性について定期的に点検・評価を行い、改善・向上に
向けた取り組みを行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・内部質保証システムの整備や機能の状況を定期的に点検・評価し、その結果に基づき、教
育の質を保証する仕組みとしてより有効に機能できるよう改善・向上に取り組んでいる
か。 

 

＜内部質保証システムの整備や機能の状況を定期的に点検・評価し、その結果に基づき、教育の

質を保証する仕組みとしてより有効に機能できるよう改善・向上に取り組んでいるか＞ 

 

全学的な PDCAサイクルについては、大学全体の内部質保証に関して責任を負う組織であ

る大学運営会議や、自己点検・評価を総括する大学評価委員会、教育の質保証について責

任を負う教育開発センターが各々役割を分担することで、複数の組織が自らの点検・評価

を定期的に行うことにより、適切性や有効性を確認している。また、外部評価委員から本

学の自己点検・評価の活動について定期的に評価を受け、改善のためのフィードバックを

得ている。 

このうち、大学基準に基づく全学的な自己点検・評価については、大学評価委員会が中

心となって、学部・研究科単位の自己点検・評価報告書および大学全体の自己点検・評価

報告書を毎年度作成している。大学全体版では大学基準の評価の視点を点検項目として点

検・評価を行い、学部・研究科版では「理念・目的」「学生の受け入れ」「教育課程・学

習成果」「教育・教員組織」の各基準について点検・評価を実施している。これらの自己

点検・評価の結果は大学評価委員会において審議され、その後大学運営会議に報告される。 

大学運営会議は点検結果を踏まえ、必要に応じて責任部局に対して改善勧告を行い、各

部局は改善計画を策定し実施する体制が望まれる。しかし 2024（令和 6）年度の認証評価

においては、各組織が改善を図るためのフィードバックが十分に機能していないとの指摘

を受けた。そこで、今年度から自己点検・評価報告書に、「点検・評価結果概要」の項目

を設け、評価項目ごとに改善事項の概要、改善方法、改善期日、責任部署を記載すること

としている。これによって自己点検・評価ののち大学評価委員会を経て各基準の責任部局

が改善案を大学運営会議に諮り、大学運営会議からの改善勧告を経て、大学評価委員会か

ら各基準の責任部局が改善策を実施するというフィードバックを行う体制を構築する。 

一方、教育の質保証の観点からは、教育開発センターが中心となり、アセスメント・ポ

リシーに基づく学習成果の点検・評価を毎年度実施している。ここでは直接評価、間接評

価、外部客観評価を活用して、教育の成果を客観的に検証している。アセスメントポリシ

ーは１年に一回点検され、今年度は学位授与方針で定められた学修成果ごとの達成度を把

握できるように改訂した。これについては教育開発センターが審議し、大学運営会議にお

いても全学的観点から審議している。 

また、授業レベルでの教育改善を促進するため、教育開発センターは教務課と連携し、

学生による授業評価アンケートを毎年度２回実施している。アンケートでは授業の満足度

20



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

に加え、「授業の良かった点」や「改善してほしい点」に関する自由記述欄を設けており、

教育方法に関する具体的課題の把握を行っている。教員は改善を求める意見があった場合

に改善計画を提出することとしており、一定条件のもとでは改善計画の提出を義務化する

ことにより、授業改善を組織的に推進している。 

さらに、教育課程・学習成果の自己点検・評価責任者には教育開発センター副センター

長（副学長）および教育開発センター室長が含まれており、学習成果の点検結果と教育改

善の取組が自己点検・評価に反映される体制を構築している。これにより、FD活動、授業

改善、学習成果の検証が分断されることなく、内部質保証の PDCA サイクルの中で統合的

に機能している。 

加えて、本学では毎年度作成する自己点検・評価報告書について外部評価委員による評

価を受け、教育研究活動および内部質保証体制の改善に関する助言を得ている。また、認

証評価結果についても大学運営会議において共有し、指摘事項を踏まえた内部質保証体制

の見直しを行っている。さらに、自己点検・評価の結果に基づく改善については、来年度

から本格的に実施する予定であり、今後大学評価委員会および大学運営会議が継続的に確

認することにより、内部質保証システム自体の有効性について定期的に検証する予定であ

る。 

以上のように、本学では教育開発センター、大学評価委員会および大学運営会議が連携

し、自己点検・評価、学習成果の点検、授業改善および改善勧告を組み合わせた内部質保

証の PDCA 

サイクルを構築している。また、外部評価や認証評価結果を取り入れることにより内部

質保証システム自体の検証も行っており、教育研究活動の質を継続的に向上させる仕組み

として機能している。 

 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

＜長所＞ 

本学では、「北海道文教大学内部質保証の方針」に基づき、大学全体レベル、教育課程

レベル、授業科目レベルの三層構造による内部質保証の枠組みを構築している。大学運営

会議を全学内部質保証推進組織として位置付け、大学評価委員会が自己点検・評価を総括

し、教育開発センターが教育課程・学習成果の点検・評価および教育改善支援を担う体制

を整備し、役割が明確に分担されている。この体制のもとで教育の企画・設計、実施、点

検・評価、改善に至るまでを全学的に連動させた PDCAサイクルを運用している。 

また、教育開発センターを中心とした全学的支援により、教育の質保証に関わる取組が

組織的に推進され、学修成果の点検結果を大学運営会議に報告し、必要に応じて改善勧告

を行うことで各学科の教育改善につなげる仕組みを整備している。さらに、授業評価アン

ケートについては、教員に改善計画の提出を求める仕組みを導入することで、授業レベル

での教育改善を組織的に促進している。 

さらに、教育開発センター副センター長（副学長）およびセンター室長が自己点検・評

価の責任者に含まれており、学習成果の点検結果が自己点検・評価に反映される体制を整

備している。これにより、学習成果の検証、ＦＤ活動および授業改善が内部質保証の PDCA

サイクルの中で統合的に機能している。 
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また、教育研究活動や大学運営に関する情報については、大学ホームページを中心に体

系的に公表しており、教育内容、３つの方針、カリキュラムマップ、オンラインシラバス、

教員情報、研究成果、自己点検・評価結果、認証評価結果、財務情報等を公開することで、

大学運営の透明性を確保するとともに社会に対する説明責任を果たしている。さらに、授

業評価アンケート結果の概要、学修成果および学習行動調査結果、進路状況、資格試験合

格状況等を公表することにより、学生の学習実態および学習成果を社会に示している。 

加えて、外部評価委員による評価や認証評価結果を内部質保証体制の改善に活用してい

る点も、本学の内部質保証システムの特徴であり、教育研究活動の質向上に向けた継続的

改善の仕組みが整備されている。 

 

＜問題点＞ 

2024（令和６）年度の認証評価において、自己点検・評価の結果を各組織の改善に結び

つけるフィードバックが十分に機能していないとの指摘を受けている。現状では、自己点

検・評価の結果が大学運営会議に報告される体制は整備されているものの、その後の改善

勧告や改善計画の策定・実施に関する手続きが必ずしも明確に整理されていなかったこと

が課題である。 

ＦＤ活動による教育方法の改善やカリキュラム改善の成果を大学全体として蓄積し共

有する仕組みについても、今後の課題である。ＦＤ活動や教育改善事例を全学的に共有し、

教育改善の取組を組織的に発展させる体制をより強化することが望まれる。 

さらに、学生の学習成果に関する情報については、各種調査結果等を大学ホームページ

で公表しているものの、学習成果を社会に対してより明確に示す余地がある。教育成果を

社会に分かりやすく示すためには、データの可視化や解説の充実など、閲覧者の理解を促

す工夫をさらに進めることが求められる。 

以上のことから、今後は自己点検・評価結果を具体的な改善活動に結びつけるフィード

バック体制を強化するとともに、教育改善事例の全学的共有、学習成果情報の分かりやす

い公表などを通じて、内部質保証システムの実効性をさらに高めていくことが必要である。

一方で、点検・評価の結果は関係組織間で共有されており、各組織において必要に応じた

対応が行われている。 

 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

＜改善・発展方策＞ 

自己点検・評価結果のフィードバック機能を明確化するため、自己点検・評価報告書に

新たに設けた「点検・評価結果概要」の項目において改善事項、改善方法、改善期日およ

び責任部署を明示する。これにより大学評価委員会による点検・評価した結果を、大学運

営会議において審議し、必要に応じて改善勧告を行い、各責任部局が改善計画を策定・実

施するという手続きの流れを明確化する。さらに、その改善状況について大学評価委員会

および大学運営会議が継続的に確認することにより、内部質保証の PDCA サイクルをより

確実に機能させていく。 

教育改善の取組を大学全体で共有するため、ＦＤ活動や教育改善事例の体系的な蓄積お

よび学内共有を推進する。授業評価アンケートや教育実践の成果を教育開発センターが整
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理し、各学部・学科における教育改善の取組を全学的に共有することで、教育の質向上に

向けた組織的な取組を一層促進する。 

また、教育研究活動および学習成果に関する情報発信については、学習成果を社会に分

かりやすく示すため、データの可視化や解説の充実など情報発信の工夫を進める。 

以上の取組を通じて、自己点検・評価、教育改善および情報公開を相互に連動させた内

部質保証システムをさらに発展させ、本学の教育研究活動の質の継続的向上を図っていく。 

 

＜全体のまとめ＞ 

本学では、「北海道文教大学内部質保証の方針」に基づき、大学運営会議を全学内部質

保証推進組織として位置付け、大学評価委員会が自己点検・評価を総括し、教育開発セン

ターが教育課程および学習成果の点検・評価並びに教育改善支援を担う体制を構築してい

る。これにより大学全体レベル、教育課程レベル、授業科目レベルにおいて教育の企画・

設計、実施、点検・評価、改善に至るまでを全学的に連動させた PDCA サイクルを運用し

ている。 

また、３つの方針の策定・点検、カリキュラムマップによる教育課程の体系的検証、Ｆ

Ｄ活動を通じた教育方法の改善、アセスメント・ポリシーに基づく学修成果の点検など、

教育の質保証に関する取組を教育開発センターが中心となって組織的に推進している。 

さらに、自己点検・評価活動の客観性・妥当性を担保するための全学的な外部評価の仕

組みとして、大学評価委員会のもとに学外有識者からなる外部評価委員会を設置している。 

さらに、教育研究活動、自己点検・評価結果、財務情報等については大学ホームページ

を中心として体系的に公表し、教育活動の透明性の確保と社会に対する説明責任の履行に

努めている。学修成果および学習行動調査、授業評価アンケート、進路状況、資格試験合

格状況等の情報を公開することにより、学生の学習実態および教育成果を社会に分かりや

すく示している。 

一方で、自己点検・評価結果を各組織の改善活動に確実に結び付けるフィードバック機

能については、さらなる充実が課題として認識されている。このため、本学では自己点検・

評価報告書に改善事項、改善方法、改善期日および責任部署を明示する仕組みを導入する。 

以上のように、本学では内部質保証体制の整備、教育改善の推進および情報公開を通じ

て教育研究活動の質保証に取り組んでおり、今後も内部質保証システムの実効性を継続的

に検証しながら、教育の質の向上と社会に対する説明責任のさらなる充実を図っていく。 
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第３章 教育研究組織（本文）      
１．現状分析 

評価項目① 

大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置状
況が適切であること。 

＜評価の視点＞ 

・大学の理念・目的を踏まえ、また、学問の動向や社会的要請等に配慮したうえで、教育研
究組織（学部・研究科や附置研究所、センター等）を構成しているか。 

＜建学の精神・大学の理念と目的＞ 

・建学の精神「清正進実」の由来と意味 

鶴岡学園の建学の精神は、創設者の学訓である「清く、正しく、雄々しく、進め」を淵源

とする。「清く」とは、真理を探究する清新な知性を意味し、「正しく」とは正義に基づく誠

実な倫理性を指す。そして、「雄々しく進め」には、未来を拓く進取の精神を称揚する意味

が込められている。本学ではこれらを要約した「清正進実」を建学の精神と定め、大学の理

念としている。 

・学則第 1条に示された大学の目的と教育目標（5つの目標）との関係 

本学は学則第 1 条において、「教育基本法及び建学の精神に則り、豊かな人間性を涵養

するため幅広い知識を授けるとともに、理論と実践にわたり深く学術の教育と研究を行い、

国際社会の一員として、世界平和と人類の進歩に貢献し得る人材の育成を目的とする。」（資

料 1-2【ウェブ】）と大学の目的を定めており、この目的に即した実学教育を展開している。 

これらの目的は、本学の建学の精神「清正進実」を基盤に掲げた以下の 5 つの教育目標

（資料 3-1【ウェブ】）を通じて具現化を図っている。 

（1）未来を拓くチャレンジ精神 

（2）科学的研究に基づく実学の追求 

（3）充実した教養教育の確立 

（4）国際性の涵養 

（5）地域社会との連携 

本学では、建学の精神「清正進実」及び大学の目的に則り、時代環境の変化に伴い社会か

ら求められる人材像や能力とは何か、また社会的要請にどのように応えるかという対応の

在り方について検討を行っている。学生が描く理想像と本学の教育成果が合致しているか、

さらには社会貢献に応え得る内容なっているかについても議論を重ね、理念・目的との適合

性を検証したうえで、教育研究組織の設置・改編（資料 3-2【ウェブ】）を実施してきた。  

 

＜教育研究組織の設置・改編の経緯＞ 

・学士課程 

教育研究組織の設置・改編は、大学の理念・目的を踏まえ、段階的に進められてきた。1999

（平成 11）年 4 月に前身の北海道栄養短期大学を母体として、外国語学部を設置する単

科大学として開学した。その後、2003（平成 15）年 4 月には短期大学の食物栄養学科を改

組し、人間科学部健康栄養学科を設置した。さらに、保健医療分野への要請に応えるべく、

2006（平成 18）年 4 月には人間科学部理学療法学科、2007（平成 19）年 4 月には人間科

学部 作業療法学科、2008（平成 20）年には人間科学部看護学科、そして 2010（平成 22）

年 4 月には人間科学部こども発達学科を順次設置した。近年の社会的要請に対しては、
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2021（令和 3）年 4 月には外国語学部を改組し、国際学部国際教養学科及び国際コミュニ

ケーション学科を設置した。また、2023（令和 5）年 4 月には、人間科学部理学療法学科、

作業療法学科及び看護学科を改組し、医療保健科学部看護学科及びリハビリテーション学

科（理学療法学専攻・作業療法学専攻）を新設した。加えて、2024（令和 6）年 4 月には、

社会教育に対する期待と必要性に応えるべく、持続可能な地域社会の実現を目指し、人間科

学部に地域未来学科を設置している。この結果、2025（令和 7）年 3 月時点において、本

学の学士課程は 3 学部 10 学科 2 専攻から構成（資 料 3-3【ウェブ】）され、幅広い学

問分野にわたる教育を展開している。具体的には、人間科学部（健康栄養学科、理学療法学

科、作業療法学科、看護学科、こども発達学科、地域未来学科）、国際学部（国際教養学科、

国際コミュニケーション学科）、医療保健科学部（看護学科、リハビリテーション学科理学

療法学専攻・作業療法学専攻）の体制となっている。  

人間科学部は、保健・医療・福祉・教育・保育分野への社会的要請に対応し、人々の健康

と幸福を支援するために、人間の本質、人格の発達、成長と老化、社会における人間のあり

方など、現代社会を理解するための知識と方法論とを修得するとともに、高度な問題解決能

力を培い、専門知識と技術を身につけ実社会に貢献する人材を養成している。この教育の目

的（資料 3-6）に基づき、現在、人間科学部は、健康栄養学科、理学療法学科、作業療法学

科、看護学科、こども発達学科の 5 学科で構成されている。 

健康栄養学科は、食品や食物を介してヒトの健康にアクセスする「食物栄養学」に関する

高度な専門的知識・技術と、フードサービスマネジメントや臨床栄養学に基づいて直接ヒト

の健康にアクセスする「人間栄養学」に関する体系的な知識・技能を修得し、これらを両輪

として活用することで現代社会に生きる人々の健康の維持と向上、地域や国際社会の健康

問題解決のために活躍できる管理栄養士を養成することを目的（資料 3-7）としている。 

理学療法学科は、小児から高齢者まで各種疾患・障害の予防・治療に関する高度の専門的

知識・技術を修得し、医療・福祉施設及び地域医療においてリハビリテーションチームの一

員として活躍できる能力を養うとともに、科学的根拠に基づいた理学療法を自ら実践でき、

国際的視野を有する理学療法士を養成することを目的（資料 3-8）としている。 

作業療法学科は、人間性豊かで適切な倫理観を持ち、高度な専門的知識と技術を修得する

とともに、地域における作業療法の総合的な理解、コミュニケーション能力、国際性及び科

学的・論理的思考法を身につけ、臨床的実践家として活躍できる作業療法士を養成すること

を目的（資料 3-9）としている。 

看護学科は、医療の高度化や看護ニーズの多様化等に対応していくため、看護を取り巻く

幅広い知識体系から看護職者に求められる豊かな人間性と倫理観及び高度な知識・技術を

修得する。更に、専門職としての自発的な能力開発を継続するための能力や看護の向上に資

する研究能力の基礎を育成し、地域、国際社会に貢献する実践力のある看護師を養成するこ

とを目的（資料 3-10）としている。 

こども発達学科は、子どもと子どもの周辺に生じている様々な変化に対応し、子どもの心

と体の仕組みや発達とその支援について実践的に学ぶとともに、子どもに関わる幅広い分

野における教育研究を行い、高度かつ最新の専門的知識・技術を有する保育士、幼稚園教諭、

小学校教諭、特別支援学校教諭として活躍することができる人材を養成すことを目的（資料 

3-11）としている。 
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地域未来学科は、持続可能な地域社会の実現を目指し、地域課題を発見し課題解決できる

能力を有するとともに、地域の歴史や文化、多様な資源の価値を理解し新たな価値を生み出

す創造性とそれらを次代に継承するための教育学に関する専門的知識・技能を有する人材、

さらには、包摂的で持続可能な地域コミュニティの共創に向けて、多様な主体と連携し、デ

ジタル化等の変化に対応しながら、主体的に行動することができる地域社会の中核的コー

ディネーターとして、地域を活性化できる人材や地域の未来を担う人づくりに貢献できる

人材を養成することを目的（追加資料 1 学則第 3 条の 2 第 2 項 第 3 号）としている。  

国際学部は、国際的な幅広い視点からグローバル社会の課題を発見し、解決する能力と意

欲を備えるとともに、国際性と人間性を兼ね備えた世界市民として、多様な価値観の人々と

積極的に協働し、社会貢献できる人材を養成している。この教育の目的（資料 3-12【ウェ

ブ】）に基づき、国際教養学科、国際コミュニケーション学科の 2 学科で構成されている。  

国際教養学科は、変化し続ける世界の中で、英語を中心とした高い言語運用能力を用い、 

世界諸地域の政治や経済に関する知識、学際的教養と国際感覚を培い、自らの頭で社会現象

の本質と情報の真贋を問うとともに、深化する社会の多様性の中で、主体的に共生・協働で

きる「国際教養」を身につけた「国際教養人」を養成（資料 3-13【ウェブ】）している。 

国際コミュニケーション学科は、国内外、特に国際化が進む北海道において、多様な文化

を背景とする人々と共存し幸福を追求することができる「多文化共生社会」の構築に向けて、

北海道を立脚点としてその発展に貢献できる「国際コミュニケーション力」を身につけた人

材を養成（資料 3-14【ウェブ】）している。 

医療保健科学部は、思考力、判断力、俯瞰力、表現力の基盤の上に、幅広い教養を身に付

け、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、改善していく資質を有する人材の養成、さ

らに、新しい価値を創造しながら、文理横断的な知識、スキル、能力を身につけた人材の育

成のために、人間科学部を改組し、2023（令和 5）年 4 月に開設した。哲学的な思考を基

盤として、医療・保健・福祉の多様な問題を総合的に把握し、データ分析・評価を行い、解

決できる医療職人材、及び医療における職業人としての専門知識や技能に加えて、豊かな人

間性と社会性を備え、多職種連携に柔軟に対応できる高度な職業人を養成している。この教

育の目的（資料 3-15【ウェブ】）に基づき、看護学科とリハビリテーション学科の 2 学科

で構成され、リハビリテーション学科は理学療法学専攻と作業療法学専攻の 2 専攻から構

成している。 

看護学科は、医療・看護に関わる社会や時代の変化の本質を考究でき、看護学の本質を理

解するために必要な、文理横断的かつ学際的な知識と論理的な思考力を有す看護師として

の高度専門化に対応した看護実践能力を有した人材、さらには、グローバル化の進展を視野

に入れつつ、生涯にわたって看護学と医療保健の質向上に貢献でき、多様なケア環境に適し

た多職種連携・協働チームにおいてリーダー的な役割が担える人材を養成（資料 3-16【ウ

ェブ】）している。  

リハビリテーション学科は、グローバル化及び情報化の進展を視野に入れつつ、豊かな 

人間性と高い倫理観、社会的責任感を持ち、時代の変化に合わせて主体的に社会を支えるこ

とができる人材、さらには、高齢者、障がいのある大人や子ども、がんなどの疾病のある人

に対して、データサイエンスを基盤とした科学的根拠に基づいた高度に専門化した医療に

対応した臨床実践を展開し、多職種連携・協働チームで健康課題の把握・解決に寄与できる
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幅広いリハビリテーションを担う人材を養成（資料 3-17【ウェブ】）している。 

このように、本学は現代社会における国際化及び情報化の進展に伴い、国際社会の中で主

体的に行動できる人材の育成等の社会的要請に対処し、理念・目的との適合性を検討しなが

ら、食と健康、教育、国際、医療の各分野における実学教育を推進するとともに、国際性を

涵養できる教育環境を整備するため、学士課程の教育研究組織の設置及び改編（資料 3-2

【ウェブ】）を進めてきた。 

・大学院修士課程 

大学院修士課程は、高度にして専門的な学術の理論並びに応用を教授研究し、精深な学 

識と研究能力を養い、もって文化の進展と世界の平和に寄与できる人材の養成を目的（資 

料 3-18【ウェブ】）としている。 

建学の精神及び大学院の理念・目的に則り、大学院修士課程は、学部・学科を基礎とする 

4 つの研究科（グローバルコミュニケーション研究科、健康栄養科学研究科、リハビリテー

ション科学研究科、こども発達学研究科）から構成（資料 1-6【ウェブ】）されている。 

大学院修士課程の設置にあたっては、専門分野における学びをさらに深化・発展させ、グ

ローバルコミュニケーション、食と健康、医療リハビリテーション、こども発達研究等の各

研究分野においての理論と実践に関する深い知識を備えた高度専門人材の育成を目指して

おり、2003（平成 15）年 4 月にグローバルコミュニケーション研究科、2015（平成 27）

年 4 月に健康栄養科学研究科、2017（平成 29）年 4 月にリハビリテーション科学研究科

及びこども発達学研究科を設置（資料 3-2【ウェブ】）した。  

これらの研究科は、本学学部教育の柱である「実学重視」の教育により培われた専門性と

広範な知識をさらに拡充し、研究者としての資質を高め、広く地域社会にその才能を有益な

形で役立つことを目的として設置したものである。よって、学部卒業者に限らず、実社会で

活躍する社会人や各分野の専門家にも広く門戸を開放（資料 3-19）している。 

教育組織の開設以降、完成年度を迎えるまでの期間において、設置時等に付された留意事

項について、当該学部・研究科において改善に取り組み、設置計画履行状況等報告書により、

その履行状況を報告している。（追加資料 2 ＨＰ設置計画履行状況報告書）これらの点検・

評価結果が、次期中・長期計画における改善・向上への取り組みに反映されている。 

以上のとおり、本学の学部、研究科は、学園の建学の精神、大学の理念・目的に適合性を

もって構成され、人材育成を行っていると判断できる。  

 

＜大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組織の適合性＞  

鶴岡学園の建学の精神すなわち理念である「清正進実」と本学の目的を達成するため、 本

学園の組織体制を明確に定め、円滑な管理運営を図っている。その一環として、2020（令和 

2）年度に組織の見直しを行い（資料 3-20）、本学における教育・研究の実施と発展・充実

を推進している。具体的には、学校法人の最高議決機関である理事会の下に教育研究組織

（サポート組織を含む）として、大学、大学院、鶴岡記念図書館を配置するとともに、基幹

組織として企画調整部、大学評価・IR推進部、さらには、保健管理センター、教育開発セン

ター、子育て教育地域支援センター、キャリア教育センター、地域連携推進センター、カー

ボンニュートラル推進センター、国際交流センター、入試センター、教職センターの各セン

ターを設置した。これらの組織（資料 3-21【ウェブ】、資料 3-3【ウェブ】）は、いずれも
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国民の生活の充実に寄与する「実学の精神」に基づくものであり、本学の理念・目的に適合

している。 

具体的な組織運営としては、企画調整部に企画調整課を置き、地域連携や地域貢献に関す

る事業を担当している。北海道内外の企業や北海道内の地方自治体との連携協定を積極的

に締結し、地域貢献や学生教育に活かされている（資料 3-22【ウェブ】）。関連する組織は、

学長の主体的かつ的確・円滑な大学運営を図るため、学長の補佐機関として設置されている

大学運営会議（資料 2-2【ウェブ】）である。大学運営会議は、本学の管理職で構成され、

（1）基本理念、将来構想及び中・長期計画に関する事項、（2）国の法令により文部科学大

臣の認可若しくは承認又は同大臣への届出が必要な事項、（3）学部又は研究科の基本的な教

育計画に関する事項、（4）各センターの組織及び運営に関する事項、（5）研究の支援に関す

る事項、（6）大学、国、地方自治体、高等学校、企業その他の団体との協定に関する事項、

（7）学生支援制度に関する事項、（8）留学制度に関する事項、（9）大学評価や IR に関す

る事項、（10）前記各号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、運営会議の意

見を聴くことが必要なものとして学長が認めたものについて協議している。 

鶴岡記念図書館は、図書その他の学術資料を収集・整理し、本学の教職員及び学生に提供

することにより、本学における教育及び研究の進展に資するとともに、広く学術の発展に寄

与することを目的（資料 3-23【ウェブ】）として設置されている。学内にとどまらず、卒業

生や一般市民にも開放することで、地域社会に開かれた大学としての役割を果たしている。

図書館の図書及び資料は、本学の実学重視の方針のもと教育・研究、学習活動の発展・支援

機能を担うよう収集・蓄積・提供されている。電子化が進展していく流れの中で電子ジャー

ナルや電子書籍等を導入するとともに電子出版物へのアクセスが確保できるように整備し

ている。また、図書蔵書数は約 16 万冊、そのうち各学科・研究科に関わる専門分野につい

ては約 12 万冊を所蔵している。図書資料の選定は、各学科・研究科の特色やカリキュラム

に即して行い、各学科・研究科から選出された教員で構成される学術情報委員会（資料 3-

24【ウェブ】）が取りまとめて学術書の充実を図っている。さらに、研究科大学院生からの

選定希望も受け入れている。  

大学評価・ IR 推進部に大学評価・IR 推進課を置き、自己点検・評価に関すること、外

部評価に関すること、 IR 推進に関すること、学校基本調査等、学術研究に係る生命倫理等

に関する審査についての学内事業にあたっている（資料 3-22【ウェブ】）。特に、自己点検・

評価については、大学レベルでの教育に関わる 3 つの方針及び教育研究組織、教員・教員

組織、学生支援、教育研究等環境、社会連携・社会貢献の各方針に基づき、これらが適切に

実施されているかの点検・評価を総括する組織であり、自己点検、認証評価、内部質保証シ

ステム（資料 3-25【ウェブ】）のサイクルに関する事項を審議する評価委員会（資料 2-3

【ウェブ】）と連携している。 

教育開発センターは、北海道文教大学及び北海道文教大学大学院における体系的教育課

程の編成と実施体制の強化、教育に関するファカルティ・ディベロップメントと教育方法の

改善及びグッド・プラクティス開発・推進に関する検討を行い、本学の教育を活性化する目

的で、2005（平成 17）年度に設置された。組織は、センター長（学長）、副センター長（副

学長）、センター室長、センター員（各学部長、各学科長、大学院委員会委員長、各専攻長、

教務部長、学生部長）から成り、教育開発センター会議により運営されている。 
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また、組織構成には、教務部長と学生部長も加わり、事務局とともに教職協働の体制の下、 

学長の主体的かつ的確な大学運営を図るため、学長の補佐機関として設置されている大学 

運営会議を補完するため、教育活動に関する大学全体レベル、教育課程レベル、授業科目レ

ベルの内部質保証の推進に特化した役割を担っている（資料 2-4【ウェブ】）。 

国際交流センターは、国際教育及び国際交流に関する企画、運営に参画するとともに、国

際教育及び国際交流の実践並びにこれらに関連するテーマに係る調査・研究を通じて、本学

の国際化を推進することを目的としており、国際交流委員会が運営している（資料 3-26【ウ

ェブ】）。2026（令和 8）年 3 月現在で、15ヶ国 55 大学（アメリカ、オーストラリア、カ

ナダ、ニュージーランド、ロシア、中国、韓国、台湾、スリランカ、ベトナム、ガーナ、イ

タリア、タイ、フィリピン、マレーシア）と学術交流協定を締結しており、協定校を中心に

海外派遣や留学生の受け入れを行っている（資料 3-27【ウェブ】）。また、国際交流センタ

ーは、留学生と日本人学生の交流の場として開放しており、大学内での国際化を図っている

（資料 3-28【ウェブ】）。 

教職センターは、本学における教職課程及び教員養成に関わる業務を充実させ、円滑に 

運営することを目的とした組織（資料 3-29【ウェブ】）である。全学の教職課程の履修に係

る指導助言、教職指導の企画運営、教員養成に係る調査研究及び資料の整備、公立学校教員

採用候補者選考検査のための対策講座等の実施のほか、教職課程を認定された大学として

の社会的な役割と責任を自覚し、地域や学校、卒業生等との連携・協働を積極的に推し進め

ながら、本学の教職課程のさらなる充実を図っている（資料 3-30【ウェブ】）。  

また、2023（令和 5）年 4 月より、北海道文教大学地域創造研究センターを設置 （資料 

3-31【ウェブ】）した。この研究センターは、地域の課題解決に向けた政策研究を展開し、

地域の活性化に寄与するとともに、先駆的な地域政策を地方から提起していくことを目的

に設立され、本学が有する研究成果や地元の恵庭市をはじめとした人的資源等を活用した

地域社会との連携活動を推進することにより、地域社会の持続的発展に貢献するとともに、

本学における教育研究活動の活性化を図ることを目的とした社会的要請に応えた組織の一

つである。研究センターでは、大学や行政区域の枠を超えた、内外の幅広い研究者や行政実

務者、民間人との交流により、「新たな知の拠点」としての大学機能の強化を図るとともに、

地域への関心や理解を深め、より実践的な課題解決能力を身につけた人材の育成を目指し

ており、学生を交えた今後の研究活動においても期待される組織（資料 3- 32【ウェブ】）

であり、本学鶴岡記念講堂 3 階に設置している。 

さらに、2024（令和 6）年 12 月より、カーボンニュートラルを推進する教育機関として 

教育の中に組み込む考えや、CO2 削減計画が環境省の補助金事業に採択されたことなどか 

ら、カーボンニュートラル推進センター（追加資料 3 カーボンニュートラル推進センター

規程）を設置した。（追加資料 4 令和 6 年度第 9 回大学運営会議資料）センターは、本

学キャンパス及び地域におけるカーボンニュートラルの推進や、環境教育の実践などを通

して、カーボンニュートラル社会の実現に貢献することを目的とした組織である。 

加えて、本学の理念・目的のもと、昨今、核家族化や少子化が進んだことで、子どもを持

つ親が、不安や悩みを打ち明けられる子育て経験豊かな相談相手を、身近で見つけ難くなっ

ているなどの問題の解決を目指して、2010（平成 22）年春、子育て教育地域支援センター

（通称「文教ペンギンルーム」、資料 3-33【ウェブ】、資料 3-34【ウェブ】）を設置し、子
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育て支援を通じた地域貢献を行っている。 

また、2020（令和 2）年 4 月より、学園が抱える喫緊の課題に対し、教員組織と事務局 

組織が協働して迅速に改革を進めることを目指し、学園組織の見直し（資料 3-20）行い、 

事務局には教務部、学生部、入試広報部、就職部等を適切に配置し、教職協働の考えの下、 

教務部・学生部の部長は専任教員が担い、学生及び教職員が教育・研究に邁進できるよう学

問の動向や社会的要請、国際的環境等に対応可能な教育研究組織として充実させてきた。   

以上のことから、本学の附置研究所及び各センターは、いずれも学園の基本理念・本学の

目的に合致した組織として適切に設置・運営されていると判断できる。 

 

＜教職課程等を置く場合における全学的な実施組織の適切性＞  

本学の教職課程は、人間科学部健康栄養学科、同こども発達学科、国際学部国際コミュニ

ケーション学科に設置しており、将来教職に従事する強い熱意をもつ学生が履修している

（資料 3-30【ウェブ】）教職課程に係る組織として、それまでの「教職課程指導室」を発展

的に解消し、2022（令和 4）年度に「教職センター」を設置した。「北海道文教大学教職セ

ンター規程」に基づき、本学における教職課程及び教員養成に関わる業務を充実させ、円滑

に運営することを目的としており、学長の指名するセンター長の下、関係学科教員からなる

運営委員を任命し、組織している。本センターの業務としては、教職課程の履修に係る指導

助言、教職課程の企画運営、教員養成に関する調査・研究及び資料の整備、教員採用候補者

選考検査のための対策講座の実施、その他教職課程及び教員養成に必要な業務を行ってい

る。こうした業務を推進するために、適宜教職センター運営委員会を開催し、業務分担や情

報共有に努め、連携を図っている（資料 3-29【ウェブ】）。組織の設置に併せて、学生との

面談や資料の展示・閲覧等を行うための場所としての「教職センター」を大学本館 4 階に

開設しており、学生の利用も進んでいる。また、文部科学省等からの調査、カリキュラム等

の報告をはじめ、予算編成や授業計画に関わっては、本センターの事務を担当する教務課と

連携が円滑に進むようセンター長と教務課による打ち合わせを定期的に行っている。 

本学では、人間科学部健康栄養学科において「栄養教諭一種免許状」、こども発達学科に 

おいては、「幼稚園教諭一種免許状」「小学校教諭一種免許状」「特別支援学校教諭一種免許 

状」、国際学部国際コミュニケーション学科においては、「中学校教諭一種免許状（英語）」 

「高等学校教諭一種免許状（英語）」の取得が可能（資料 3-30【ウェブ】）となっている。 

履修を希望する学生のために、学科ごとに必要なオリエンテーションを行い、履修の意志等

を確認している。教員養成系の学科である人間科学部こども発達学科においては、結果とし

てほとんどの学生がいずれか、若しくは複数の教員免許状を取得することから、入学時にお

けるガイダンスにおいて、学生便覧に基づき、免許の種類により必要な科目の選択などにつ

いて丁寧に説明している。人間科学部健康栄養学科及び国際学部国際コミュニケーション

学科においては、1 年生の後期のオリエンテーションにおいて、学生便覧に基づき「履修要

件」等を示し、履修の意志を確認している。この 2 学科においては、教職課程を受講する

学生が「教職課程履修願」を提出する必要があり、個別指導を重視している。2024（令和 6）

年度の「教職センター運営委員会」は、センター長（教授）のほかに、運営委員 6 名（教

授 4 名、准教授 2 名）により構成（資料 3-30【ウェブ】）されている。なお、教職センタ

ー長は大学運営会議の構成員（資料 2-2【ウェブ】）となっており、教職課程の運営につい
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て、全学的に審議・報告を行い、学長からの指示を受け業務を推進することも可能となって

いる。 

以上のことにより、本学教職課程は全学的な組織で企画・実施されていると判断できる。 

 

＜教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等への配慮＞  

教育研究組織と学問の動向については、建学の精神すなわち理念である「清正進実」と本

学の目的に則り、本学園は、長い間わが国の栄養士養成と食文化教育の一翼を担ってきた。

その目的は食生活改善及び栄養指導を行うための実践的学問の追及であり、加えて、同時に

関連する学問領域の真摯な研究を通して人間の科学としての教育に貢献することであった。

外国語・保健・医療・福祉に係わる教育研究の目的もこれと変わらない。本学における教育

研究の目標は実学の追求にあることを再認識し、教員が学問の動向を踏まえた研究活動を

行ったうえで、学生に対して徹底した基礎教育を行い、ゼミナールを中心に専門性を高め、

合わせて各種修学情報を蓄積する ITシステムを活用するなどして、学生一人ひとりの可能

性の伸長に努めてきた。 

また、現代社会の国際化及び情報化の進展に伴い、国際的な感覚と高度な語学力を備え、

異文化に対する正しい理解と協調の精神をもち、国際社会の中で主体的に行動できる人材 

の育成が急務になっている。このような社会的要請に対処し、本学においては、学生及び教

職員の国際性を涵養するため、国際社会の発展に寄与するために海外留学・研修の機会を拡

大するとともに、留学生・外国人研究者を積極的に受け入れ、世界の人々との文化的・社会

的交流を促進している。 

さらに、新しい大学像は地域社会との連携なしには考えられない。本学は社会人入学制 

度（資料 3-35）や科目等履修生の制度（資料 3-36【ウェブ】）を利用してリカレント教育 

の推進を図るだけでなく、大学図書館等の大学施設を市民に開放し（資料 3-37【ウェブ】）、 

バラエティーに富んだ公開講座（資料 3-38【ウェブ】）を提供するなどして地域の要求に 

応えている。もとより本学の教育においては、社会での研修や実習が必須であり、これなし

には外国語・保健・医療・福祉の教育は考えられない。本学の教育は、今後も「キャリア開

発支援教育」の考えに立って、学生の臨地実習、インターンシップ、ボランティア並びに産

学協同事業等を積極的に推進するとともに、地域社会との連携を深め（資料 3-39【ウェブ】）、

地域発展に貢献するものである（資料 3-1【ウェブ】）。 

以上のことを念頭に置いて、社会変革の中で求められる人材とは何かを常に模索しなが

ら、 教育研究組織の設置・改編を行ってきた。外国語学部においては、急速に進行するグ

ローバル化の時代背景への対応が必要と考え、大学運営会議及び大学改革推進検討委員会

において議論を重ね、21 世紀の時代に求められる大学教育、知的体系のあるべき姿を念頭

に置きつつ、不確実性に満ち、複雑化したこれからの時代を生き抜く上で最も根幹となるべ

き学びを追求するために、2021（令和 3）年 4 月、国際学部への改編を行った。また、人

間科学部理学療法学科、作業療法学科及び看護学科にあっては、専攻分野についての専門性

を有するだけでは不十分と考え、思考力、判断力、俯瞰力、表現力の基盤の上に、幅広い教

養を身に付け、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、改善していく資質を有する人材

養成が必要と考えるとともに、新しい価値を創造しながら、文理横断的な知識、スキル、能

力を身に付けた人材の育成が、本学における教育に与えられた使命であると再認識し、2023
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（令和 5）年 4 月、医療保健科学部看護学科、リハビリテーション学科として、改編を行

った。  

さらに、近年では、大学運営会議（資料 2-2【ウェブ】）及び大学改革推進検討委員会（資

料 3-40【ウェブ】）において、本学が今後目指すべき人材養成について検討した結果、社会

現象の本質を見抜く教養力と、地域課題の解決を担う地域コミュニティを、多様な他者と共

創できるコミュニケーション能力・協働力・調整力を有し、教育学の視点から、生涯学び続

けることのできる社会を構築し、持続可能な社会を実現するとともに、次代へ発展的に発

信・継承を考えることができる人材の育成を目指し、2024（令和 6）年 4 月、人間科学部

を再編し、地域未来学科（資料 3-41【ウェブ】）を新たに開設した。  

教育研究組織の設置・改編に際しては、本学の入学者の受け入れ方針（資料 3-42【ウェ 

ブ】）を明確にし、受験生の期待と志望動向に沿ったものか、本学の理念・目的に照らして 

本学の教育成果・社会貢献度に応え得るものかなどの観点から大学改革推進検討委員会で 

議論を行うとともに、大学運営会議、教育開発センター、教務委員会における教育研究組織

の点検・評価結果をふまえて、関係組織との連携を図っている（資料 2-5【ウェブ】）。こう

した従来のプロセスを維持しつつ、特に喫緊の課題である定員未充足の学科のへの対策や、

大学経営や改組に向けた検討機能を一層強化するため、2024 年 4 月、従来の大学改革推

進委員会を廃止し、新たに未来共創会議を設置した。本会議は、厳しし現状を直視し、学部

単位で機動的に動く体制を構築することを目的としている。具体的には、学部ごとに定員充

足に向けた具体的施策や大学の将来像について、中長期的な視点から柔軟かつ迅速に検討

できる体制へと改編した。（追加資料 5 令和 6 年度第 1 回大学運営会議資料・議事録） 

 

評価項目② 

教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価し、その結果を活用して改善・向上に向
けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上が
っている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、教育研究組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果
的な取り組みへとつなげているか。 

＜適切な根拠（資料、情報）に基づく教育研究組織の構成の定期的な点検・評価＞  

教育研究組織の構成の定期的な点検・評価については、学長を議長とする大学改革総合 

推進会議を設置し、その下に①大学の質向上検討ワーキンググループ、②地域貢献・連携ワ

ーキンググループ、③グローバル化への対応ワーキンググループの小委員会を置き、大学に

おける教育研究面での特徴を踏まえながら、社会的要請、国際環境、地域活動の動向に対応

するとともに、外部との連携を強めることで、組織の適切性の検証を行ってきた。その後、

2020（令和 2）年には、教育研究組織全体の点検・評価体制の見直しを実施した。学園が抱

える喫緊の課題に対し、教員組織と事務局組織が協働して迅速に改革を進めることを目的

として、各種委員会の統廃合を行い、学園組織規程を改正（資料 3-20）し、大学全体の改

革を推進してきた。  

大学の教育研究組織については、「北海道文教大学教育研究組織の方針」を定め、内部質

保証の対象としている。本学は、建学の精神「清正進実」に基づく、理念・目的を実施する

ため、大学及び大学院等の教育研究組織を編成している。これらの組織は、教育と研究を一
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体的に推進する教育研究組織として位置づけられ、教育研究組織の方針（資料 3-43【ウェ

ブ】）を定めており、当該方針が適切に実施されているかの点検・評価を総括する組織につ

いては大学評価委員会が総括的に点検・評価を行っている。（資料 2-3【ウェブ】）関連組織

である大学評価・IR推進部が中心となり、学部・学科・大学院組織毎に、各年度末に当該年

度の事業を総括し、その結果を踏まえて次年度の事業計画を策定するなど、年度毎に教育研

究組織の運営の適切性について検証を行っている。また、全学的な大学全体の教育の質の向

上を目指し、大学運営会議で決定した基本方針に基づき、各学部長、各学科長、各研究科長

を中心に実務的な自己点検・評価を実施している。これらの自己点検・評価の結果は、大学

評価委員会から大学運営会議に報告され、大学運営会議が責任主体となって検証及び改善

を行った後、教授会で報告するとともに、ウェブ上で公表している（資料 2-32【ウェブ】）。

さらに、組織変更等が必要と判断された場合には、大学運営会議、教授会、大学院委員会等

において教育研究組織の適切性について全学的な検証を行い、その結果に基づく改善を実

施している（資料 2-5【ウェブ】）。 

 

 ＜点検・評価結果に基づく改善・向上＞  

点検・評価結果に基づく改善・向上については、学部・学科・大学院組織ごとに、各年度

末に当該年度の事業を総括し、その結果を踏まえて次年度の事業計画を策定するなど、年度

ごとに教育研究組織の運営の適切性について検証している。自己点検・評価については、大

学評価・ IR 推進部が実務的な取りまとめを行い、その結果を教授会で報告することによ

り、教育研究組織の適切性を検証している。各学部・各研究科・各部局において実施する個

別の自己点検・評価において抽出された課題については、それぞれの改善・向上に向けた取

組みを行っている。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

大学を取り巻く環境の変化や時代・社会からの要請を踏まえ、恒常的な点検・評価を行い

ながら、大学の理念・目的に合致した人材を育成するため、教育研究組織の設置・改編や各

センターにおける新規事業の導入等を進めてきた。 

特に国際交流センター、地域連携推進センター、地域創造研究センター、カーボンニュー

トラル推進センター、子育て教育地域支援センター（通称「文教ペンギンルーム」）におい

ては、地域に開かれた大学として包括的な連携を強化し、地域との交流、地域の活性化、地

域連携型の問題解決に向けた取組みを、大学全体として組織的に推進してきた。 

例えば、子育て教育地域支援センター（通称「文教ペンギンルーム」）は、核家族化や少 

子化の進行により、子どもを持つ親が、子育てに関する不安や悩みを身近に相談できる相手

を見つけにくくなっているという社会的課題の解決を目的として開設された。子育て教育

地域支援センター（資料 3-44【ウェブ】）は、学長が指名するセンター長、各学部長、各学

科長、学長が指名するこども発達学科教員、総務部長、教務部長を運営委員会の委員とし、

スタッフには、子育て支援・教育臨床活動を担う専門家を配置している。子育てに関する調

査研究を深め、その成果を教育の充実に還元するとともに、子どもの発達支援に寄与できる

人材の育成、地域社会との連携・協力・協働等を目的とし、その交流の場として、文教ペン

ギンルームが位置づけられている（資料 3-34【ウェブ】）。  
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文教ペンギンルームでは、周囲の人や物との関わりに困難を抱える子どもに対する関係

力を育むプログラムの実施、地域の保護者や子ども同士の交流支援、子育てに関する相談活

動、公開講座や特別講演の企画・運営等、多様なプログラムを展開し、地域に根差した実践

的な学びの支援を行っている（資料 3-45【ウェブ】、資料 3-46【ウェブ】）。また、多様化

する保育ニーズに対応した実践力を高めるため、学部生・大学院生を対象にインクルーシブ

な教育・保育に関する学びの支援を行っており、学部生・大学院生の保育実践力の育成、学

習・研究のフィールド開拓・地域支援を兼ね備えたセンター活動は、本学の長所・特色の一

つとなっている。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 
改善 

今後は看護領域の専門性と広範な知識をさらに拡充し、研究者としての資質を高め、地域

社会において、その能力を有効に発揮できる人材を育成することを目的として、大学院修士

課程に看護領域の研究科設置について、大学全体で教育研究の充実を図っていきたい。また、

国際社会の中で、世界平和と人類の進歩に貢献し得る最先端の研究を実践できる研究者を

育成することを目的に、大学院博士課程の設置も視野に入れた取り組みを進めていく。さら

に、教育研究活動の活性化を図るため、科学研究費助成事業等の外部資金獲得に向けた研修

をより一層充実させて教員の業績向上を目指す必要がある。 

全体のまとめ 

本学は、建学の精神「清正進実」を理念とし、学則第 1 条に示されている大学の目的に

即した実学教育を行っている。その過程において、①未来を拓くチャレンジ精神、②科学的

研究に基づく実学の追求、③充実した教養教育の確立、④国際性の涵養、⑤地域社会との連

携という 5 つの教育目標の実現を目指している（資料 3-1【ウェブ】）。豊かな人間性を涵

養するため幅広い知識を授けるとともに、理論と実践にわたり深く学術の教育と研究を行

い、国際社会の一員として、世界平和と人類の進歩に貢献し得る人材を育成する目的で、教

育研究組織を設置・改編を行ってきた。 

教育研究組織の設置・改編に際しては、外国語を活用して国際社会で活躍できる人材の育

成を目的として設置した外国語学部については、急速に進行するグローバル化への対応が

必要であると判断し、大学運営会議及び大学大学改革推進検討委員会における教育研究組

織の点検・評価を経て、関係組織との連携のもと、2021（令和 3）年、国際学部（国際教養

学科・国際コミュニケーション学科）に改組した。 

また、2023（令和 5）年には、人間科学部においては、時代の変化に的確に対応できる人

材育成の必要性を踏まえ、専門性の深化に加え、思考力、判断力、俯瞰力、表現力を基盤と

した幅広い教養を身に付け、社会を主体的に支え、改善していく資質を有する人材養成を目

指し、医療保健科学部（看護学科・リハビリテーション学科理学療法学専攻・作業療法学専

攻）へ改組した。 

さらに、社会現象の本質を見抜く教養力と、地域課題の解決を担う地域コミュニティを多

様な他者と共創できるコミュニケーション能力・協働力・調整力を有し、教育学の視点から、

生涯学び続けることのできる社会を構築し、持続可能な社会を実現するとともに、次代へ発

展的に発信・継承を考えることができる人材の育成を目指し、2024（令和 6）年 4 月、人

間科学部を再編し、地域未来学科を新たに設置した。 
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このように、教育研究組織の設置改編については、大学運営会議及び 2024（令和 6）年

度より、新たに設置した未来共創会議（追加資料 6 未来共創会議規程）において全学的に

進めるとともに、その結果を恒常的に点検・評価し、建学の精神「清正進実」、及び大学の

理念・目的に基づき、本学が今後目指す人材の育成に継続的に取り組んでいる。 
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第４章 教育・学習（基本情報一覧） 
 

学位授与方針・教育課程の編成実施方針・学生の受け入れ方針[*] 

学部・研究科等名称 URL 

大学全体 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/university 

人間科学部 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/dietetics 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/pt 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/ot 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/nurse 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/child 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/regional_development 

国際学部 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/liberal_arts 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/communication 

医療保健科学部 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/fohs-nurse 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/fohs-reha 

グローバルコミュニケー

ション研究科 
https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/graduate_foreign 

健康栄養科学研究科 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/graduate_diet 

リハビリテーション科学

研究科 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/graduate_rihabiri 

こども発達学研究科 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/policy/graduate_children 

備考： 

※関係法令：学校教育法施行規則第 172 条の２第１項 

 

卒業・修了要件の設定及び明示 

学部・研究科等名称（研

究科は学位課程別） 

卒業・修了要

件単位数 

既修得等（注）の

認定上限単位数 
URL・印刷物の名称 

人間科学部 １２４単位 ６０単位 Microsoft Word - 4.9_ wS⁄Y'feî‘ 

R070401 2025.3.12Ês3.19Y‹ˆ9c （履修規程） 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

49_12.pdf （大学学則） 

国際学部 １２４単位 ６０単位 Microsoft Word - 4.9_ wS⁄Y'feî‘ 

R070401 2025.3.12Ês3.19Y‹ˆ9c （履修規程） 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

49_12.pdf （大学学則） 

医療保健科学部 １２４単位 ６０単位 Microsoft Word - 4.9_ wS⁄Y'feî‘ 

R070401 2025.3.12Ês3.19Y‹ˆ9c （履修規程） 

https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

49_12.pdf （大学学則） 

グローバルコミュニケ

ーション研究科 

３０単位 １０単位 https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

50_05.pdf （大学院学則） 

健康栄養科学研究科 ３０単位 １０単位 https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

50_05.pdf （大学院学則） 

リハビリテーション科

学研究科 

３０単位 １０単位 https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

50_05.pdf （大学院学則） 
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こども発達学研究科 ３０単位 １０単位 https://www.do-

bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

50_05.pdf （大学院学則） 

備考： 

※関係法令：大学設置基準第 28条、第 29 条、第 30 条及び第 32条、第 42 条の 12、 

専門職大学設置基準第 24条、第 25 条、第 26 条、第 29 条及び第 30条、 

大学院設置基準第 16 条及び第 17条、 

専門職大学院設置基準第 14 条、第 15条、第 21条、第 22条、第 23 条、第 27 条、第 28 条及び第 29条  

注：[学士] 大学設置基準第 28条から第 30 条までの規定に基づく措置（それらを合せた上限値） 

[専門職大学]専門職大学設置基準第 24条から 26条までの規定に基づく措置（それらを合せた上限値） 

[修士・博士]大学院設置基準第 15 条によって準用する大学設置基準第 28 条及び第 30 条の規定にもとづく措置 

（それらを合せた上限値） 

[専門職] 専門職大学院設置基準第 13条の２、第 14条、第 21 条、第 21条の２、第 22条、第 27 条、第 27条の２

及び第 28 条の規定に基づく措置（それらを合せた上限値）    
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第４章 教育・学習（本文）      
１．現状分析 

評価項目① 

達成すべき学習成果を明確にし、教育・学習の基本的なあり方を示していること。 

＜評価の視点＞ 

・学位授与方針において、学生が修得すべき知識、技能、態度等の学習成果を明らかにして
いるか。また、教育課程の編成・実施方針において、学習成果を達成するために必要な教
育課程及び教育・学習の方法を明確にしているか。 

・上記の学習成果は授与する学位にふさわしいか。 

 

＜学位授与方針において、学生が修得すべき知識、技能、態度等の学習成果を明らかにしてい
るか。また、教育課程の編成・実施方針において、学習成果を達成するために必要な教育課
程及び教育・学習の方法を明確にしているか。＞ 

本学では、建学の精神すなわち本学の理念に基づいて、3つの方針の策定のための全学

としての基本的な考え方を定め（資料2-11【ウェブ】）、これにもとづいて大学全体の学

位授与方針（ディプロマ・ポリシー）および大学全体の教育課程の編成・実施方針（カリ

キュラム・ポリシー（基礎要件確認シート5、資料4-1【ウェブ】）を定めている。 

大学全体の学位授与方針は、 

１．所属する学科の専門領域における基本的な知識・技能を身につけている（知識・

技能）。 

２．問題解決のために必要な情報を収集分析し、課題を解決へ導くことができる（思

考・判断・表現） 

３．生涯にわたって主体的に学び続ける意欲、および専門分野の進歩・発展に寄与し

ようという態度を有している（関心・意欲・態度）。 

４．社会人・職業人としての倫理観、使命感を有している（関心・意欲・態度）。 

５．課題の実行に向けて他者と効果的に意思疎通を行うためのコミュニケーション能

力を有している（思考・判断・表現）。 

となっている。このうち１．から４．は建学の精神の４つの支柱である「国民の生活の充

実に寄与する実学の精神」、「真理を探究する清新な知性」、「未来を拓く進取の精神」、「正義

に基づく誠実な倫理性」にそれぞれ対応している。これらの項目に加えて、コミュニケーシ

ョン能力に関する項目を加えている。各項目は「知識・技能」、「思考・判断・表現」、「関心・

意欲・態度」の３つの分野に分類している。これは、高大接続改革答申で提言された「学力

の３つの要素」である「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主体性を持って多様な

人々と協働して学ぶ態度」のそれぞれに対応させている。 

各学部、学科、専攻、各研究科の学位授与方針（基礎要件確認シート7、資料4-2【ウェ

ブ】）は人間科学部と国際学部は学科ごと、医療保健科学部は看護学科とリハビリテーシ

ョン学科の専攻ごと、及び研究科ごとに定めている（資料4-2【ウェブ】）。これにより

学位授与方針は授与する学位ごとに定められている。学位ごとの学位授与方針の項目の中

には、大学全体の学位授与方針に対応した項目が含まれている。よって、全学的な学位授

与方針と学部における学位授与方針を緊密に連関させ、大学としての一貫性が担保されて

いる。 

大学全体の教育課程の編成・実施方針は 3項目からなり、学部・研究科における同方針と
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連関させている。最初の項目では「教育内容の編成にあたっては、学位授与方針の「知識・

技能」、「関心・意欲・態度」、「思考・判断・表現」との整合性を図る。」としている（資料

4-1【ウェブ】）。これに基づいて、授与する学位ごと、すなわち各学部、学科、専攻、各

研究科における教育課程の編成・実施方針の①教育内容は「知識・技能」、「関心・意欲・態

度」、「思考・判断・表現」に分類されている。ここで、学位授与方針は教育課程の編成・実

施方針の①教育内容とほぼ１対１に対応している（資料 4-9）。 

大学全体の教育課程の編成・実施方針の 2番目の項目では、「教育方法の充実により、学

生の主体的な学びの引き出しに努める。」としている（資料 4-1【ウェブ】）。これに基づい

て、各学部、学科、専攻、各研究科の教育課程の編成・実施方針における「②教育方法」が

定められている（基礎要件確認シート 7、資料 4-8【ウェブ】）。 

大学全体の教育課程の編成・実施方針の 3番目の項目では、「教育評価においては、多

様かつ適切な方法で学修成果を測定することにより教育の質保証に努める。」としている

（資料 4-1【ウェブ】）。これに基づいて、各学部、学科、専攻、各研究科の教育課程の

編成・実施方針における「③教育評価」が定められている（基礎要件確認シート 7、資料

4-8【ウェブ】）。 

 

＜上記の学習成果は授与する学位にふさわしいか＞ 

本学の大学全体の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）は、平成２０年の中央教育審議

会答申「学士課程教育の構築に向けて」で示された「各専攻分野を通じて培う学士力～学士

課程共通の学習成果に関する参考指針」を網羅しており、学士課程の学位にふさわしい学習

成果を提示している。 

具体的には「１．所属する学科の専門領域における基本的な知識・技能を身につけている

（知識・技能）」は、答申における 1.知識・理解「専攻する特定の学問分野における基本的

な知識を体系的に理解する」に対応している。 

「２．問題解決のために必要な情報を収集分析し、課題を解決へ導くことができる（思考・

判断・表現）」は、答申における２.汎用的技能の中の「(4)論理的思考力（情報や知識を複

眼的、論理的に分析し、表現できる）」および「(5)問題解決力（問題を発見し、解決に必要

な情報を収集・分析・整理し、その問題を確実に解決できる）」に直結している。 

「３．生涯にわたって主体的に学び続ける意欲、および専門分野の進歩・発展に寄与しよ

うという態度を有している（関心・意欲・態度）」は、答申における３.態度・志向性の「(5)

生涯学習力、卒業後も自律・自立して学習できる」能力に対応している。 

「４．社会人・職業人としての倫理観、使命感を有している（関心・意欲・態度）」は、

答申における３.態度・志向性」の (3)倫理観および(4)市民としての社会的責任に対応して

いる。 

「５．課題の実行に向けて他者と効果的に意思疎通を行うためのコミュニケーション能

力を有している（思考・判断・表現）」は、答申における２.汎用的技能の「(1)コミュニケ

ーション・スキルおよび３.態度・志向性の「(2)チームワーク、リーダーシップ（他者と協

調・協働して行動できる） 

のように、それぞれ対応している。 

一方、学位ごとの学位授与方針の項目の中には、大学全体の学位授与方針に対応した項目

が含まれている。以上により設定した学習成果は授与する学位にふさわしい水準であり、教
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育課程全体としてその達成を保証する設計となっている。 

修士課程においては平成１７年の中央教育審議会答申「新時代の大学院教育」に基づけ

ば、「高度専門職業人の養成」および「高度で知的な素養のある人材の養成」という目的を

達成する必要がある。 

高度専門職業人の養成において、修士論文作成は「職業社会における現実の課題の解決」

や「社会的価値の創出」につながる実践的な研究能力を育成するプロセスとして機能してい

る。各研究科の学位授与方針が定める学習成果には「研究を遂行し、論文にまとめる能力」

が含まれており、修士課程の学位としてふさわしいものである。 

高度で知的な素養のある人材の養成のためには、グローバル化や科学技術の進展に対応

できる柔軟な思考力が必要となる。グローバルコミュニケーション研究科の「高度な言語運

用能力」、健康栄養科学研究科の「社会調査法や科学的評価の実践」、リハビリテーション科

学研究科の「疾患・障害の予防に関する意識の啓発、チームを活性化するリーダーシップ」、

こども発達学研究科の「理論と実践の往還の学びによる中堅のリーダーとしての自覚」はい

ずれも修士の学位に求められる高度な思考力を必要とするものである。 

以上により学士課程および修士課程において設定した学習成果は授与する学位にふさわ

しい水準であり、教育課程全体としてその達成を保証する内容となっている。 

 

評価項目② 

学習成果の達成につながるよう各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系
的に編成していること。 

＜評価の視点＞ 

・学習成果の達成につながるよう、教育課程の編成・実施方針に沿って授業科目を開設し、
教育課程を体系的に編成しているか。 

※ 具体的な例 

・授与する学位と整合し専門分野の学問体系等にも適った授業科目の開講。 

・各授業科目の位置づけ（主要授業科目の類別等）と到達目標の明確化。 

・学習の順次性に配慮した授業科目の年次・学期配当及び学びの過程の可視化。 

・学生の学習時間の考慮とそれを踏まえた授業期間及び単位の設定。 

 

＜授与する学位と整合し専門分野の学問体系等にも適った授業科目の開講＞ 

学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げられた各学位の学習成果を確実に達成する

ため、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）に基づいた体系的な教育課程

を編成している。教育課程の編成・実施方針は、冒頭においてどのような授業科目区分を配

置するかを明示し、①教育内容において学位授与方針で示された学習成果の達成に対応し

て配置されている教育課程の科目群が明示されている（基礎要件確認シート 7、資料 4-8【ウ

ェブ】）。これに基づき、教育課程は学士課程においては学則第 23条に則って（資料 4-10

【ウェブ】）、修士課程においては大学院学則第 13条に則って編成されている（資料 4-11

【ウェブ】）。 

学士課程のうち人間科学部及び医療保健科学部においては国家資格取得や教職免許取得

に関連した学科から構成されていることから、各指定規則等に準拠した教育課程が編成さ

れている。例えば、人間科学部健康栄養学科では、栄養士法施行規則及び管理栄養士学校指

定規則に準拠して教育課程が編成されている。そのため、教育課程の編成・実施方針の冒頭
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には、「社会で活躍する管理栄養士に必要な知識・技術を培うため、教養科目、専門基礎科

目、専門科目を体系的に配置した教育課程を編成します。」とあり、授業科目区分を示して

いる。また、教育内容の（知識・技能）においては、基礎的な教養科目の配置、栄養学等の

理解に必要な専門基礎科目の科目群の配置、管理栄養士に必要な知識・技術を身につけるた

めの専門科目の科目群を配置することが明示されている。教育内容の（思考・判断・表現）

においては、科学的根拠に基づいて管理栄養士の業務を遂行する能力を養うための「総合

（卒業研究）」等の科目群の配置が明示されている。教育内容の（関心・意欲・態度）にお

いては、管理栄養士像を造り上げるための科目群及び管理栄養士として必要な態度を身に

つけるための「臨地実習」、その他必要なスキルを身につけるための科目群の配置が明示さ

れている（基礎要件確認シート 7、資料 4-8【ウェブ】）。これらの方針に基づき、学則第

23条に則って、教育課程が編成されている（資料 4-10【ウェブ】）。 

修士課程においては、高度な専門性を有する実践的な人材を養成する修士教育に相応し

い内容を提供している。例えばリハビリテーション科学研究科のリハビリテーション科学

専攻で、「リハビリテーション領域における問題解決に寄与できる高度専門職業人の養成

を行うために「基礎科目」「専門科目（専門基礎分野・臨床応用分野・健康増進分野）」

「研究指導」から構成される教育課程を編成しています。」と明示されており（基礎要件

確認シート 7、資料 4-8【ウェブ】）、これらの方針に基づき大学院学則第 13条に則っ

て、教育課程が編成されている（資料 4-11【ウェブ】）。 

また、各学科、研究科はカリキュラムマップを作成している。この中で、各授業科目の分

野を記載するとともに、各授業科目がどの学位授与方針で定めた学習成果を達成するため

の科目かを明示している。（資料 2-31【ウェブ】）。以上のことから、授与する学位と整合

し専門分野の学問体系等にも適った授業科目が開講されているといえる。 

 

＜各授業科目の位置づけ（主要授業科目の類別等）と到達目標の明確化＞ 

授業科目の位置づけ（必修、選択等）は、主として各学科等のカリキュラム作成時におい

て学位授与方針や科目内容をふまえて設定され、学士課程においては学則第 23条（資料 4-

10【ウェブ】）、修士課程においては大学院学則第 13条（資料 4-11【ウェブ】）で定めら

れている。また、カリキュラムマップにも各科目の必修、選択の別が記載されている（資料

2-31【ウェブ】）。なお、人間科学部や医療保健科学部では必修科目の比率が高くなってい

るが、これは指定規則によるところが大きく大学全体として適切に設定されていると考え

られる。 

教育課程を構成する授業科目区分（教養科目、専門科目等）については、人間科学部及び

医療保健科学部では「教養科目」「専門基礎科目」「専門科目」から構成されている。また、

国際学部においては「全学共通科目」、「学部共通科目」、「各学科の教養科目」、「キャリア形

成」、「語学研修」、「卒業研究」）から構成されている。これらの教育課程の構成内容は各学

位プログラムの教育課程の編成・実施方針の冒頭に明示されている。例えば、医療保健科学

部リハビリテーション学科理学療法学専攻においては「リハビリテーション学科理学療法

学専攻は、理学療法士に必要な知識・技術を培うため、教養科目、専門基礎科目、専門科目

を体系的に配置した教育課程を編成します。」と記載されている。 

研究科においては、分野や教育課程が教育課程の編成・実施方針の冒頭に明示されている。
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例えば、グローバルコミュニケーション研究科においては「グローバルコミュニケーション

研究科は言語文化コミュニケーション専攻のみの一専攻であるが、「英語・英米言語文化コ

ミュニケーション領域」「中国語・中国文化コミュニケーション領域」「日本語・日本文化

コミュニケーション領域」の三領域を設けています。」と記載されている。また、学位授与

方針に示された学習成果に関連して配置される科目群は、教育課程の編成・実施方針の「①

教育内容」に明示されている（基礎要件確認シート 7、資料 4-8【ウェブ】）。 

各授業科目によって学生ができるようになるべき到達目標はシラバスの中に 3～5項目程

度記載されている。学生が主語となり文末は「～できる。」としており、学生は何ができれ

ば到達目標を達成できるかが明確となっている。 

 

＜学習の順次性に配慮した授業科目の年次・学期配当及び学びの過程の可視化＞ 

教育課程の編成にあたっての体系性に配慮するため、各学部・研究科の全科目においては、

ナンバリングによる体系化を行っている。ナンバリングは 1 桁の「水準コード」と 3 桁の

「科目コード」を合わせた 4桁のコードとしている。このうち水準コードは科目の授業のレ

ベルを示す数字で学修レベルを明示している。学部では表 4-1のように教養から専門、さら

に実習・卒業研究へと段階的に高度化し、修士課程では表 4-2のように専門科目から研究指

導へと発展する構造となっている。 

 

水準コード 人間科学部 国際学部 医療保健科学部 

1 教養科目 教養科目 

1年次科目 

教養科目 

2 専門基礎科目 2年次科目 専門基礎科目 

3 専門科目 3年次科目 専門科目 

4 専門科目（臨地実習、

卒業研究） 

4年次科目 専門科目（臨地実習、

卒業研究） 

 

表 4-2 各研究科のナンバリング 

水準コード 各研究科の授業レベル 

5 専門科目・専門基礎科目 

6 研究指導に関する科目 

 

科目コードは、授業科目の内容を分類するために分野別に数字が割り当てられている。例

えば、人間科学部健康栄養学科では専門基礎科目の「社会・環境と健康」「人体の構造と機

能・疾病の成り立ち」の科目群は 200番台、同じく専門基礎科目の「食べ物と健康」は 400

番台、専門科目の「基礎栄養学」「応用栄養学」「栄養教育論」「臨床栄養学」「公衆栄養学」

「給食経営管理論」の科目群は 500 番台、管理栄養士の業務を遂行する能力を養うための

「総合演習」、「総合（卒業研究）」「臨地実習」の科目群はそれぞれ 600番台、700番台、800

番台となっており、基礎的な科目から応用的な科目になるにつれて大きな番号が割り当て
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られている。また、全学の教養科目についても教養総合、人文系、社会系、理工系、語学系、

スポーツ系に分類してナンバリングによる体系化を行っている（資料 4-12【ウェブ】）例

えばリハビリテーション科学研究科のリハビリテーション科学専攻では、「基礎科目」は 100

番台と 200番台、「専門科目（専門基礎分野・臨床応用分野・健康増進分野）」は 500番台、

「研究指導」は 700 番台となっており、やはり基礎的な科目から応用的な科目になるにつれ

て大きな番号が割り当てられている。したがって、教育課程の編成にあたって順次性及び体

系性への配慮がなされている（資料 4-12【ウェブ】）。 

各学科（専攻）・研究科のカリキュラム全体の構成が把握できるカリキュラムマップが作

成されている。カリキュラムマップには、各授業科目が学位授与方針に示されたどの学習成

果を達成するためのものかを明示しており、学習成果と各授業科目との関係が明確化され

ている。そのほか１科目ごとに科目ナンバリング、開講時期が明示され、関連のある科目を

近接させて開講時期を示すことにより順次性を把握しやすくしている。また、専門科目や専

門基礎科目と関連のある教養科目も示されている。これにより、教育の目的や課程修了時の

学習成果と、各授業科目との関係が明確に示されている。このほか学士課程においては、教

養科目についても全学共通教養科目と各学科固有の教養科目について科目ナンバリング、

開講時期の他、科目の位置づけとの関連が明確に示されている（資料 2-31【ウェブ】）。 

 

＜学生の学習時間の考慮とそれを踏まえた授業期間及び単位の設定＞ 

授業期間に関して、2022（令和 4）年度から従来の前期、後期をそれぞれ 2つのタームに

分割し、年間での 4 ターム制に変更している（基礎要件確認シート 10、資料 4-13）。その

主な目的は、科目を短期間で集中的に学ぶことを可能にするためである。これによって、従

来は 1つの学期で 15 回実施されていた講義科目を、その半分の期間（ターム内）で集中し

て学ぶことができる。これにより 90 分×8 回で実施される１単位の講義科目が増加してい

る。なお、従来 90分×15回で実施されていた２単位の講義科目が１単位に圧縮できない場

合は、１単位の科目をテーマ別に分割して 1 科目当たりの到達目標が過重にならないよう

に配慮したうえで２科目となっている例が多いため実質 90分×8回×２科目となっている。

実際、学生による授業評価アンケート結果によれば授業１回あたりの予習・復習時間は、

2021年度から４ターム制が導入された 2022年度にかけて増加しているとはいえず、課題量

が過剰になっているという実態はなかった（資料 2025 年度第 10 回教育開発センター会議

報告 10.7）。 

単位の設定に関して、１単位を取得するためには 45 時間の学習時間が必要であるため、

本学では講義科目で授業時間 15時間＋自習時間 30時間とし、演習科目で授業時間 30時間

＋自習時間 15 時間、実験・実習・実技科目で授業時間 45 時間＋自習時間適宜としている

（2025学生便覧）。45時間の学習時間を確保するために、シラバスに準備学習と事後学習

の項目を設け、それらの内容とともに自習時間が所定の学習時間となるために必要な時間

を明記している（基礎要件確認シート 5、資料 2-31【ウェブ】）。これにより単位制度の実

質化と学習時間の確保を図りながら、学生による授業評価アンケート結果により授業１回

あたりの予習・復習時間を点検している。 
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評価項目③ 

課程修了時に求められる学習成果の達成のために適切な授業形態、方法をとっていること。
また、学生が学習を意欲的かつ効果的に進めるための指導や支援を十分に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・授業形態、授業方法が学部・研究科の教育研究上の目的や課程修了時に求める学習成果及
び教育課程の編成・実施方針に応じたものであり、期待された効果が得られているか。 

・ＩＣＴを利用した遠隔授業を提供する場合、自らの方針に沿って、適した授業科目に用い
られているか。また、効果的な授業となるような工夫を講じ、期待された効果が得られて
いるか。 

・授業の目的が効果的に達成できるよう、学生の多様性を踏まえた対応や学生に対する適切
な指導等を行い、それによって学生が意欲的かつ効果的に学習できているか。 

※ 具体的な例 

・学習状況に応じたクラス分けなど、学生の多様性への対応。 

・単位の実質化（単位制度の趣旨に沿った学習内容、学習時間の確保）を図る措置。 

・シラバスの作成と活用（学生が授業の内容や目的を理解し、効果的に学習を進め
るために十分な内容であるか。）。 

・授業の履修に関する指導、学習の進捗等の状況や学生の学習の理解度・達成度の
確認、授業外学習に資するフィードバック等の措置。 

 

＜授業形態、授業方法が学部・研究科の教育研究上の目的や課程修了時に求める学習成果及

び教育課程の編成・実施方針に応じたものであり、期待された効果が得られているか。＞ 

各学位プログラムの授業形態については、教育課程の編成・実施方針の「②教育方法」等

においてその方針が明示されている。学部・学科の教育研究上の目的に基づき、講義、演習、

実験・実習、臨地（臨床）実習、少人数ゼミ、アクティブラーニング等を適切に組み合わせ

た授業形態・授業方法を採用している。 

例えば、医療保健科学部リハビリテーション学科理学療法学専攻においては②教育方法

に「先進的な研究成果の理解力、課題探求能力、論理的な問題解決能力を身につけるための

科目群は少人数ゼミ形式で研究の基礎を学ぶための教育を展開する。」「理学療法士として

の基本的技能を身につけるために、臨床実習は診療参加型の実習形式で行う。」などと記載

されている（基礎要件確認シート 7、資料 4-8【ウェブ】）。 

また、個々の授業科目の方法については、シラバスの「授業の方法」において①プレゼ

ンテーションの方法、②授業形態および③アクティブ・ラーニングの取り入れの状況が記

載されている（基礎要件確認シート5、資料2-31【ウェブ】。これらの記載方法やアクテ

ィブ・ラーニングの推進についてはシラバス作成要領、大学全体のＦＤ研修会において全

学的に共有されるとともに、科目の代表教員以外の第三者によるチェックを行って記載を

徹底している（資料4-8【ウェブ】）。 

大学院では履修登録単位数の上限は設定していないが、健康栄養科学研究科、リハビリテ

ーション科学研究科及びこども発達学研究科では履修モデルを提示し、30 単位修得するよ

うに指導している（資料 4-39【ウェブ】）。また、グローバルコミュニケーション研究科で

は、仮に授業計画に記載された科目をすべて履修登録したとしても 2年間で 62単位であり、

大学における各年次の履修登録単位数をこえることはない（資料 4-51【ウェブ】）。したが

って、単位の実質化に問題はない。 

学生の主体的参加を促す授業方法（教員・学生間や学生同士のコミュニケーション機会

の確保、グループ活動の活用等）を拡充させるために、大学の全学部及び全研究科におい
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ては、シラバス中の「授業の方法」の③としてアクティブラーニングの取り入れの状況を

記述し、アクティブラーニングの要素を取り入れることとなっている。また、同じくシラ

バスの「ICT活用」の項目においては、ICTを活用した双方向型授業及びICTを活用した自

主学習支援について記述を求めている（基礎要件確認シート5、資料2-31【ウェブ】）。

さらに、学生の主体的参加を促す方法については、教育課程の編成・実施方針の②教育方

法に記載されているが、学部によって具体的な方法がやや異なっている（資料4-1【ウェ

ブ】）。例えば、人間科学部や医療保健科学部においては、実験・実習・演習が多数配置

され、学生の主体的参加が必然的に求められている（資料4-10【ウェブ】）。人間科学部

作業療法学科では、例年、臨床施設見学、グループ学習、実技の繰り返し学習を多く取り

入れて実施している。特に専門科目では、対人的コミュニケーション力養成のためのロー

ルプレイやディスカッションの機会を多くし、様々な障がいを持つ当事者による講義、当

事者や模擬患者を対象とした評価・治療の実技指導、OSCEなどを実施するとともに、実際

の臨床場面を活用しての面接・検査技術修得等の授業方法の工夫を行っている。卒業研究

発表会、卒業研究計画書発表会では、学会形式の発表や討論を多種多様な工夫を行い、学

生の主体的な参加を促している（資料2-31）。国際学部においては、学部共通科目である

「地域連携プロジェクト」で、学生が主体的に地域の課題に対して取り組む体験型授業を

展開している。授業内容についてもグループワーク・プレゼンテーションが中心となる科

目のほか、学外学習を行う授業自体も多く、学生の興味をひきながら、様々なことを体験

することにより身につけることができる科目を多く配している（資料4-10【ウェブ】）。

研究科の場合は、募集人員が少なく少人数で行われるため、おのずと大学院生の主体的に

参加できる授業となっている。例えば、グローバルコミュニケーション研究科では、一部

特論講義がある他は演習形式となっている（資料4-11【ウェブ】）。健康栄養科学研究科

では、演習、特論講義、特論実習による授業が展開されている（資料4-11【ウェブ】）。

リハビリテーション科学研究科では、特論講義、特論演習、特別研究による授業が展開さ

れている（資料4-11【ウェブ】）。 

学習の進捗や学生の理解度を確認するため、シラバス中の「授業の方法」の③としてア

クティブラーニングの取り入れの中で理解度確認のための確認テスト、ミニレポート、レ

スポンスカードやコメントシート（授業についてのふり返り、思ったこと、疑問等を記述

したもの）の使用により、学生の理解度を把握するように促し、授業が進行している間の

理解度の確認を促している（資料4-57）。また、授業内容についての質問等を学生がしや

すくするために、各教員にオフィスアワーを設けている。さらに、授業評価アンケートの

質問項目である「あなたはこの授業によって自分の能力を伸ばすことができたと思います

か」の質問項目、「授業の良かった点」と「改善して欲しい点」の記述内容からも、学生

の理解度を確認することができる（資料4-52【ウェブ】、資料4-53）。 

「あなたはこの授業によって自分の能力を伸ばすことができたと思いますか」の質問に

対して、「非常に思う」及び「そう思う」と回答した学生の割合の合計は、2024（令和

6）年度後期の全学集計結果によれば87.7%、2025（令和7）年度前期の全学集計結果によ

れば90.3%であった（資料4-52【ウェブ】、資料4-53）。また、同じ質問項目の全体の平

均値は2021年度前期から2025年度前期にかけて4.19から4.40に上昇している。これらの結

果から、自らの能力が向上したと認識する学生の割合は高く、学生の学習成果に関する自
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己評価は全体として高くなる傾向にあると考えられる。一方、全学のGPAの平均値は2021

年度から2024年度にかけて2.97から2.86となり減少傾向にあり、特に１年生の減少が2021

年度から2024年度にかけて3.07から2.72となっている。学生による学習成果の自己評価は

高い水準にあるものの、成績評価として示されるGPAの推移とは必ずしも同一の傾向を示

していない。授業評価アンケートの結果はあくまで間接評価であるため、直接評価をもと

に学習成果の状況を継続的に点検してゆく。 

 

＜ＩＣＴを利用した遠隔授業を提供する場合、自らの方針に沿って、適した授業科目に

用いられているか。また、効果的な授業となるような工夫を講じ、期待された効果が得ら

れているか＞ 

本学では、ICTを活用した遠隔授業についてCOVID-19の感染が拡大された時期に遠隔授

業のためのシステムが整備されたことを機に学則も改訂し、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができることとしている（資料

4-55【ウェブ】）。現時点では全学的な「遠隔授業実施方針」は策定していないが、遠隔

授業を実施する科目はシラバスの授業の方法において明示されている。また、遠隔授業に

変更した場合も含めシラバスの変更を教務課に報告することになっている（資料 第4回教

務委員会資料2025.7.2.pdf、第10回教務委員会資料2026.1.7.pdf）。 

本学ではCOVID-19の感染が拡大した時期においても、可能な限り対面授業の実施を原則

としてきた。そのため現状で遠隔授業が実施されている例はリハビリテーション研究科に

おける講義科目にほぼ限定されており、ここでもほとんどリアルタイムの遠隔授業となっ

ており対面における教育効果と変わらないように配慮されている。これらの検証のため、

本年度から修士課程の修了時アンケートにおいて遠隔授業に関する項目を設けた。その結

果、「遠隔授業の科目であっても対面授業と同等の学修効果が得られたか」という問に

たいして「とても思う」「思う」と回答した大学院生（調査対象８人）は回答者７人中４

人（57.1%）、また残り３人が「やや思う」と回答しており、全員が対面授業と同等の効果

が得られたと回答していた。また、「遠隔授業の科目のほとんどにおいて遠隔による方法

で支障がなかったか」という問にたいして「とても思う」「思う」と回答した大学院生は

回答者７人中６人（85.7%）。遠隔授業に関する意見に記述した修了生は「遠隔授業で単

位が取得できる点は大変ありがたく、それができるからこそ入学致しました。実技の授

業が受けられないデメリットはありますが、十分な学習効果はあったと考えます。」と

回答している。したがって、対面における教育効果と変わらない効果が得られていると考

えられる。 

なお、リハビリテーション研究科はオンライン遠隔授業も行える大学院として学則を変

更した（資料4-48【ウェブ】）。これにより、臨床経験を積みながら研究力教育力を磨き

たい社会人院生にとっては、時間を効率的に使え、遠方に在住の場合でも修了し学位取得

が可能になっている。 

今後は、全学的な「遠隔授業実施方針」として遠隔授業の適用範囲、授業設計、学修支

援、成績評価、学修成果の把握方法等を整理し、明文化する必要がある。 

 

＜授業の目的が効果的に達成できるよう、学生の多様性を踏まえた対応や学生に対する適
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切な指導等を行い、それによって学生が意欲的かつ効果的に学習できているか＞ 

 

・学習状況に応じたクラス分けなど、学生の多様性への対応。 

本学では、学習状況に応じたクラス分けは実施していないが、学生の学力や多様性に配慮

し、授業方法や学修支援体制の充実により対応している。学修支援体制としては、まず指導

教員（クラス担任、アドバイザー）制度があり、学生各自の指導教員は各学科の専任教員が

担っている。指導教員の役割のひとつとして、勉強する上での一般的な問題についての指

導・助言を行うとともに、専門分野の教員の助言も受けられるような橋渡しをおこなうこと

になっている（2025学生便覧 p23）。また、オフィスアワーを設けることにより、学生が学

科を問わず講義での疑問点などの勉学に関することの指導を受けられるようにしている。 

また、シラバス作成のＦＤにおいてはＩＣＴ活用を促して学生に教材を提供して、学習を

反復できることを推奨している。さらに、成績評価においてＤＨ制度を設け、成績評価の結

果合格点には達していないが、一定の条件を満たしているものに対して補習等を課し再評

価する制度がある（2025学生便覧 p23）。この補習を通じて理解度の差を把握しながら学力

の向上のための支援を実施している。 

 

・単位の実質化（単位制度の趣旨に沿った学習内容、学習時間の確保）を図る措置。 

学部・研究科の各科目は、教育内容の特性に応じて講義、演習、実験・実習実技の授業形

態のいずれかとなっており、それぞれ単位制度の趣旨に沿った単位の設定がなされている。

これらの授業形態に対する単位数の算定基準は学則第 25条に定められており、授業時間と

自習時間を含めて、１単位当たり 45時間の学修時間を必要としている。講義及び演習につ

いては、15時間から 30時間の授業をもって 1単位とし、実験、実習及び実技の授業につい

ては、30時間から 45 時間の実験実習または実技をもって 1単位と定めている（基礎要件確

認シート 10、資料 4-15【ウェブ】）。なお、2025 学生便覧 p.46 においては、授業形態別

に 45時間の学習時間のうちの授業時間と自習時間の内訳が記載されている。これによれば、

講義では授業時間 15 時間＋自習時間 30時間とし、演習では授業時間 30 時間＋自習時間 15

時間、実験・実習・実技では授業時間 45時間＋自習時間適宜となっている（2025学生便覧）。

45 時間の学習時間を確保して単位制度を実質化するために、シラバスには準備学習と事後

学習の項目を設け、それらの内容とともに自習時間が所定の学修時間となるために必要な

時間を明記している（基礎要件確認シート 5、資料 2-31【ウェブ】）。したがって、単位の

設定は単位制度の趣旨に沿っている。 

単位の実質化を図るため大学の全学科の各年次における履修登録単位数の上限は、履修

規程第4条3において国家資格等関係科目、教職科目を除き44単位以内、各学期26単位以内

と定められている（基礎要件確認シート9、資料4-49【ウェブ】）。その一方で、各種資

格取得を目指す学生に対しては、他の学生と同じ履修登録の上限が適用されておらず、資

格取得に関する科目を含めた場合、上限を超えて履修登録が可能となっている。資格取得

に必要な単位は指定規則などで定められており、そのままでは卒業に必要な単位数の大部

分が資格関連の科目で占められてしまう。そこで、学生が他分野の学術科目にも幅広く触

れられるよう、単位の上限が緩和されている。 

上限を大きく超えて履修することが単位の実質化を損なう可能性があるため、こども発

達学科では、学生便覧で履修単位数の上限について周知している【資料 1-7】。さらに、学
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生が履修登録をする際に、目指している免許種・資格を確認し、履修登録単位の相談・指導

も行い、免許や資格を目指さない学生が履修規程の上限単位を超えないようにし、これらの

履修指導内容を記録に残している（資料 4-50）。さらに、2023年度のカリキュラム変更に

より、履修可能な科目の削減を行った【実地 4-2】。その結果、「年間 44 単位超履修者」の

平均履修単位数は、1 年生において 2022 年度の 55.95 単位から 2023 年度は 47.23 単位、

2024年度 48.95単位、2025年度には 48.97単位であり、2023年度以降改善が見られている

【資料は作成】。 

看護学科１年生もほとんどの学生が「年間 44単位超履修者」となっているが、2022年度

から 2025 年度にかけて平均履修単位数は 46 単位を下回っており、上限を大幅に超えてい

ない【資料は作成】。 

健康栄養学科１年生ではほとんどの学生が「年間 44単位超履修者」となっており、その

平均履修単位数は 2024年度 52.24単位、2025年度には 52.47単位となっている。単位の過

剰取得を防ぐための指導をより徹底し、引き続き単位の実質化に努める必要がある。 

また、大学としては特定の学年、特定の開講期への履修登録の集中を緩和するためにカ

リキュラムの年次配当の見直しを勧告しながら、国家資格等関係科目・教職科目を含めた

履修登録単位数の上限を設定するかどうかの検討を行う必要があると考えられる。 

 

・シラバスの作成と活用（学生が授業の内容や目的を理解し、効果的に学習を進めるため

に十分な内容であるか。）。 

本学のシラバスに含まれる内容は、「ナンバリング」「授業の位置づけ」「授業の概

要」「到達目標」「授業の方法」「ICT活用」「実務経験のある教員の教育内容」「課題に

対するフィードバックの方法」「15回の授業計画」「準備学習・事後学習」「成績評価の

方法」「評価点の配分」「教科書」「参考文献」「履修条件・留意事項等」である。した

がって、必要な内容をすべて明示している。また、シラバスの記載内容は、教育開発セン

ターが委嘱した各学科・研究科のシラバスチェック担当教員がその内容をチェックし、不

備がある場合は修正を求めており、適切性が担保されている。さらに、科目の代表教員以

外の教員がシラバスのチェックを担当することにしているため、第三者によるシラバスの

チェックがなされている（資料2-18、資料4-17）。 

授業内容・方法とシラバスとの整合性については、半年ごとに「学生による授業評価ア

ンケート」の質問項目「シラバスの記載内容は授業内容と適合していましたか。」によっ

て検証され、各教員にフィードバックされる。この質問に対して、「適合していた」及び

「ほぼ適合していた」と回答した学生の割合は、2024（令和6）年度後期の全学集計結果

によれば91.9%、2025（令和7）年度前期の全学集計結果によれば93.6％であり、例年90％

を超える高い割合となっている（資料2025年度第2回教育開発センター会議 報告2.4）、

資料2025年度第6回教育開発センター会議 報告6.5））。以上のことから、シラバスの内

容及び実施は適切であると判断できる。 

 

・授業の履修に関する指導、学習の進捗等の状況や学生の学習の理解度・達成度の確認、

授業外学習に資するフィードバック等の措置。 

授業の履修に関する指導を行うため、全学年を対象に1ターム開始前（4月）と3ターム
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開始前（9月）に各学科でオリエンテーションを実施している（資料4-58、資料4-59）。

その中で、単位について、履修登録から単位認定までの流れ、履修登録手続き方法、成績

評価のしくみ、GPAについての説明、進級・卒業に必要な単位数、Google Classroomのク

ラスコードを周知している。また、学士課程においては全学科で指導教員制度としてクラ

ス担任、アドバイザーを設けるとともに、週2コマ以上のオフィスアワーを設け、履修科

目の相談等の学業上の助言を行う機会を設けている（資料4-60【ウェブ】）。さらに、教

員は日常的に本学のポータルサイト（WSDB）を通して学生の出席状況を入手できるため、

欠席の多い学生に対する早期の対応が可能となっている（資料4-61）。修士課程において

は研究指導教員を設けており、修了要件までの履修計画指導を行っている（資料4-62【ウ

ェブ】）。 

授業外学習に資する適切なフィードバックを充実させるために、大学の全学部及び全研

究科において、シラバスの「課題に対するフィードバックの方法」の項目に、課題（試験

やレポート等）に対するフィードバック、要望やメッセージ等への対応方法を記載するこ

とになっている（資料4-57）。具体的なフィードバックの方法として、理解度確認テスト

を回収後、解答の解説を行うこと、フィードバックとしてレポートにコメントを返すこ

と、宿題の最後に質問事項についての記述欄を設け、次回の授業時に回答することなどの

実施を求めている（資料4-57）。量的・質的に学習課題が適切かどうかについては、授業

評価アンケートにおいて「この授業の予習と復習に要した合計時間は、授業1回あたりど

れだけでしたか。」という質問項目を設け、各科目の1回の授業あたりで予習復習に要し

た時間を回答させている。そこで得られた大学全体の学習時間の分布については、教育開

発センターが作成している授業評価アンケートの報告書によって報告されている（資料4-

63【ウェブ】）。また、科目の担当教員は、本学のポータルサイト（WSDB）を通して、そ

れぞれの科目の学習時間の分布を知ることができる。 

 

評価項目④ 

成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・成績評価及び単位認定を客観的かつ厳格で、公正、公平に実施しているか。 

・成績評価及び単位認定にかかる基準・手続（学生からの不服申立への対応含む）を学生に
明示しているか。 

・既修得単位や実践的な能力を修得している者に対する単位の認定等を適切に行っている
か。 

・学位授与における実施手続及び体制が明確であるか。 

・学位授与方針に則して、適切に学位を授与しているか。 

 

＜成績評価及び単位認定を客観的かつ厳格で、公正、公平に実施しているか＞ 

成績評価の方法については。シラバスに全科目の到達目標、成績評価方法、評価割合等を

明示しており透明性が確保されている。なお、2025年度内に作成される 2026年度のシラバ

スにおいて成績評価のうち②定期試験以外（授業内の課題・参加度・出席態度等）および③そ

の他に記載された各項目の評価割合の記載を徹底し、学生に対して成績評価方法をより明確に

した（資料 2025 年度第７回教育開発センター会議 審議 7.1.5）。また、各学科・専攻、学

年別の GPA 分布が大学運営会議で報告されており、学士課程においては GPA が大きく高得
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点に偏っていないことが確認されている。なお、修士課程においては、GPAの分布が大きく

高得点に偏っているが、少人数であること、また意欲のある学生が学業にあたっていること

から問題ないとされている。なお、本学の GPA は「北海道文教大学 GPA（成績評定平均値）

に関する取り扱い」によって定められており、各授業科目の成績評価「AA」「A」「B」「C」

「D」に対応して、それぞれ「4」「3」「2」「1」「0」の評点を設定して平均している（資

料 4-80【ウェブ】）。 

学生は成績評価に対して疑義がある場合には、あらかじめ設けられた期間に疑義申し立

てを行うことができ、担当教員は文書にて回答することになっており客観性が確保されて

いる。 

単位認定については、本学の学則第 25条で、単位の計算方法を規定したうえで、同第 26

条において「授業科目を履修し、成績の評価が合格に達したものには、所定の単位を与える」

と規定している（基礎要件確認シート 5、資料 4-70【ウェブ】）。合否については、事前に

シラバス上で学生に公表した評価方法によって成績評価を行い、履修規定第 8 条に従って

100点満点中 60点以上を合格と定めている（資料 4-71【ウェブ】）。学士課程における単位

認定については、進級判定及び卒業判定の際に教務委員会が承認し、大学運営会議による審

議ののち、教授会の議を経て学長が認定することになっている。修士課程の単位認定につい

ては研究科委員会が承認し、最終決定は修了認定の際に大学院委員会が行っている（資料 4-

74）。このように単位認定については審議がつくされており、客観的に公正な単位認定がな

されている。 

 

＜成績評価及び単位認定にかかる基準・手続（学生からの不服申立への対応含む）を学生に

明示しているか＞ 

到達目標、成績評価方法、評価割合等が記載されているシラバスは本学のウェブで年度始

めに公開されている。また、単位認定に関する基準・手続きは学生便覧に記載されており、

学生便覧は本学のウェブで公開されている。成績評価に対する疑義申し立て期間について

は、オリエンテーション時に学生に文書が配布され、周知されているほか、同じ文書が本学

のウェブのお知らせサイトで周知されている（資料 4-79【ウェブ】） 

 

＜既修得単位や実践的な能力を修得している者に対する単位の認定等を適切に行っている

か＞ 

本学の学則第 29条において、他の大学若しくは短期大学を卒業又は中途退学している者

に対する既修得単位の認定を規定している。また、本学の学則第 27条において、他大学や

短期大学との協議に基づき当該他大学または短期大学での授業科目の履修で修得した単位

を、本学での修得単位として認めている。これらにより与えることができる単位数は、編入

学・転入学の場合を除き、本学において修得したものとみなす単位数と合わせて 60単位を

超えないこととしている（資料 4-75【ウェブ】）。学士課程の既修得単位等の認定について

は、教務委員会が承認し決定している（資料 4-76）。修士課程における既修得単位の認定は、

上限を 10単位としており、その認定については当該研究科委員会の議を経て決定している

（大学院学則第 16条、資料 4-77【ウェブ】）。 
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＜学位授与における実施手続及び体制が明確であるか＞ 

学士課程では、本学の学則第 35 条に基づき、本学に 4 年以上在学し（編入学、転入学、

再入学は除く）、所定の単位を修得した者について卒業を認定すると規定している。ここで、

各学部・学科の卒業に必要な単位は、本学の履修規定第 3条及び別表１において定められて

いる（基礎要件確認シート 12、資料 4-85【ウェブ】）。 

卒業認定は、まず教務課において在学期間及び所定の単位を確認して卒業判定資料を作

成し、各学科会議及び教務委員会での審議を行い、大学運営会議でも審議と、教授会の議を

経て学長が卒業を認定する（資料 4-30）、資料 4-84【ウェブ】）。卒業を認定した者には本学

の学則第 36条にもとづき、学士の学位を授与している（資料 4-84【ウェブ】）。 

各学部・学科の卒業に必要な単位、すなわち卒業・修了の要件については、各年度に配布

される学生便覧の「履修ガイド」の履修の方法において、科目区分別の必要単位数、単位の

組み合わせの要件を詳細に記載して、学生に明示している（資料 4-86【ウェブ】）。また、学

生便覧は学生、教職員に配布されるとともに、本学のウェブに公開されている。 

修士課程では、本学の大学院学則第 21 条に基づき「2 年以上在学し、別表 1 に定める授

業科目から 30単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、修士論文の審査及び

最終試験に合格した者」について、修士の課程を修了したものと認めている。また、同第 22

条に基づき修士課程を修了した者に所定の学位を授与している（資料 4-87【ウェブ】）。な

お、同第 7条では「修士課程の修業年限は、2年とする。ただし、特に優れた業績をあげた

者は修業年限にかかわらず 1年半で修了することができる。」としている（基礎要件確認シ

ート 12、資料 4-88【ウェブ】）。 

修士論文の審査は研究科委員会によって組織された審査委員会で行われ、主査教員と副

査教員の査読、中間発表会、公開発表会（最終試験）における質疑応答を含めて、研究科委

員会で合否を判定することになっている。ここで、学位論文審査主査と指導教員は分離して

いる。また、副査には、他の大学院又は研究所等の教員等を加えることも可能としている。

さらに、最終試験として位置づけられている公開発表会は、他の研究科との合同とし、市民

も参加できる公開発表会として質疑応答を経て審査委員会で最終的に合否が判定される。

したがって、客観性・厳格性を確保する体制を整えている。 

修士論文を含めた単位履修が承認されることにより学位授与が認められるが、その可否

については大学院委員会にて審議され、学長が学位を授与している。この過程は大学院学生

便覧に記載されており、大学院生、教職員に周知されている（資料 4-96【ウェブ】）。 

また、各研究科の修了の要件、修了までのスケジュールについても、各年度に配布される

大学院学生便覧に記載され学生に明示している（資料 4-89【ウェブ】）。なお、大学院学生

便覧は、大学院生、教職員に配布されるとともに本学のウェブに公開されている。 

 

＜学位授与方針に則して、適切に学位を授与しているか＞ 

学位授与の判定は、学士課程においては、在学期間及び所定の単位の確認を経て、各学科

会議、教務委員会、大学運営会議、教授会の審議を経ている。カリキュラムマップによって

学位授与方針と授業科目の対応関係は明確化されているため、教育課程の単位を所定数修

得した者については、学位授与方針における学修成果を達成したものとみなしている。また、

修士課程においては、修士論文の審査を研究科委員会、大学院委員会の審議を経ているうえ、
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公開発表会も実施している（資料 4-97）。したがって修士の学位に求められる高度な思考力

の達成が担保されているといえる。 

 

評価項目⑤ 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価していること。 

＜評価の視点＞ 

・学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について考えを明確にしているか。 

・学習成果を把握・評価する指標や方法は、学位授与方針に定めた学習成果に照らして適切
なものか。 

・指標や方法を適切に用いて学習成果を把握・評価し、大学として設定する目的に応じた活
用を図っているか。 

 

＜学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について考えを明確にしているか＞ 

本学では学修成果を把握・評価の目的を、大学レベルにおいては大学の現状把握や全学的

な教育改革・改善および学生・学習支援の改善、教育課程レベルにおいてはカリキュラムの

改善・向上、授業科目レベルにおいては授業の改善・向上としている。さらに、学生が学習

意欲の向上、社会への説明責任も目的としている。 

評価方法については、成績にもとづく直接評価（GPA・成績分布状況等）と、学生による

自己評価すなわち間接評価（卒業時アンケート、学修成果及び学修行動調査）を組み合わせ

て検証している。なお、大学レベルにおいては上記に加えて学修状況として最終卒業率（入

学者のうち卒業した者の率）、４年卒業率（入学者のうち４年間で卒業した者の率）、就職率

も加えている。 

また、教育課程レベルでは、大学全体の共通の指標に加え、学科固有の指標として主に外

部客観指標（国家試験合格率、資格取得率、外部能力試験スコア等）を設定し、学位プログ

ラムに固有な能力の修得状況を客観的に把握している。 

なお、第 3期認証評価において「達成すべき質的水準について、例えば大学レベルの指標

である休学率は「５％未満」を達成水準に設定しているが、このような数値目標が学位授与

方針に示した学習成果の把握に有効か、検証することが望まれる。」との指摘を受けた。さ

らに、留年についての規定の緩和処置が実施された（資料？）こともあり、休学率、留年率、

退学・除籍率を 2024 年度の学修成果の検証用の指標から除外した（資料 2025 年度第 1 回

教育開発センター会議 審議 1.1）。 

修士課程における学習成果は、各研究科の学位授与方針に含まれている研究の遂行能力

の獲得を主要なものとする。この能力の獲得のためにはそれ以外の学位授与方針の項目の

達成が必要と考えられるためである。したがって学習成果の把握の評価は修士論文および

公開発表会（最終試験・口頭試問）による評価を通じて行っている。 

その他、研究科においては、GPA（Grade Point Average）（資料 4-81）および大学院生

向けの修了時アンケートによる自己評価によって、大学院在学中に身についた 4 項目の能

力を調査しており、その結果が補助的に用いられている（資料 4-101）。 

以上のことから、本学においては学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について

考えは明確となっているといえる。 
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＜学習成果を把握・評価する指標や方法は、学位授与方針に定めた学習成果に照らして適切

なものか。＞ 

学位授与方針に定めた学習成果を評価する指標としては、教育開発センターが実施して

いる「卒業時アンケート」「学修成果及び学修行動の調査」による自己評価による間接的な

方法を用いている。卒業時アンケート調査では「Ⅱ大学在学中に身についた能力の自己評価」

で調査している 10項目の能力を、各学科の学位授与方針に明示した学生の学習成果と対応

させている。学位授与方針に定めた学習成果によって、全学年について学習成果別の自己評

価を求めて公表している（資料 4-100【ウェブ】）。これについても調査項目と各学科の学位

授与方針を対応させている。 

しかし、アセスメント・ポリシーで用いている測定指標は、外部団体が実施する語学能力

試験の成績、国家試験合格率、資格・免許の取得率といった大学外で評価が行われるものと、

学生の自己評価であるアンケートに偏っているとの指摘を受けている。また、学位授与方針

に定めた学習成果の到達状況を測る指標が明確には設定されていない。そこで、成績評価に

もとづく直接評価を行うため、2024 年度に大学全体の学位授与方針としての学修成果を定

めるとともに、各学科の学位授与方針と整合させた。 

成績データが得られる 2024 年度の学生の成績と 2024 年度のカリキュラムマップをもと

にして、大学全体の DP に対応した学科 DP の項目別 GPA（2021 年度～2024 年度 4 年生）の

年次推移を調べ、学習成果の違いによる到達度の差異や年度推移の分析し、問題点の抽出を

行った（資料 2025 年度第 10 回教育開発センター会議 報告 10.5.1）。今後これらのデータ

をカリキュラムの改善の際の重要な情報となることが期待される。また、学位授与方針に定

めた学習成果の指標をもとにした改善サイクルをまわすため、アセスメント・ポリシー（2025

年度検証用）に、大学全体の DPごとの GPAおよび学科の DPごとの GPAをアセスメント・ポ

リシーの指標に加えた（資料 2025年度第 10回教育開発センター会議 審議 10.1）。 

なお、DP ごとの GPA は、大学全体学位授与方針のうちのひとつである専門領域に関する

実践的な知識・技能の習得の測定には適していると考えられる。しかし、それ以外の、汎用

的能力すなわち①問題解決能力、②主体的学習態度、③倫理観・使命感、④コミュニケーシ

ョン能力の測定のためには補助的な方法であると考えらえる。今後は、卒業研究・卒業論文、

実習科目等の中から適切な科目を設定してルーブリック評価などを導入し、学習成果との

対応関係を明確にすることを検討する。 

 

＜指標や方法を適切に用いて学習成果を把握・評価し、大学として設定する目的に応じた活

用を図っているか＞ 

把握・評価結果の活用については、アセスメント・ポリシーで定めた達成水準に満たない

項目が生じた場合、大学運営会議が該当学科に改善勧告を行い、学科は改善計画を策定・実

行する体制としている（資料 4-105、資料 4-106）。翌年度には改善状況を報告させ、全学的

に検証している。 

例えば人間科学部理学療法学科においては理学療法士国家試験合格率が令和 6(2024)年

度新卒者で 80.9%となり、アセスメントポリシーの達成すべき質的水準 90％以上を達成で

きなかった。これに対して、学科から短期施策と中期施策の改善案が出され、2025年度（2026

年 3月）卒業生の理学療法士国家試験合格率は 92%になり質的指標を達成した。このように、
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評価結果を単なる把握にとどめず、具体的改善につながるように機能させている。 

 

 

評価項目⑥ 

教育課程及びその内容、教育方法について定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り
組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の基準、体制、方法、プロセス、
周期等を明確にしているか。 

・課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果や授業内外における学生の学習状況、
資格試験の取得状況、進路状況等の情報を活用するなど、適切な情報に基づいているか。 

・外部の視点や学生の意見を取り入れるなど、自己点検・評価の客観性を高めるための工夫
を行っているか。 

・自己点検・評価の結果を活用し、教育課程及びその内容、教育方法の改善・向上に取り組
んでいるか。 

 

＜教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の基準、体制、方法、プロセス、

周期等を明確にしているか＞ 

教育課程及びその内容に関する自己点検・評価を実施するため、カリキュラムマップにも

とづき教育課程の編成に係る改善の検討を毎年度実施している。現在のところここでは、学

位授与の方針で設定された各学修成果を達成するための必要な授業科目が過不足なく設定

されているか。授業科目の設定や内容、各授業科目相互の関係、学位取得に至るまでの履修

順序や履修要件の検証が行われている。これらの検証は教育開発センターが中心となって

各学科・専攻・研究科における点検結果を集約し審議している。 

教育方法に関するに関する自己点検・評価は、学修成果の評価の方針（アセスメント・ポ

リシー）の指標である GPA・成績分布状況、学修成果及び学修行動の調査結果、卒業時アン

ケート結果を用いて教育開発センターが実施している。これらの指標において達成すべき

質的水準が設けられ毎年度点検を行い大学運営会議に報告されている。ここで質的水準を

達成していない項目については大学運営会議において改善勧告がだされ、該当する学科・専

攻が改善計画を策定している。改善状況については毎年度大学運営会議で報告されている。 

また、教育開発センターが教務課と連携して半年に１回、学生による授業評価アンケート

を実施し、毎年度結果をウェブで公開している。 

以上のことから、教育課程及び教育方法に関する自己点検・評価について、基準、体制、

方法、プロセス及び周期を明確にしているといえる。 

 

＜課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果や授業内外における学生の学習状況、

資格試験の取得状況、進路状況等の情報を活用するなど、適切な情報に基づいているか＞ 

学習成果を測定するための指標の設定について、大学レベルでは学修状況の把握として、

GPA・成績分布状況、最終卒業率、４年卒業率、就職率としている。また、大学レベルの学

生による学修成果の自己評価の指標としては卒業時アンケートおよび学修成果及び学修行

動の調査結果、また学修成果の直接的評価として GPA・成績分布状況を用いている。 

教育課程レベルでは、分野によらない共通の指標として GPA・成績分布状況、学修成果及
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び学修行動の調査結果、卒業時アンケート結果を用いている。このほか、各学位課程の分野

別の指標を設定しており、人間科学部の健康栄養学科、理学療法学科、作業療法学科、看護

学科及び医療保健科学部の看護学科、リハビリテーション学科理学療法学専攻、リハビリテ

ーション学科作業療法学専攻は、固有の指標として国家試験合格率を使用している。また、

人間科学部こども発達学科は、固有の指標として「学科で取得できる資格・免許」の資格・

免許の卒業時の取得率を用いている。国家試験合格率も資格取得率も、職業を担うのに必要

な能力の修得状況を客観的に把握できる指標である。また、国際学部は固有の指標として、

外国語能力試験である TOEIC®IP テストのスコアを採用しており、各学期の始めに当該学部

の全学生に受験させている。TOEICは国内外に共通する能力基準であり、学習効果を把握す

るためのテストとして妥当なものである。 

共通の指標のうち、「学修成果及び学修行動の調査」は、年 1回全学年を対象として 2019

（令和元）年度から実施している。この調査は、学生が身につけた能力や学習に対する意欲

に関する 14項目の問に対して、ルーブリックを用いて自己評価させているものである。調

査結果については、本学のウェブの教育開発センター公開資料 2 で公開されている（資料

4-99【ウェブ】）。学修成果および学修行動の調査項目のうち大学全体の DPに関する質問項

目の平均点について、４年生を対象に 2019 年度から 2025 年度の年次推移を可視化し問題

点を抽出している（資料 2025年度第 10回教育開発センター会議 報告 10.6）。 

同じく共通の指標である卒業時アンケート調査は、2017（平成 29）年から 4 年生が卒業

する 3月に実施しており、以下の 4分野「Ⅰ学生支援、大学設備に関する満足度」、「Ⅱ大学

在学中に身についた能力の自己評価」、「Ⅲ大学でのカリキュラムに関して」、「Ⅳ総合的な満

足度に関して」に示された項目について 5段階評価で回答させている他、「大学による支援、

設備について良かった点や改善すべき点」、「満足できた点、満足できなかった点、カリキュ

ラムについての意見、大学をより良くするための意見等」の記述欄を設けている。このうち、

問 12から問 22の「Ⅱ大学在学中に身についた能力の自己評価」により、大学在学中に身に

ついた 10項目の能力を調査している。調査結果については、本学のウェブの教育開発セン

ター公開資料 3で公開されている（資料 4-100【ウェブ】）。 

以上のことから、成績による直接評価、学生アンケート等による学生による自己評価、外

部基準による評価を組み合わせており適切な情報に基づいているといえる。 

 

＜外部の視点や学生の意見を取り入れるなど、自己点検・評価の客観性を高めるための工

夫を行っているか＞ 

外部の視点としては、毎年度作成される自己点検・評価報告書について外部評価委員から

評価を受け、改善のためのフィードバックを得ており、自己点検・評価の客観性を高めてい

る。この中で教育課程の妥当性も検証されている。また、学修成果を把握するための指標と

して外部客観指標（国家試験合格率、資格取得率、外部能力試験スコア等）を取り入れるこ

とによって教育の成果を客観的に検証している。これらの指標について達成すべき質的水

準を下回ったときは各学科から改善計画が実施される。 

学生の意見を取り入れについては、学生による授業評価アンケートにおいて自由記述式

の設問として「授業の良かった点」「改善してほしい点」を設けている。「改善してほしい点」

に対して教員は改善計画を提出し改善に活かしている。また、卒業時アンケートにおいては
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「総合的な満足度」に加えて、2025年度（2026年３月）からカリキュラムについての意見

についての自由記述式の設問を設け、カリキュラムについても学生の意見をとりいれる。こ

れらは教育開発センターにおいて情報を共有し、次年度以降の教育課程の見直しに活用す

る予定である。 

以上のことから、外部の視点及び学生の意見を取り入れることで、自己点検・評価の客観

性を確保しているといえる。 

 

＜自己点検・評価の結果を活用し、教育課程及びその内容、教育方法の改善・向上に取り組

んでいるか＞ 

教育課程及びその内容に関する自己点検・評価を実施するため、教育開発センターがカリ

キュラムマップにもとづき教育課程の編成に係る改善の検討を毎年度実施している。 

教育方法に関するに関する自己点検・評価では、学修成果の評価の方針（アセスメント・

ポリシー）の指標における達成すべき質的水準が達成されていない項目について教育開発

センターの報告を受けて大学運営会議が改善勧告を出している。これによって各学科が改

善計画を策定し改善に役立てている。例えば、地域未来学科においては 2024年度の１年生

において学修成果および学修行動の調査による「専門領域における知識技能」が 1.733とな

り、達成すべき基準である 2を下回っていた。これに対して「2025（令和 7）年度から「地

域未来概論」、「地域を知る」、「教育学概論 1」の科目を初年次教育科目として位置付け、そ

の中で地域未来学科にて学ぶ専門的な知識についての基本を理解させる。またこれらの科

目のシラバスの中に専門的な知識を学んでいると実感できるような内容を取り入れる。」と

いう改善案が出された。（資料 2025 年度第３回教育開発センター会議審議 3.1）その結果、

2025年度の１年生において学修成果および学修行動の調査では 2.682となった（資料 2025

年度第７回教育開発センター会議報告 7.1）。ただし、改善されなかった項目もあり、さら

なる有効な改善案がのぞまれる。 

さらに、学生による授業評価アンケートにおいて、学生から「授業を改善してほしい点」

の記述があった場合に教員が改善計画を提出するようにした。さらに、２年連続でこの記述

がない場合に、2022年度前期の授業を対象として 2023年 3月から教育開発センターが学科

を通して改善計画の提出を義務付けした。授業評価アンケート項目の設問項目の年次変化

をみると、2023 年度前期から評価が上がっていることが確認されており、一定の効果をあ

げていると考えている（資料 2025年度第 10回教育開発センター会議報告 10.7）。 

以上のことから、自己点検・評価の結果は具体的な改善措置に結び付けられ、教育課程及

び教育方法の向上に活用されているといえる。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

＜長所＞ 

本学の全学の学位授与方針（DP）は建学の精神および「学力の 3要素」との対応関係を明

示し、大学全体 DPを学部・研究科 DPに対応させている。また、学部・研究科の DPの各項

目は教育課程の編成・実施方針（CP）と明確な対応関係にあり一貫性が保たれている。 

また、カリキュラムマップによって学部・研究科の DPと各科目との対応の明示、開講時

期と関連科目、ナンバリングを示し、体系性・順次性を可視化している。修士課程において

も研究遂行能力を中心とする方針を示し、論文審査と整合させることで、各課程のカリキュ
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ラム設計の妥当性を確保している。 

学習成果の把握・評価体制については、アセスメント・ポリシーを策定して評価指標の達

成水準を設定している。評価指標は、GPA等の直接評価、学修成果および学修行動の調査等

の間接評価、国家試験合格率や資格取得率等の外部客観指標を組み合わせている。評価指標

の水準が未達成であった時の改善勧告、改善計画の策定および実施後の再検証を実施して

おり、内部質保証の PDCAサイクルが構築されている。 

＜問題点＞ 

学習成果の把握が DP 別 GPA、学生による主観的評価である「学修成果および学修行動の

調査」に依存している。DP 別 GPA は大学全体学位授与方針のうちのひとつである専門領域

に関する実践的な知識・技能の習得の測定には適していると考えられる。しかし、それ以外

の、汎用的能力である問題解決能力、主体的学習態度、倫理観・使命感、コミュニケーショ

ン能力の測定のためには補助的な方法であると考えられる。今後は、卒業研究・卒業論文、

実習科目等の中から適切な科目を設定してルーブリック評価などを導入し、学習成果との

対応関係を明確にする必要がある。 

全学的な「遠隔授業実施方針」として遠隔授業の適用範囲、授業設計、学修支援、成績評

価、学修成果の把握方法等を整理し、明文化するとともに、学生・院生によるアンケートを

分析する必要がある。 

国家資格等関係科目・教職科目を含めた履修登録単位数をかなり超過している学科・学年

があるため、単位の実質化が担保されるための方策が必要である。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

＜改善・発展方策＞ 

本学の教育課程編成に関する内部質保証体制は概ね整備されているが、今後は改善の実

質化や可視化を充実される必要がある。まずは、学位授与方針（DP）に対応した学習成果を

実質的に測定できるための指標を、特に汎用的能力で開発する。また、検証において形式的

確認にとどめず、検証結果をもとに効果的な改善を可能とする指標が必要である。これによ

って改善計画をより具体化できるようにしたい。 

国家資格等関係科目・教職科目を含めた履修登録単位数が超過していることに対する対

策として、特定の学年、特定の開講期への履修登録の集中を緩和するためのカリキュラムの

年次配当の見直しを促しながら、国家資格等関係科目・教職科目を含めた履修登録単位数の

上限を設定するかどうかの検討を行う。 

＜全体のまとめ＞ 

本学は建学の精神を基盤とし、大学全体の理念・目的を明確化したうえで 3つの方針を体

系的に整備している。大学全体の学位授与方針では、「知識・技能」「思考・判断・表現」「関

心・意欲・態度」の 3領域に整理した学習成果を掲げ、専門的知識の修得にとどまらず、汎

用的能力として問題解決能力、主体的学習態度、倫理観・使命感、コミュニケーション能力

を総合的に示している。これらは高等教育に求められる学士課程・大学院課程の能力と整合

し、授与する学位にふさわしい水準を明確に提示している。 

各学科・専攻・研究科は、大学全体の DPに対応させた学位プログラム別の DPを策定し、

専門分野の特性や養成する人材が達成すべき学習成果を示している。これにより、全学的な
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一貫性を保ちながら、各分野の専門性を取り入れている。 

教育課程編成・実施方針（CP）は、①教育内容、②教育方法、③教育評価の３つの面から

DP達成のための実施方法を示している。教育内容においては、基礎科目から専門基礎科目、

専門科目、実習・演習、卒業研究へと段階的に発展する体系を構築している。修士課程にお

いては、専門科目と研究指導を体系的に配置し、高度専門職業人および高度知的人材の養成

を行う教育課程となっている。 

教育課程の体系性および順次性を確保するため、全学的な科目ナンバリング制度を導入

し、水準コードにより履修段階を明示している。加えて、各学科・研究科が作成するカリキ

ュラムマップにより、各授業科目と DPとの対応関係を可視化し、学習成果と教育内容との

整合性を点検できる仕組みを整備している。これにより、教育課程全体を総合的に検証する

ことが可能となっている。 

教育方法においては、講義、演習、実験・実習、臨地実習、少人数ゼミ、アクティブラー

ニング等を教育目的に応じて適切に組み合わせている。シラバスには到達目標、授業方法、

評価方法、準備学習・事後学習の内容と時間を明示し、第三者によるチェック体制を整備し

ている。学生による授業評価アンケートの結果にもとづき、教員が改善計画を提出すること

によって授業改善がなされている。 

単位制度については、1 単位 45 時間の学修を前提とし、学修時間の確保と単位の実質化

を図っている。また、履修登録単位数の上限を設定しているが、一部に上限超過の事例が見

られるため、運用の厳格化が今後の課題である。 

成績評価及び単位認定はシラバスに各科目の評価基準と割合を明示し学生に対する評価

基準の透明化をはかりながら厳正・公正に実施されている。学位授与については、学士課程

では卒業要件を学則に、修士課程では修了要件を大学院学則で定めており、適切に学位を授

与している。修士課程では研究指導と論文審査を通じて高度な研究能力を確認し、学位の質

を保証している。 

学習成果の把握については、アセスメント・ポリシーを策定して評価指標の達成すべき質

的水準を設定している。評価指標は GPA等の直接評価、学修成果および学修行動の調査等の

間接評価、国家試験合格率や資格取得率等の外部客観指標を組み合わせている。評価指標の

達成すべき質的水準が未達成の時の改善勧告、改善計画の策定および実施後の再検証を実

施している。 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価するため、カリキュラム

マップをもとにした各学科の学修成果（DP）の GPAから問題点の抽出を行うとともに、2025

年度からアセスメント・ポリシーに大学全体の DP および学科の DP ごとの GPA を評価指標

に加えた。 

教育・学習における内部質保証を推進するために、教育開発センターが各学科からアセス

メントポリシーの指標に関する結果を集約・審議している。アセスメントポリシーの達成す

べき質的水準に満たない項目は大学運営会議が改善勧告を行い、各学科が改善計画を策定

している。国家試験合格率や資格取得率、外部能力試験スコア等の客観指標も併用し、外部

評価委員の意見や学生の授業評価・自由記述を踏まえて教育課程・教育方法の改善に反映し

ている。 

今後は、学習成果の到達水準をより定量的に把握・分析し、その結果を改善計画に結び付
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ける過程を一層強化することが求められる。これにより、本学の教育の質保証をさらに高度

化させて実質的な内部質保証体制の確立にむけて努力してゆきたい。 
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第５章 学生の受け入れ（基本情報一覧） 

 

入学試験要項 

学部・研究科等の名称 URL・印刷物の名称 

学部・大学院 北海道文教大学受験生サイト HBUナビ https://hbu-nyushi.jp/ 

学部・大学院・編入学・特別選

抜（外国人・社会人・帰国生） 

北海道文教大学 募集要項 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/examination_information/guideline 

附属校優先選抜募集要項 PDF 

備考： 

 

入学者選抜に係る規程 

規程名称 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学入試センター

規程 

北海道文教大学入試センター規程.pdf 

入試問題作問専門部会規程 入試問題作成専門部会規程.pdf 

運動選手自己アピール型選抜

試験専門部会規程 

運動選手自己アピール型選抜試験専門部会規程.pdf 

北海道文教大学海外入学者選

抜等規程 

海外入学者選抜等規程 R030401.pdf 

備考： 

 

 

  

60



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

第５章 学生の受け入れ（本文）      
１．現状分析 

評価項目① 

学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、
入学者選抜を公平、公正に実施していること。 

＜評価の視点＞ 

・学生の受け入れ方針は、少なくとも学位課程ごと（学士課程・修士課程・博士課程・専門
職学位課程）に設定しているか。 

・学生の受け入れ方針は、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像や、入学希望
者に求める水準等の判定方法を志願者等に理解しやすく示しているか。 

・学生の受け入れ方針に沿い、適切な体制・仕組みを構築して入学者選抜を公平、公正に実
施しているか。 

・入学者選抜にあたり特別な配慮を必要とする志願者に対応する仕組みを整備しているか。 

・すべての志願者に対して分かりやすく情報提供しているか。 

 

＜学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設

定及び公表＞ 

本学では、3つの方針策定のための全学としての基本的な考え方に基づき、学位授与方針

及び教育課程の編成・実施方針を踏まえて、学生の受け入れ方針（アドミッションポリシー）

を大学全体ならびに各学科・研究科ごとに策定している。これらは教育開発センターが中心

となって策定・改訂を行っており、その内容は学生募集要項で公表している。 

 

＜学生の受け入れ方針の設定＞ 

（1）入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 

本学の学生の受け入れ方針は、「知識・技能」「思考・判断・表現」「関心・意欲・態度」

の 3つのキーワードを基に、入学前の学習歴、学力水準、能力等及び入学希望者に求める水

準等について、各学科・研究科ごとに記載しており、これら 3つのキーワードは、入学者選

抜において評価される学力の 3要素である「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体

性・多様性・協働性」に対応するものである。この学生の受け入れ方針を踏まえて策定する

「求める学生像」は、大学においては各学科で審議し、学長を委員長とする入試委員会で決

定している。また、大学院においては各研究科で審議し、学長を統括委員長とする大学院委

員会で決定している。なお、学生募集要項では、大学の各選抜制度の評価方法及び評価割合

について、学力の 3要素と関連させてそれぞれ明記している。 

各学科の求める学生像は、学生募集要項（P5,6）に記載しており、その例として人間科学

部健康栄養学科の求める学生像を以下の事例 1に示している。研究科についても、例として

グローバルコミュニケーション研究科の求める学生像を以下の事例 2に示している。なお、

大学における評価方法及び評価割合の例として、学校推薦型選抜及び推薦型選抜の評価方

法を以下の表 5-1、評価割合を表 5-2にそれぞれ示している。 
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事例 1 人間科学部健康栄養学科求める学生像 

[求める学生像] 

健康栄養学科は、社会において管理栄養士として活躍し、人々の健康と社会の福祉に

貢献したいと考え、そのための教育に前向きに取り組む意欲のある人を受け入れます。 

（知識・技能） 

・管理栄養士の学術的根拠となる栄養学を学ぶために、必要となる生物や化学、国語な

どの基本的な学力及び一般的な計算能力を身につけている。 

 

（思考・判断・表現） 

・課題に対し「どこが問題なのか」「解決には何が必要か」などを自分で考えることがで

きる人。 

 

（関心・意欲・態度） 

・実験・実習などにおいて、他者と協働して作業を行うことができる態度を身につけて

いる人。 

 

事例 2 大学院グローバルコミュニケーション研究科言語文化コミュニケーション専 

攻の求める学生像 

[求める学生像] 

グローバルコミュニケーション研究科は、国際社会の理解に必要な知識・技能を積極

的に吸収しようとする向上心にあふれた研究意欲のある次のような学生を受け入れま

す。 

 

（知識・技能） 

大学で習得した言語・文化に関する十分な基礎学力を有している人。 

 

（思考・判断・表現） 

・異文化を理解するにあたって柔軟で創造的な思考ができる人。 

・研究計画について論理的に考察・整理し、分かり易く伝えることができる人。 

 

（関心・意欲・態度） 

・高度な言語能力を身につけ、さらに高度な「言語・文化・コミュニケーション」を専

門的に研究したい人。 

・異文化に関心を持っている人。 

・幅広い知識と教養を身につけ、高度な言語能力を高め、活躍したいと望んでいる人。 

・国内外の研究活動を通じて、さらに視野を広めて言語と文化に対する感性を磨き、修

了後は翻訳や通訳などに従事する専門的職業人として国内外で活躍したいと望んでい

る人。 

 

表 5-1 学校推薦型選抜・特待生選抜（全学部学科で実施する入試制度）における 
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学力の 3要素を評価する書類・試験など 

学力の 3要素 調査書 小論文 面 接 

知識・技能 〇 〇  

思考力・判断力・表現力  〇 〇 

主体性・多様性・協働性 〇  〇 

 

表 5-2 学校推薦型選抜・特待生選抜（全学部学科で実施する入試制度）における 

評価割合 

書類・試験など 調査書 小論文 面 接 

評価割合 2 4 4 

 

（2）入学希望者に求める水準等の判定方法 

 学生募集要項では、各学科・研究科ごとに、学力の 3要素を踏まえた求める学生像を示し

ており、加えて、大学においては、学力の 3要素を確認するための評価方法と評価割合を選

抜制度ごとに示している。大学では、この評価割合に基づきそれぞれの選抜試験を実施し、

学科ごとに実施する判定会議を経て、学長を委員長とする入試委員会で最終的な合否を判

定している。このような判定方法によって、入学者の水準を維持している。 

大学院では、出願前に研究計画の提出を求め、提出された研究計画に基づき入学希望者と

指導担当者が面談を行っている。本学の学生受け入れの方針だけでなく、入学希望者の専門

分野や研究内容、研究方法などを理解したうえで、選抜試験を実施している。選抜試験後は

各研究科による判定会議を経て、学長を統括委員長とする大学院委員会で最終的な合否を

判定している。このことから合格水準を満たすものは、本学の学生の受け入れ方針と合致し

ている。 

 

＜学生の受け入れ方針に基づく学生募集及び入学者選抜制度の適切な設定＞ 

本学の学生募集は、学生の受け入れ方針に基づき、様々な選抜制度を実施することによっ

て、多様な人材を入学させるようにしている。なお、大学の学生募集要項（資料 3-35）に

は、選抜制度ごとに学力の 3要素を確認するための評価方法と評価割合を示している。 

 大学における選抜制度は、一般選抜や大学入学共通テスト利用選抜、高等学校からの推薦

により選抜する学校推薦型選抜（附属高校を含む）、受験生の主体的な活動を評価し選抜す

る総合型選抜、社会人や帰国生及び外国人留学生を選抜する特別選抜に分かれており、多様

な学生を受け入れるための選抜制度を実施していると言える。 

大学院では、入学希望者が研究計画を提出し、指導担当者と面談を行ったうえで、選抜試

験を実施しており、入学希望者の研究計画を重視して受け入れることができる体制として

いる。選抜試験は、筆記試験と口述試験によって行われ、社会人や外国人留学生も受け入れ
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ている。 

 本学では、多様化する社会やグローバル化の進展などの時代の変化に適応しながら、学生

のニーズに応え続けるために、総合型選抜を中心に選抜制度を柔軟に変化させている。2020

（令和 2）年度には、各学科の専門性に加え、生涯に通ずるスポーツや食の知識を習得・融

合することにより、人生 100年時代に様々な価値を創造し続ける人材の育成を目指し、「ス

ポーツ大好き選抜・北海道食の王国選抜」を新設した。4年間を通じて外部講師を招いた講

義や学会発表への参加などの「副専プログラム」を実施している。また、2022（令和 4）年

度には、女子アイスホッケーで冬季五輪に出場した学生を輩出した背景などから、スポーツ

を通じて地域や社会に貢献したい学生を受け入れるため「運動選手自己アピール型選抜」を

新設した。さらに、2023（令和 5）年度には、課題先進地域と言われる北海道で様々な課題

解決にチャレンジしたい学生を受け入れる「北海道活かす人選抜」や、他者との協働によっ

て課題解決に取り組める学生を受け入れる「協働型課題解決選抜」を新設した。加えて 2025

（令和 7）年度にはスポーツ大好き選抜・北海道食の王国選抜、2024（令和 6）年度に新設

された「人生健康 100年選抜」の 3つを、「未来型キャリアデザイン選抜」に統合。「北海道

活かす人選抜」に「協働型課題解決選抜」を集約するとともに、地域貢献活動の実績をプレ

ゼンする「実績発表型」を設け、志願者自らの強みや経験に応じて選択できるように変更し

た。そのうえ、志願者増を目指すため、北海道外在住者を対象とする「Be Ambitious選抜」

も新設した。このように、時代の変化に合わせて柔軟に変化させながら、多様な学生を受け

入れるための選抜制度を整備している。新設した Be Ambitious選抜や未来型キャリアデザ

イン選抜など、数人しか出願していないあるいは志願者が増えない選抜があったことを受

け、2025（令和 7）年 12 月の入試委員会において入試センター長の指示により、入試制度

検討ワーキンググループを発足。12 月 26 日より 11 回、有志メンバーによる話し合いを行

い、入試制度の見直しについて検討している。北海道民の幸せを願い設立された本学では、

これまで北海道内を中心に数多くの入学希望者を受け入れてきたが、時代の変化に伴い、近

年では、北海道内のみならず、北海道外で専門性が活かせる学部・学科が少ない県や地域の

入学希望者や、外国人留学生の募集も強化している。 

＜授業料その他の費用や経済的支援に関する情報提供＞ 

本学の学生募集要項では、入学料、授業料、実験実習費をはじめ、学友会費や学生教育研

究災害傷害保険などの学費納付金等を掲載している。これにより、大学では 4年間、大学院

では 2年間の学費を把握したうえで受験することができる。加えて、奨学金や授業料減免制

度についても、学生募集要項に掲載している。 

減免制度について、大学では、本学の卒業生や在学生の兄弟・姉妹などの入学料を免除し

ている。大学院では、本学の卒業生は入学料・実験実習費を免除し、授業料を 40％減免し

ている。外国人留学生は、大学・大学院ともに授業料を 40％減免している。また、大学にお

いて、成績優秀者は授業料を半額に減免する特待生の制度がある。特待生は選抜試験の成績

（一般選抜、学校推薦型選抜、総合型選抜等の入学希望者から選考）により決定している。 

このようなことから、本学では、経済的支援のための制度を複数設定するだけでなく、学

生募集要項に記載し出願前に入学希望者に伝えることによって、多様な学生を受け入れて

いる。 
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＜入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備＞ 

 本学では、大学の入試の実施・運営のために入試委員会を設置している。入試委員会は、

学長を委員長とし、副学長、各学部長、各学科長、各専攻長、事務局長、学生部長及び教務

部長、入試広報部長、入試広報課長、その他学長が必要と認めた者で構成されている。本学

の入試に関する業務は、入試委員会が主体となり入試広報部と協働で運営しており、募集要

項の作成、選抜試験の問題作成、選抜試験の実施、採点業務、合否判定等を行っている。 

大学院では、研究科ごとに募集要項を作成し、選抜試験を実施している。出願書類の受付

や合否判定の資料の作成では、各研究科と入試広報部が連携している。最終的な合否判定は

大学院委員会が行っている。大学院委員会は、学長を統括委員長とし、副学長、各研究科長、

各研究科から選出された担当教員 2名、学長が指名する大学院担当教員若干名、事務局長で

構成されている。 

 選抜試験の問題は、推薦・一般選抜共に入試委員会の下部組織である入試問題作成部会で

調整、作成されており、当部会の構成員は委員長以外非公開としている。また、学科の面接

時の質問事項及び判定基準・評価表等の確認と調整は、2019（令和元）年度までは入試委員

会の下部組織である入試支援専門部会と入試広報部が行っていたが、2020（令和 2）年度の

全学的な委員会の改組にともなって入試専門部会が廃止されたため、以降は入試委員会が

主体として行うこととなっている。 

なお、選抜試験の実施にあたっては入試広報部が各業務を精査し、入試本部を設置し全体

打合せ会を実施し万全を期している。選抜試験の実施にあたり不都合や改善点がある場合

は、速やかに対応できる組織体制が整備されている。 

 

＜公正な入学者選抜の実施＞ 

 本学の入学者選抜における合否判定では、各学科による判定会議にて学科合否判定案を

作成し、この学科合否判定を基に、入試委員会にて学部全体及び全学的視点も加味して再度

合否判定を行う。これを実質的な最終合否判定としている。 

公正な入学者選抜を維持するため、小論文の採点及び面接の対応、評価は複数教員で行っ

ている。また、一般選抜の問題作成時には入試問題作成部会を組織しており、その構成員は

委員長以外非公開とすることにより、情報漏洩を防いでいる。さらに、採点は原則全教員で

行い採点ミスを防いでいる。このように問題作成から採点までの一連の作業を複数の教員

で対応することによって、公正な入学者選抜を実施している。 

 

（1）オンラインによる入学者選抜を行う場合における公正な実施 

本学の入学者選抜では、面接試験のみをオンラインで実施している。オンラインによる面

接試験は複数教員で対応することとし、入学希望者は原則一名で実施している。入学希望者

の周辺には本学関係者以外が立ち入らないよう、環境を整備している。これにより、オンラ

インの入学者選抜においても公正な入学者選抜実施体制を確保している。 

 

＜入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公正な入学者選抜の実施＞ 

 本学は多様な学生を受け入れるために、様々な選抜制度を実施しているが、いずれの選抜

制度においても、複数の教員で対応することにしている。本学は対面による選抜試験を原則
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としており、2020（令和 2）年、COVID-19の感染拡大時も、対面による選抜試験を原則とし

ていた。なお、2025（令和 7）年度もインフルエンザや COVID-19 の感染により選抜試験を

欠席してしまう入学希望者に対しては、試験日を別で設定する対応や、別の選抜制度を受験

する機会を提案することによって、入学希望者が受験機会を失うことなく、感染者に対して

も不利にならないように対応した。 

 

（1）受験者の通信状況の顧慮等 

前述のとおり、本学はオンラインによる選抜試験は面接試験のみであり、原則対面で実施

することにより、受験者の考え方や想いを確認できると考えている。外国人留学生のように

海外在住の受験者に対しては、オンラインによる面接試験を実施するが、本学が試験会場を

設定し、通信状況によって受験者に不利益が生じないよう配慮している。なお、オンライン

による面接試験においても複数教員で対応することにより、公正な選抜試験の実施を心が

けている。万が一、通信状況の不良等により面接試験ができなかった場合については、書類

や筆記試験により、受験者が不利にならないように合否判定を行っている。いずれの選抜試

験においても、常に受験者が不利にならないよう配慮している。 

 

 

評価項目② 

適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正
に管理していること。 

＜評価の視点＞ 

・学士課程全体及び各学部・学科並びに各研究科・専攻の入学者数や在籍学生数を適正に維
持し、大幅な定員超過や定員未充足の場合には対策をとっているか。 

 

＜入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理＞ 

本学の入学定員及び収容定員については、文部科学省への設置認可または届出時に設定

している。大学における選抜制度ごとの募集人員については、入試委員会で設定（資料 3-

35）している。年度によっては募集人員に満たない選抜制度もあるため、各選抜制度の合否

判定時には入学定員を鑑みて合否を決定している。特に学校推薦型選抜や総合型選抜では、

合格者が高い確率で入学することから、入学定員の設定を重視している。大学院については、

出願前に研究計画の提出及び指導教員との面談を行うことによって、入学定員を適切に管

理している。なお、在籍学生数については、教授会で毎月報告することにより大学内に周知

している。 

 

（1）入学定員に対する入学者比率（学士） 

本学の入学者比率を学部別に比較すると、医療保健科学部以外は定員を満たすことがで

きていない（大学基礎データ表 2、基礎要件確認シート 16）が、入学定員の充足に向けて、

時代に合わせて学部・学科を改組し続けている。 

2021（令和 3）年度、外国語学部を国際学部に改組し、国際教養学科と国際コミュニケー

ション学科の 2 学科構成とした。国際学部は、COVID-19 の感染拡大により全国的に国際系

学部の入学希望者が減少した影響を受けながらも、感染状況の収束によって、入学希望者は

66



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

増加傾向にある。また、2023（令和 5）年度には、人間科学部の看護学科、理学療法学科、

作業療法学科を、看護学科、リハビリテーション学科理学療法学専攻・同学科作業療法学専

攻からなる医療保健科学部へと改組した。改組に至った背景には、医療系の学科が人間科学

部内に設置されていたことにより、他大学の医療系学部との併願に繋がらないという課題

があった。この改組によって、医療系の学科が教育・研究の分野において相互に連携するこ

とで、多職種連携に柔軟に対応できる高度な職業人を養成する体制とした。さらに、2024（令

和 6）年度には、人間科学部の健康栄養学科及びこども発達学科の入学定員を減じ、地域未

来学科を設置する。これまで人間科学部において定員を充足していた理学療法学科及び看

護学科が医療保健科学部に改組したことや、健康栄養学科及びこども発達学科の定員未充

足の状態であるといった課題を解決し、人間科学部の定員充足を目指している。 

このような学部・学科の改組と並行しながら、新たな選抜制度を導入することにより、入

学者比率は回復の傾向がある。なお、2024（令和 6）年度入学者選抜からは外国人留学生の

募集にも傾注し、北海道内のみならず、北海道外、海外からの入学希望者の増加を図ってい

る。2024（令和 6）年度には、札幌山の手高等学校をはじめ、中国上海千羽鶴教育科技有限

公司などと連携協定を締結した学校において単独で大学説明会を行うなど、学生募集に努

めている。 

 

（2）編入学定員に対する編入学生数比率（学士） 

本学では、編入学者の定員は設定しておらず、学生募集要項の編入学者の募集は若干名と

している。従って、当項目では編入学生数に関して記載する。 

本学の編入学試験では、入学定員を満たしていない外国語学部 国際言語学科（2022（令

和 4）年度に募集停止）、人間科学部 健康栄養学科、国際学部 国際教養学科及び国際コミ

ュニ―ション学科で募集している。健康栄養学科では、栄養士養成課程からの編入学を出願

資格としていることから、入学希望者が多くなかった。このことから、2024（令和 6）年度

からは、栄養士養成課程を有する短期大学と包括連携協定を締結し、学生にとって効果的な

受け入れ体制を構築している。また、既に募集を停止した国際言語学科、2021（令和 3）年

度に設置した国際教養学科及び国際コミュニケーション学科では、国内の短期大学や専門

学校からの入学希望者に限らず、海外協定校からの入学希望者の増加にも取り組んだが、

COVID-19感染拡大の影響により志願者は減少傾向にある。しかし、2023（令和 5）年度から

は、中国を中心に海外協定校を増やし、編入学を希望する学生への説明等を行うことにより、

志願者の増加に向けて取り組んでいる。なお、直近の編入学生数は表 5-3で示している。 

 

表 5-3 編入学生数一覧 

年度 
外国語学部 

国際言語学科 

人間科学部 

健康栄養学科 

国際学部 

国際教養学科、国際

コミュニケーショ

ン学科 

2019（令和元）年度 5 － － 

2020（令和 2）年度 3 － － 

2021（令和 3）年度 2 1 － 
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2022（令和 4）年度 1 0 － 

2023（令和 5）年度 － 2 0 

2024（令和 6）年度 － 0 1 

2025（令和 7）年度 － － － 

 

（3）収容定員に対する在籍学生数比率 

収容定員に対する在籍学生数の比率は、基礎データ表 2のとおりである。新入生と編入学

生の入学生比率は、上記（1）及び（2）のとおりである。在籍学生に対しては、アドバイザ

ー制度やオフィスアワー制度等を導入し、授業に限らず、学生生活全般の相談に対応できる

体制をとっている。このように学生生活に関わる様々な問題に対応しながら、退学者比率の

減少に繋げるべく取り組んでいる。 

 

（4）収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に対する対応 

 本学では、収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に対する対応として、学部・学

科を改組することによって、学部・学科の構成を再構築している。2021（令和 3）年度には、

外国語学部 1学科（入学定員 100名）を国際学部 2学科（入学定員 各 50名）に改組した。

また、2023（令和 5）年度には、人間科学部の 3学科を、医療保健科学部の 2学科 2専攻へ

と改組した。 

外国語学部の定員未充足は経年の課題事項であったため、教育の充実を図り、国際学部に

改組することで改善を図ったが、COVID-19 の感染拡大により、国際系の学部への入学希望

者が全国的に減少し、当初の計画通りにはならなかった。しかし、COVID-19が収束した 2023

（令和 5）年度からは、国際系学部の入学希望者増加の傾向が全国的に見てとれる。本学に

おいても、入学者比率は増加傾向にあり、定員未充足の状態を脱却する可能性がある。今後

も入学希望者の増加に向けて、教育内容の充実や効果的な広報に取り組みたい。 

他大学が医療系学部を設置している中、本学の医療系の学科は人間科学部に設置してお

り、他の医療系学部との比較対象として認識されづらいといった課題があった。このことか

ら、2023（令和 5）年度に、人間科学部内の医療系 3 学科を、医療保健科学部の看護学科、

リハビリテーション学科（理学療法学専攻・作業療法学専攻）へと改組した。学部として独

立したことにより、認識されづらいという課題の解決のみならず、学科間の共通科目の設置

など、多職種連携を視野に入れたカリキュラムを学科間で共有することができるようにな

った。この改組により、2023（令和 5）年度から人間科学部は、健康栄養学科とこども発達

学科の 2学科で構成されることになった。2023（令和 5）年度入試では、こども発達学科が

入学定員を満たしたが、不安定な状態が続いているため、2024（令和 6）年度に、人間科学

部内に地域未来学科を設置する。 

2025（令和 7）年度は入試広報課・各学科による SNSでの広報活動をはじめ、受験生サイ

トの新設、総合型・推薦型選抜において地方会場を設けるエリアへの重点的な高校訪問や進

学相談会への参加などを実施。また医療保健科学部においては、2025（令和 7）年度は看護

学科、リハビリテーション学科（理学療法学専攻）は募集人員を充足した。今後も時代の変

化に対応しながら、大学全体の定員充足に向けて、学部・学科を改組し続ける予定である。

大学院においては、グローバルコミュニケーション研究科修士課程の収容定員充足率が著
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しく低い状況（0.10）にあることから、定員管理の改善が喫緊の課題である。大学院におけ

る定員未充足の課題に対応するため、内部進学の促進、社会人・外国人留学生の受入拡大、

教育研究内容の可視化及び広報強化を図るとともに、定員規模や組織の見直しを含めた改

善を行う。あわせて、IR分析に基づく PDCAサイクルを確立し、継続的な検証と改善により、

定員管理の適正化と安定的な学生確保を推進する。 

 

この課題に対応するため、以下の改善方策を実施する。 

 

評価項目③  

学生の受け入れに関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいる
こと。 

＜評価の視点＞ 

・学生の受け入れに関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上
がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、学生の受け入れに関わる事項の改善・向上に取り組み、効
果的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価＞ 

 大学の学生募集及び検証については、学長を委員長とする入試委員会並びに広報委員会

が主体となり、入試広報部と連携しながら行っている。専門の委員会を組織することにより、

選抜試験全体の検証・分析を専門的に行い、新しい選抜制度及びその評価方法等について多

面的・総合的に検証することで、選抜試験の体制を充実・強化している。合わせてオープン

キャンパスのプログラムの企画・運営の見直しなども行っている。大学院の学生募集及び検

証は、各研究科の委員会ならびに大学院委員会にて行っている。なお、これらの学生募集及

び検証に関わる資料は、入試広報部が全学部・学科・研究科分をまとめて作成することによ

り、適切に情報伝達を行っている。 

上記に加え、大学評価委員会が中心となって毎年実施する自己点検・評価により、定期

的な点検・評価を行っている。点検・評価結果については、学内の PDCAサイクルに則

り、全学内部質保証推進組織である大学運営会議にて報告され、当会議による改善勧告に

従い、入試委員会や大学院委員会を中心に、各学部・学科・研究科、入試広報部がそれぞ

れ改善を図っている。 

  

 

＜点検・評価結果に基づく改善・向上＞ 

学長を委員長とする入試委員会が、選抜試験全体の検証・分析の主体となったのは、2019

（令和元）年度からである。翌年の 2020（令和 2）年度からは、学校推薦型選抜を主体とす

る前半型の学生募集への切り替えや、オープンキャンパス実施方法の改革等が実施され、一

定の成果をあげている。なお、自己点検・評価における大学運営会議からの改善勧告に対し

ては、大学は入試委員会、大学院は各研究科及び大学院委員会がそれぞれ対応することによ

り、組織的に改善・向上に取り組む体制を整備している。 
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２．分析を踏まえた長所と問題点 

<長所> 

本学の 3つのポリシーは、「知識・技能」「思考・判断・表現」「関心・意欲・態度」の 3

つのキーワードのもとにバランスよく作成されているため、3つのポリシー相互の対応が

明確であることに加え、入学者選抜において評価される学力の 3要素「知識・技能」「思

考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」と緊密な整合性を有している。 

また、総合型選抜においては、多様化する社会に対応しながら、食やスポーツ、地域創

生等に焦点を当てた選抜制度を導入している。加えて、グローバル化の進展に合わせて、

海外帰国生や外国人留学生を受け入れる選抜制度も設定している。このように北海道内の

みならず全世界から多様な学生を受け入れるための選抜制度を整備している点が特色であ

る。 

本学は全国的に見ると規模の小さい大学ではあるが、その利点を活かし、学生募集から

選抜試験の実施・採点、その後の検証・評価までを、複数の組織が連携しながら、大学全

体で取り組んでいる点が特色である。 

 

<問題点> 

入学定員ならびに収容定員確保に努める必要がある。本学は北海道民の幸せを願い設立

された歴史を持っていることから、入学希望者の大半は北海道内の学生であった。しかし、

少子化やグローバル化などの時代の変化により、入学希望者を獲得するためには、北海道外

や海外にも視野を広げる必要がある。このような背景から、2025（令和 7）年度も引き続き、

入学定員確保のため、地域創生に特化した総合型選抜制度に特待生を設けて募集強化を行

うとともに、編入学につながるよう海外協定校も増加拡大し、高校生並びに留学生のリクル

ーティング強化を図っている。 

その結果、2026（令和 8）年度の学生募集においては医療保健科学部リハビリテーション

学科理学療法学専攻は定員を充足したものの、人間科学部並びに国際学部、医療保健科学部

看護学科並びにリハビリテーション学科作業療法学専攻は定員を満たすことができず、大

幅な入学者減少となかった。一方で、健康栄養学科に 3名の編入学、こども発達学科に 1名

の再入学がある見込みである。学士課程全体の収容定員に対する在籍学生比率が 0.83と低

いことを鑑み、2026（令和 8）年度の学生募集においては、編入学につながる連携校の拡大

や要件の緩和を行うなど、募集方針の見直しを進めている。 

今後も時代の変化に合わせて学部・学科の改組や選抜制度の整備、附属高校・協定校との

連携の深化、外国人留学生の受入に注力しながら、多様な専門分野を有する本学の実学教育

をアピールするため、オープンキャンパスの充実や効果的な情報発信に取り組む必要があ

る。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

学生の受け入れについては、その方針を明示し十分に周知するとともに、学生募集及び入

学者選抜についても、各組織が緊密に連携することにより適切に行っている。 

入学者定員及び収容定員に関しては、近年の日本全体の少子化に伴い、大学間競争は更

に激化することが予想され、特に北海道においては、少子化に加えて進学率の伸び悩みに

より、全国と比べて入学希望者数の減少は顕著となる。これまで北海道内の学生を中心に
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学生募集をしてきたが、地元の大学・短期大学の募集停止に悩む地域の高校並びに小規模

校へのアプローチを徹底するほか、北海道外の専門性を活かせる学科が少ない県・地域の

学生や、外国人留学生の獲得にも取り組み始めている。そのほか、全国の日本語学校や高

校との包括連携協定や指定校の拡充、受験生にとってわかりやすい入試制度の見直しな

ど、時代の変化に合わせて学生募集戦略も柔軟に変化させながら、課題である入学定員な

らびに収容定員の充足に向けて今後も取り組んでいく。 
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第６章 教員・教員組織（基本情報一覧） 
 

大学として求める教員像を示した資料・教員組織の編制方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

求める教員像 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/internal 

教員組織の編成方針 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/internal 

備考： 

 

個別教員の教育課程の編成その他の学部の運営への参画状況、主要授業科目の担当有無・担当科目単位数に関する情報 

資料名称 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学教授会規程 https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2017/06/64e9db0f32fd523a84e5f233cb6361db.pdf（学内専用） 

北海道文教大学大学院委員会

規程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2017/06/a7fd55de3708537301b708c162b5ed1c.pdf（学内専用） 

北海道文教大学教務委員会規

程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2017/05/cd5c7ea270bfd7517ac23227930a092d.pdf（学内専用） 

北海道文教大学及び北海道文

教大学大学院教育開発センタ

ー規程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2024/05/%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E9%99%A2%E6%

95%99%E8%82%B2%E9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC%E8%A

6%8F%E7%A8%8B_R60401.pdf（学内専用） 

北海道文教大学入試センター

規程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2024/12/R061113_%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E6%96%87%E6%9

5%99%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E5%85%A5%E8%A9%A6%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83

%BC%E8%A6%8F%E7%A8%8B.pdf（学内専用） 

北海道文教大学及び北海道文

教大学大学院大学評価委員会

規程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2024/07/%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E8%A9%95%E4%BE%A1%E5%A7%94%E5%

93%A1%E4%BC%9A%E8%A6%8F%E7%A8%8BR620240708.pdf（学内専用） 

北海道文教大学及び北海道文

教大学大学院自己点検・評価専

門部会規程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2025/08/%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E6%96%87%E6%95%99%E5%

A4%A7%E5%AD%A6%E5%8F%8A%E3%81%B3%E5%8C%97%E6%B5%B7%E9%81%93%E6%96%87%E6%9

5%99%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E9%99%A2%E8%87%AA%E5%B7%B1%E7%82

%B9%E6%A4%9C%E3%83%BB%E8%A9%95%E4%BE%A1%E5%B0%82%E9%96%80%E9%83%A8%E4%BC%

9A%E8%A6%8F%E7%A8%8B20250425.pdf（学内専用） 

委員会構成員名簿 令和７年度 各種委員会等委員名簿 

担当授業科目・主要授業科目一

覧 

20025（令和７）年度専任教員担当時間数（基礎調査根拠資料） 

シラバス https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/campus_life/syllabus 

備考： 

 

設置基準上必要専任教員・基幹教員数の充足[*] 

［学士課程］（専門職大学及び専門職学科を除く）※2022年 10月改定前の設置基準に基づく「専任教員」制の場合 

 学部・学科等名称 総数 教授数 根拠となる資料 

全体（注１）  104 56 大学基礎データ（表１） 

学部・学科等 

人間科学部 健康栄養学科 18 9 

 同上 理学療法学科 0 0 

 同上 作業療法学科 0 0 

 同上 看護学科 0 0 

 同上 こども発達学科 16 8 

 同上 地域未来学科 7 5 

国際学部 国際教養学科 9 7 

同上 国際コミュニケーション学科 6 4 
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医療保健科学部 看護学科 24 7 

 同上 リハビリテーション学科 23 16 

備考： 

※関係法令：2022年 10月改定前の大学設置基準第 13条 

※基礎データ（表 1）の数値と一致するよう作成してください。（以下各表も同様。） 

※教員数が不足する場合、不足する数を備考欄に記述してください（以下各表も同様。ただし、［専門職大学及び専門職

学科］及び［専門職学位課程］表において「みなし専任教員」に関する場合は、「不足する数」を「超過する数」と読

み替える）。 

注１ [全体]：大学設置基準別表第１及び別表第２に基づいて算出される専任教員の配置状況を意味します。 

注２：薬学に関わる学部・学科等のうち、臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもののみをこの欄に

記載してください。 

注３：「実務家教員数」及び「みなし専任教員数」について、表の該当欄には○又は×（「みなし専任教員」については

設置基準上必要となる実務家教員数に比した割合も（ ）で併記）を記載し、また、それらの実数を備考欄に記載して

ください。 

 

［修士課程］ 

研究科等名称 総数 教授数 
研究指導

教員数 

研究指導補助

教員数 
根拠となる資料 

グローバルコミュニケーション研

究科修士課程 
9 7 9 0 

大学基礎データ（表１） 

健康栄養科学研究科修士課程 12 8 12 0 

リハビリテーション科学研究科

修士課程 
14 10 14 0 

こども発達学研究科修士課程 11 5 11 0 

備考： 

※関係法令：大学院設置基準第９条第１項 

 

授業担当教員と指導補助者の責任関係や、指導補助者が担う役割を定めた規程 

資料名称 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学大学院ティーチ

ング・アシスタント規程 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-

56_202405.pdf 

 

備考： 

 

教員の募集、採用及び昇任に関する規程 

規程名称 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学及び北海道文

教大学大学院教育職員任用規

程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2023/03/ 

北海道文教大学助手の任用規

程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

北海道文教大学外国人教師任

用規程 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2017/08/02-007-0006.pdf 

北海道文教大学教員の昇任に

関する推薦基準 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2017/08/02-007-0005.pdf 

備考： 
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第６章 教員・教員組織（本文）      
１．現状分析 

評価項目① 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教員
組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につ
なげていること。 

＜評価の視点＞ 

・大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編制しているか。 

※具体的な例 

・教員が担う責任の明確性。 

・法令で必要とされる数の充足。 

・科目適合性を含め、学習成果の達成につながる教育や研究等の実施に適った教員
構成。 

・各教員の担当授業科目、担当授業時間の適切な把握・管理。 

・複数学部等の基幹教員を兼ねる者について、業務状況や教育効果の面での適切性。 

・クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する場
合は、教員の業務範囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握しているか。 

・教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携することで、組織
的かつ効果的な教育研究活動を実現しているか。 

・授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あらかじめ責任関係や
役割を規程等に定め、明確な指導計画のもとで適任者にそれを行わせているか。 

 

＜教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教員 

組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につ 

なげていること。＞ 

（1）大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編制しているか。 

※具体的な例 

・教員が担う責任の明確性。 

・法令で必要とされる数の充足。 

・科目適合性を含め、学習成果の達成につながる教育や研究等の実施に適った教員 

構成。 

・各教員の担当授業科目、担当授業時間の適切な把握・管理。 

・複数学部等の基幹教員を兼ねる者について、業務状況や教育効果の面での適切 

性。 

 

建学の精神と教育目的の深い理解や 3 つのポリシーに基づく大学教育の実現への貢献、 

大学運営への主体的・協力的行動など、今日求められる教員像を共有するため、「求める

教員像」（資料 6-1【ウェブ】）を制定している。 

大学全体の「教員組織の編制方針」を定め、ホームページ上で公表し（資料 6-2【ウ 

ェブ】）、この大学全体の方針を踏まえ、各学部・研究科ごとの編制方針を定め、学内規 

程ポータルサイトに掲載している。例えば、医療保健科学部においては、「大学設置基 

準」等関連法令に基づくとともに、看護学、理学療法学、作業療法学について、幅広い 

知見と各専門分野における深い学識を備えた教員を確保することなどを定めている。 

「求められる教員像」「教員組織の編制方針」等において、教員の役割・責任、連携の 

あり方等が明示されている。 

「北海道文教大学及び北海道文教大学大学院教育職員任用規程」（資料 6-3【ウェブ】） 
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では、学部教育職員の職位は、教授、准教授、講師、助教、助手ごとに学位、研究業績、 

社会活動歴等に関する規定を設けている。 

大学全体及び学部・研究科ごとの基幹教員・専任教員数は、大学全体 114 名、人間科学 

部 48 名、国際学部 15 名、医療保健科学部 49 名、グローバルコミュニケーション研究科 

9 名、健康栄養科学研究科 12 名、リハビリテーション科学研究科 20 名、こども発達学 

研究科 11 名となっており、教員組織の編制方針に沿って、大学設置基準、大学院設置基 

準、厚生労働省の養成施設の学校指定規則等で定めた必要基幹教員・専任教員数、教授等 

の数のほか、研究科においては、必要な研究指導教員・研究指導補助教員数を置いている 

（大学基礎データ表 1）。なお、各研究科の教員は、全て学部の教員も兼ねている。 

大学・大学院において、設置基準以上の教員を擁しており、教育目的及び教育課程に即 

した教員の確保と配置は適切である。 

また、「学校法人鶴岡学園教育職員の授業時間等に関する申合せ」（資料 6-4【ウェブ】） 

において、「1 年間を通じて 1 週当たり 7 コマを標準とする」と定め、過重なものになら 

ないようにしている。また、役職者（学科長以上）は、校務分担軽減のため、授業計画に 

おいて配慮している。 

 

（2）クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する 

場合は、教員の業務範囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握しているか。 

 

現在、本学では、クロスアポイントメントなどによって、他大学・企業等の人材を教員 

として任用していない。 

 

（3）教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携することで、組 

織的かつ効果的な教育研究活動を実現しているか。 

 

2020（令和 2）年度から教職協働をこれまで以上に推進するため、教員が教務部長及び 

学生部長を兼務することとし、学校法人鶴岡学園専決規程（資料 6-5【ウェブ】）に基づ 

く責任の下、両組織間の適切な役割分担と協働・連携に努めている。 

また、組織的な教育運営を実施するため、2020（令和 2）年度から各種委員会を統廃合 

し、必要な役割分担、責任の所在を明確にした。各種委員会及び各種センターには、各学 

部、各学科、各研究科の教員が必要に応じて参加し、それを実現するために所管課の事務 

局職員がサポートし、教員と事務職員での教育運営体制を実現している。 

 

（4）授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あらかじめ責任関係 

や役割を規程等に定め、明確な指導計画のもとで適任者にそれを行わせているか。 

 

「北海道文教大学大学院ティーチング・アシスタント規程」に基づき、指導補助者とし 

て、学業優秀な大学院生が学部のティーチング・アシスタント（TA）の名称で教育補助を 

できることとしている（資料 6-6【ウェブ】）。この規程においては、採用資格、業務内容、 

授業科目担当教員の管理・監督等について定めている。 
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また、TA の担当時間は、原則として平均週 3 時間、年間 90 時間（60 コマ）を上限と 

し、担当科目及び担当時間は、TA 採用申請書に基づき、各研究科において決定している 

（同規程第 5 条）。 

TA の業務実績については、授業科目担当教員は、毎月末に当該月の TA の業務実績報告 

書により学長に報告することとされている（同規定第 15 条）。 

 

評価項目② 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に配慮しながら人
事を行っているか。 

・年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別など教員の多様
性に配慮しているか。 

 

＜教員の募集、採用、昇任等を適切に行っていること。＞ 

 

（1）教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に配慮しながら 

人事を行っているか。 

教育職員の任用に係る資格審査基準及び選考手続は、助教以上の教育職員は「北海道文 

教大学及び北海道文教大学大学院教育職員任用規程」（資料 6-3【ウェブ】）、助手は「北

海道文教大学助手の任用規程」（資料 6-7【ウェブ】）、外国人教師については「北海道文

教大学外国人教師任用規程」（資料 6-8）の各規程に基づき選考及び任用が行われている。 

各学科及び各研究科では、次年度の授業及び人事計画を検討し、学長及び法人の理事長 

の承諾を得た場合、事務局総務課において、教員の募集を行い、公募制を原則として広く 

人材を募集している。 

    教育職員の昇任の推薦は、「北海道文教大学教員の昇任に関する推薦基準」（資料 6-9 

【ウェブ】）に基づいている。昇任候補者の推薦は各職位で定めた推薦基準を満たした資 

格を有する者について、所属学部の学部長又は学科長、研究科にあっては所属研究科長が 

学長に推薦する。学長は推薦を受けた昇任候補者について、教育職員資格審査委員会に諮 

り、審査が行われる。 

教員の採用及び昇任に関する資格審査においては、「北海道文教大学及び北海道文教大 

学大学院教育職員任用規程」第 15 条（資料 6-3）に基づく教育職員資格審査委員会で審

議される。審査委員会の構成員は、学長、任用する学部の学部長又は研究科長及び各学科

長と学長が指名する教育職員（大学院担当教育職員の任用に当たっては、候補者の専門

分野又は近接専門分野の研究指導担当者）2 名を加えた委員となっている。 

資格審査委員会は、学長が議長となり、①学歴、②職歴、③学会及び社会における活動 

等、④教育上の能力に関する事項、⑤職務上の実績に関する事項、⑥研究業績等に関する 

事項等に関し、総合的にかつ公正に審査を行い、議決は出席委員の全員一致を原則として 

いる。 

なお、教員の募集・採用・昇任に関する規程、方法は全学部共通であり、大学が定めた 

手続により実施している。 
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（2）年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別など教員の多 

様性に配慮しているか。 

 

バランスの取れた年齢構成に向け、定年を超えた 65 歳以上の教員については 1 年任期 

での雇用に限定し、後任の採用については 30 歳代、40 歳代の講師や助教等の若い年代を 

中心とした教員補充に努めている。 

大学全体の教員（助手 10 名を含む。）の平均年齢は 50.7 歳で、年齢構成は 60 代以上 

が 26.3％、50 代が 29.8％、40 代が 24.6％、30 代以下が 19.3％で、現状、著しい偏りは 

なく、おおむね配慮されている。 

また、専任教員の男女比については、大学全体の教員114名の中で、男性60名（52.6％）、 

女性 54 名（47.4％）で、男女の比率は、ほぼ同率となっている。 

国際性については、外国人教員数は専任教員数 114 名（助手 10 名を含む。）のうち、7 

名で全体の 6.1％を占め、英語、中国語、韓国語の母語話者をそれぞれ 3 名、3 名、1 名 

配置し、外国語運用能力の向上と多言語・多文化理解によるグローバル人材の育成を目指 

している。 

 

評価項目③ 

教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教
員の資質向上につなげていること。 

＜評価の視点＞ 

・教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる組織的な取り組み
を行い、成果を得ているか。 

・教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るために、組織的な取り組
みを行い、成果を得ているか。 

・大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育活動、研究活動等
の活性化を図ることに寄与しているか。 

・教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授業の運営等が適
切になされるよう図っているか。 

 

＜教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教員 

の資質向上につなげていること。＞ 

 

（1）教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる組織的な取り組 

みを行い、成果を得ているか。 

 

本学では、教員の教育能力の向上及び授業方法の改善を図るため、教育開発センターを 

中心として全学的な視点から組織的にファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を実 

施している。 

また、本学では研究活動の活性化及び社会連携・社会貢献活動の充実を図るため、2024 

（令和 6）年 1 月に「大学としての FD の考え方・方針」を策定した（資料 6-10）。この方 

針では、教育に関する FD は教育開発センターが担い、研究に関する FD 及び社会連携・社 

会貢献に関する FD は大学運営会議が担う体制とし、教育・研究・社会貢献の各領域にお 

ける教員の能力向上を大学として組織的に推進することとしている。 
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教育に関する FD について、教育開発センターは FD の実施方針（資料 6-11）を定め、 

「研究者または実務家としての実績に基づく質の高い授業を展開できる教員の育成」を 

目的としている。具体的には、研究能力や実務能力、授業設計能力、ICT 活用能力、学生 

の学習意欲を高める教育方法、授業評価を活用した授業改善能力等の向上を目的とした 

研修を実施している。 

これらの方針に基づき、教育開発センターでは大学全体の FD 研修会を実施する他、各 

学部・学科、専攻、研究科のすべての単位において年度内に少なくとも１回以上の FD 活 

動を実施することを求めるとともに、全専任教員に対し、いずれかの FD 活動への参加を 

求め、参加状況を教育開発センターにおいて把握している。 

2025（令和 7）年度には、大学主催 FD 研修会を 4 回(うち１回は新任教員向け FD 研修 

会)実施したほか、学部・学科・専攻主催の FD 活動を 20 回、研究科主催の FD 活動を４回 

実施している。さらに、研究活動や学科運営の活性化を目的として人間科学部及び医療保 

健科学部において教員研究・業務報告会をそれぞれ 1 回実施した。 

これらの FD 活動では、アクティブ・ラーニングの導入、ICT や生成 AI の教育への活用、 

授業設計の改善、学生の学習意欲を高める教育方法等をテーマとして取り上げている。な 

かでも大学全体の FD 研修会終了後にはアンケートを実施し、研修内容に関連して教員が 

今後実践してみたい事項についての質問項目を設けており、「実践したい」「検討中」と回 

答した教員の割合は３回の FD 研修会における平均が 79.6％であり効果をあげていると 

いえる。さらに、具体的に実践してみたい内容は情報共有されている（資料 6-12 2025 年 

第 5 回教育開発センター資料報告 5.7.1、資料 6-13 2025 年第 10 回教育開発センター資 

料報告 10.3.1、資料 6-14 同報告 10.3.2）。また、授業評価アンケートの結果についても 

大学全体の「シラバス作成に関する研修会」の中で一部を報告し、授業方法の改善につい 

て組織的に取り組んでいる（資料 6-15 2026 年度用シラバス作成方法について（ハンドア 

ウト））。 

以上のように、本学では教育開発センターを中心とした組織的な FD 活動を通じて、教 

員の教育能力の向上を図るとともに、その成果を授業方法及び教育課程の改善に結び付 

ける体制を整備している。今後は、FD 活動による教育改善事例を整理し、全学的に情報 

共有することにより、教育課程及び教育方法の改善の取組を組織的に発展させる必要が 

ある。 

 

（2）教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るために、組織的な取り 

  組みを行い、成果を得ているか。 

 

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上を図るためには、それぞれの教員が自らの教 

育研究活動を整理して、その内容について、深く省み、今後の研究活動への動機づけを図 

ることが必要になる。 

教育研究活動や社会貢献の諸活動を活性化し、学内外の貢献度を向上する目的から、 

「北海道文教大学及び北海道文教大学大学院の教育・研究活動等の評価及び自己申告に 

関する申合せ」（資料 6-16）に基づき、各年度、教員個人より教育・研究活動等につい 

て、所定の様式に従った「教育・研究等に関する活動報告書」の提出を義務づけている。 
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この報告書をベースに、本学ウェブサイトの大学概要（資料 6-17【ウェブ】）、教員紹介 

（資料 6-18【ウェブ】）をアップデートし、教員の業績を広く公開している。 

さらに、2022（令和 4）年度から「重点研究助成」を実施し、本学独自の研究成果を発 

信できる研究者、研究チームの育成と活性化等のために、総額 2000 万円程度を確保し、 

専任教員から重点研究を募集して、選定委員会において選定、助成する仕組みを整えた 

（資料 6-19）。 

社会活動については、各学部や研究科の教員が包括連携協定を締結している恵庭市の 

ほか、各専門に併せて所属している学会や各職能団体等において重要な役割を担うとと 

もに、これらの経験などを教育や研究活動に活かしている。 

 

（3）大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育活動、研究活動 

等の活性化を図ることに寄与しているか。 

 

各年度、教員からの提出を義務付けている「教育・研究等に関する活動報告書」では、 

① 教育活動、②研究活動、③学内及び学外の貢献の 3 つについて、その概要を記載する 

とともに、各項目について点数化され、その合計点で表示する仕組みとなっている。 

この報告書は、各年度で対比することが容易であるため、個人の教育・研究活動等に関 

する自己評価の手段として活用されている。 

この報告書の提出の実施等により、その結果を教員の資質向上及び教員組織の改善・向 

上につなげている。 

 

（4）教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授業の運営等が 

適切になされるよう図っているか。 

 

2024（令和 6）年度から、教育開発センターは、学部の授業においてティーチング・ア 

シスタント（TA）となる大学院生を対象とした FD 研修会の実施報告を、各学科に義務付 

けている。2025（令和 7）年度はリハビリテーション学科において 1 回実施された（資料 

6-20 2025 年第 10 回教育開発センター資料 10.2.1）。 

なお、TA として採用された大学院生に対しては「TA ガイドブック」を作成し事前に配 

布するとともに、直接監督する授業科目担当教員が授業開始前に TA の役割や業務内容に 

ついて説明を行っている。 

本学では TA など教員以外の指導補助者が教育に関わる場合に、必要な研修の実施や業 

務内容の周知を行う体制を整えており、授業運営が適切に行われるよう組織的に取り組 

んでいる。 

 

評価項目④  

教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がって
いる取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な
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取り組みへとつなげているか。 

 

＜教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいるこ 

と。＞ 

 

（1）教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっ 

ている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

 

学部・研究科の教員組織については、教員組織を所管する総務課が教員組織の編制表を 

作成し、大学設置基準、大学院設置基準等に定められた必要専任教員数及び教授の数と比 

較して本学の教員数等がその基準を満たしているかについて、学長以下幹部職員が定期 

的に点検し、確認している。 

学科長は､教育について、学生からの授業評価アンケートなどを参考にしながら、教員 

の評価や指導等を行うとともに、研究の評価や社会貢献についても適宜確認している。こ 

うした教育、研究、社会貢献の 3 つの側面から随時確認を行い、教員に対し、適切な対応 

を行っている。 

また、自己点検実施主体である各学部や各研究科が自己点検を行い、毎年度、教員組織 

に関わる事項などついて点検と評価を実施し、当該事項における現状や課題等を適切に 

把握している。 

 

（2）点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的 

な取り組みへとつなげているか。 

 

学部・研究科の改編・設置に伴い教員人事を進める場合、また、各学部・学科等での採 

用・昇任人事を進める場合などに、当該組織で教員数が大学設置基準、大学院設置基準等 

に定められた必要専任教員数及び教授の数を満たしているかを学長以下幹部職員で確認 

し適正な人事を進めるようにしている。 

また、各学部・学科、研究科等の自己点検実施主体は、大学評価の結果に基づき、改善 

が必要と指摘されたものについては、その方策を講じることとしている。 

さらに、本学の PDCA サイクルの運用プロセスとして、大学全体レベルでは、大学運営 

に係る中期計画の策定を内部質保証組織である大学運営会議にて行う（Plan）。実行は各 

学部、各学科、各研究科等の学内組織にて推進する（Do）。その点検・評価は、大学全体 

に関しては点検・評価を総括することを目的に大学評価・IR 推進部で大学評価委員会を 

組織し、実施する（Check）。点検・評価の結果を踏まえて大学運営会議にて改善を促す 

（Action）といった運用をしており、点検・評価を踏まえた改善・向上の体制を整えてい 

る。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

2021（令和 3）年度は学内組織の統廃合を行い、学長のリーダーシップとガバナンスにより、 

役員、教職員が一体的に参画する教職協働の体制を強化した。2022（令和 4）年度以降は、こ 

の体制を継続し、同時に教員間の連絡調整をトップダウン、ボトムアップの双方から実施でき 
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る組織として各種委員会を整備し、今後に向けて PDCA サイクルの確立に向けた取組を継続し 

ている。 

こうした取組に基づき、学長のリーダーシップの下、教員組織についても恒常的に点検・評

価を行い、必要に応じ組織の改編を実施している。また、教育、研究、社会貢献の質向上に向

けて、ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動や授業改善などに全学的に取り組んでい

る。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

大学としては、求める教員像や教員組織の編制方針等を定めており、学部・研究科等の教育 

課程、学生収容定員等に応じた教育研究上必要な規模の教員組織を設けている。 

また、組織ごとに、教員の資格、専門分野、年齢構成、国際性、男女比等を考慮しつつ、十 

分な教員を配置し、教育と研究の成果を上げる教員組織を構築している。さらに、ファカルテ

ィ・ディベロップメント（FD）活動による教員の資質向上の取組、教員の教育活動、研究活動、

社会活動等の評価、指導補助者に対する研修を組織的に実施することにより、教員の各種活動

の活性化や向上につながっている。 

本学における教員・教員組織に係る適切性は、自己点検・評価によって定期的に検証がなさ

れ、学部学科の改組をはじめとした改革も含めて、必要な改善・向上に取り組んでいる。 
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第７章 学生支援（基本情報一覧） 
 

学生支援に関する方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

学生支援に関する方針 

 

留学生の受け入れ 

 

キャリア形成 

 

障がい学生支援 

 

留学生等支援 

 

海外留学奨学金 

 

公開講座 

 

私費外国人留学生学費減免制

度 

協定校一覧 

 

オフィスアワー 

 

北海道文教大学奨学金 

 

北海道文教大学鈴木武夫奨学

金 

北海道文教大学篤志奨学金 

 

北海道文教大学緊急支援学費

等減免 

入学検定料、学費等納付金 

 

ハラスメント 

 

課外活動（サークル）団体一覧 

 

卒業時アンケート 

7-1【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/studentsupport 

7-2【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/abroad/inbound 

7-3【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/job/guidance/recture_univ 

7-4【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/health/handicap 

7-5【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/abroad/study_abroad 

7-6【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/abroad/study_abroad/guidance 

7-7【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/extensionlecture 

7-8【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-20_2021.pdf 

7-9【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/abroad/partner-school 

7-10【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/news/adviser 

7-11【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-12_2021.pdf 

7-12【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-13-2.pdf 

7-13【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-15-2.pdf 

7-14【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campuslife/pdf/regulation-43_2021.pdf 

7-15【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/tuition/fee 

7-16【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/news/harassment 

7-17【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/campus_life/activities/index 

7-18【ウェブ】北海道文教大学ホームページ 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/edc 

備考： 
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第７章 学生支援（本文）       
1．現状分析 

基準７ 学生支援 

評価項目① 

学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を整備し、適切に実施してい
ること。 

＜評価の視点＞ 

・学生支援に関する大学としての方針に基づき、各種の学生支援体制を整備し、教員と職員
がそれぞれ役割を果たしながら支援を行っているか。 

・各種の学生支援にあたり、専門的な知識・能力や経験を有する者を含む必要なスタッフを
配置しているか。 

・学生支援に関する情報を学生に積極的に提供するとともに、その支援は学生の利用しやす
さに配慮しているか。 

［修学支援（学習面）］ 

・学生が能力に応じて自律的に学習を進められるようサポートする仕組みを整備しているか
（補習教育、補充教育、学習に関わる相談等）。 

・障がいのある学生や留学生の実態に応じ、それらの学生に対する修学支援を行っているか。 

・学習の継続に困難を抱える学生（留年者、退学希望者等）に対し、その実態に応じて対応
しているか。 

・遠隔授業をはじめ教育等でＩＣＴを活用する場合は、ＩＣＴ機器の準備や通信環境確保等
において学生間に格差が生じないよう、必要に応じて対応しているか（機器貸与、通信環
境確保のための支援等）。 

・ＩＣＴを利用した遠隔授業を行う場合にあっては、自宅等の個々の場所で学習する学生か
らの相談に対応するなどの学習支援を行っているか。また、学生の通信環境へ配慮した対
応（授業動画の再視聴機会の確保等）を必要に応じて行っているか。 

［修学支援（経済面）］ 

・学生に対する経済的支援（授業料減免、学内外の奨学金を通じた支援等）を、学生の実態
等に応じて行っているか。 

［生活支援］ 

・学生の心身の健康、保健衛生等に関わる指導相談を、学生の実態に応じて行っているか。 

・学生の孤立化を防止するため、人間関係構築につながる措置（学生の交流機会の確保等）
を必要に応じて行っているか。とりわけＩＣＴを利用した遠隔授業を行う場合において配
慮しているか。 

［進路支援］ 

・各学位課程（学士課程、修士課程や博士課程など）や分野等における必要性、個々の学生
の特性等に応じ、就職支援のほか、職業的自立に向けたキャリア教育・キャリア形成支援
等の進路支援を行っているか。 

［その他支援］ 

・上記のほか、部活動・ボランティア活動等の正課外における学生の活動への支援など、必
要に応じた支援を行っているか。 

［学生の基本的人権の保障］ 

・ハラスメント防止、プライバシー権の保障や苦情申立への対応など、学生の基本的人権の
保障を図る取り組みを行っているか。 

＜大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する大学としての方針の適 

切な明示＞ 

本学では、大学の理念・目的にもとづく人材の育成を実現するため大学を「人間づくりの

場」として捉え、学生一人ひとりを大切に、大きな大学にはできない行き届いたケアで、学

生自身の個性・能力を伸ばすことに主眼を置いている。行き届いたケアというのはすなわち

学生一人ひとりに対してきめ細かく面倒見のよい支援を行うことにある。これに基づいて
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「学生支援に関する方針」を定め、本学ホームページで公表している（資料7-1【ウェブ】

北海道文教大学ホームページ）。「学生支援に関する方針」では、修学支援、生活支援、正

課外活動支援、進路支援、障がい学生支援、留学生支援に関して、それぞれの方針を定めて

いる。 

 

＜学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されているかま

た、学生支援は適切に行われているか。＞ 

評価の視点 1：学生支援体制の適切な整備 

評価の視点 2：学生の修学に関する適切な支援の実施 

       ・学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

       ・正課外教育 

       ・オンライン教育を行う場合における学生の通信環境への配慮 

（通信環境確保のための支援、授業動画の再視聴機会の確保など） 

       ・留学生等の多様な学生に対する修学支援 

       ・障がいのある学生に対する修学支援 

       ・成績不振の学生の状況把握と指導 

       ・留年者及び休学者の状況把握と対応 

       ・退学希望者の状況把握と対応 

       ・奨学金その他の経済的支援の整備 

       ・授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

評価の視点 3：学生の生活に関する適切な支援の実施 

       ・学生の相談に応じる体制の整備 

       ・ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）防止のための  

体制の整備 

       ・学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

       ・人間関係構築につながる措置の実施（学生の交流機会の確保等） 

評価の視点 4：学生の進路に関する適切な支援の実施 

       ・キャリア教育の実施 

       ・学生のキャリア支援を行うための体制（キャリアセンターの設置等）の 

整備 

       ・進路選択に関わる支援やガイダンスの実施 

評価の視点 5：学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施 

評価の視点 6：その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な実施 
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評価項目② 

学生支援に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・学生支援に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がって
いる取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、学生支援に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な
取り組みへとつなげているか。 

 

＜学生支援体制の適切な整備＞ 

 本学では、法人、大学企画調整部、各センター（保健管理センター、教育開発センター、

キャリア教育センター、国際交流センター、教職センター）、事務局（教務部、学生部、図

書館事務室、就職部）、関係委員会（教務委員会、学生委員会、就職等支援委員会、障がい

学生支援委員会、保健管理センター運営委員会、国際交流委員会）が、学部・学科・研究科

と連携を保ち、「修学支援」、「生活支援」、「正課外活動支援」、「進路支援」、「障が

い学生支援」、「留学生等支援」に関する方針のもと、学生一人ひとりが充実した学生生活

を送り、学修に専念することができる環境を整備し、学生の人間的成長と自立を促すための

支援を行う体制を構築している。 

 留学・国際交流については、国際化推進ビジョンにより趣旨が明確化され国際交流委員会、

国際交流センター並びに国際交流室が、国際交流、留学、及び留学生の受け入れを担当して

いる（資料7-2【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

 修学支援については、主に学内の学修環境と、経済面での支援を謳っており、教務委員会、

及び教務部で教務・学修支援を担当し、教職センターで教職の履修支援を担当している。そ

して、図書館における図書・雑誌の貸出等の学修支援も学生の学修には欠かせなく、図書館

を授業日程の期間は平日では9:00から21:30まで、土曜日は9:00から14:00まで使用可能に

している。また、休業期間（夏季、冬季、春季）に平日17:00まで開館している。これらに

よって、学生の自主的な学習、卒業研究、国家試験勉強などができるように、また夜間に登

校する大学院生が利用できるようにしている。さらに、ゼミでの討論や発表などを行うため

のグループワークルームが図書館内に設置されている。 

生活支援については、身体面、精神面での健康維持・増進をはかるとともに学生の生活面

での支援を行っており、学生委員会、及び学生部、保健管理センター、国際交流室で、学生

生活、学費・奨学金、学生厚生、健康に関する支援を行っている。 

 正課外活動の支援については、学生個々の能力を錬成し、充実した学生生活を営むことが

できるように正課外活動を積極的に推奨し、豊かなキャンパスライフを送るための支援を

行っており、学生委員会、及び学生部が中心となり、学生厚生、正課外活動（部活動等）に

関する支援を行っている。 

 進路支援については、就職のために必要な、職業人としての意識の醸成や就職活動のため

の支援を行っており、就職等支援委員会が中心となり、就職部及びキャリア教育センターと

共に進路、就職、キャリア形成の支援等を行っている（資料7-3【ウェブ】北海道文教大学

ホームページ）。 

 障がい学生支援については、入学試験における配慮、入学から卒業までの修学に関する事

項、進学や就職に関する事項において、障がいのない学生と等しく学生生活が送れるよう修
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学機会を確保するものであり、障がい学生支援委員会が中心となり、所属する学科の教員と

教務部、学生部、保健管理センターが連携して修学・生活支援等を行っている（資料7-4【ウ

ェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

留学生等支援については、まず、本学生における留学については、海外研修を積極的に設

置するなど全学的な研修分野でのグローバル化を進めていくため、所属する学科の教員と

国際交流委員会、国際交流センター並びに国際交流室が連携して留学のための支援を行っ

ている（資料7-5【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。また、留学生への支援は、留

学生・日本人学生、そして教職員が常にコミュニケーションを図れることを大切にし、豊か

な学生生活が送れるよう、国際交流委員会、国際交流センター並びに国際交流室が留学生の

受け入れを担当している（資料7-2【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

 

＜学生の修学に関する適切な支援の実施＞ 

（1）学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

人間科学部においては、学生の学習状況、家庭状況等、必要な情報を学科教員で共有し、

特に支援の必要な学生に対し、各科目担当者、アドバイザー等で多角的に学びの支援を行っ

ている。 

国際学部においては、入学前教育として、高校英語の基礎学力を確認・強化を図るため e-

learning 課題を導入している。学生の能力に応じた教育として、各科目における少人数教

育を実施しており、一部英語基礎力の補強のため習熟度別クラスによる対応も行っている。

また、学期授業開始前に行っている一斉 TOEICテストにより、習熟度クラス分けを実施して

いる科目もある。 

 医療保健科学部においては、入学前教育としてe-learning課題を導入している。学生の能

力に応じた教育としては、演習科目における少人数指導の実施、学習状況が不十分な学生へ

の個別指導の実施、クラスアドバイザーによる定期的な面談による学修支援の実施、授業欠

席の多い学生に対する個別指導、保護者との連携などを実施している。 

 看護学科では学生の能力に合わせて、臨地実習後も補習教育を行っている。また、持病が

ありあらかじめ申請のあった学生については、合理的配慮として可能な範囲で学生の体調

が回復したのちに補習学習を行ったり実習配置を考慮するなどを実施した。 

 

（2）正課外教育 

本学の特徴として、資格取得が可能な大学であり、各学科で高い国家資格試験合格率を維

持するため、また、各学部・学科の特徴を活かすために正課外教育を以下の通り行っている。 

①人間科学部においては、80年以上も前から栄養教育を始めた歴史を持ち、人々の暮らし 

を改善し、豊かにしたいという使命感が根底にある。 

・健康栄養学科においては、「人に寄り添う心を持った管理栄養士」を育成することを目指

している。そのため国家試験対策として、1年次から着実に知識を積み上げられるカリキ

ュラムを実施し、模試の実施等を繰り返し、専門家の分析による講座などを開講してい

る。また、学科の正課外活動として「商品開発Lab.」では、企業と共同開発を行い商品

化するなど学科の特徴にあった企画も実施している。 
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・こども発達学科においては、未来をつくる子供の個性を活かす人を育成することを目指し

ている。そのため時代が求める保育者・教育者の養成として、一人ひとりの目指す進路

に合わせたサポートを充実させるべく教員採用試験対策（通称、教採講座）、公務員試

験対策講座などを開講している。 

 

・理学療法学科においては、豊かな人間性と健全な社会性を有し、広い専門知識と技術を身

に付け、対象者に対して適切な理学療法を施行できる人材を養成することを目指してい

る。対象者の気持ちや環境に配慮した理学療法士を育成するために、1年次から段階的に

テストを実施し、その後のフォロー体制の充実を図っている。 

 

・作業療法学科においては、医療技術者教育については、高度な知識・技術の習得はもちろ

ん、社会の変化に応じた学際的で教養豊かな人間性を養うことが重視される。人間性豊

かで、幅広い知識を有し、地域リハビリテーションのリーダーとなる作業療法士の育成

を目的としている。国家試験対策として、1年次から少人数での対策講座などを取り入れ、

段階的にテストを実施することで苦手な分野の克服など確実に知識を積み重ねられるよ

うフォロー体制の充実を図っている。 

 

・看護学科においては、ヒューマンケアの基本的な能力及び看護の専門知識を活用した実践

能力、学修への主体性を有し、自律的な行動ができ、専門職者として研鑽し続ける基本

的な能力及び社会の一員としての責任を身につけた人間性豊かな人材を輩出する看護基

礎教育を目指している。主体的に学ぶための基盤となる時間管理などを含む社会人基礎

力を身に着けた看護師を輩出するため、アドバイザー教員や国家試験対策専門講師によ

る完全サポート体制を敷いている。 

 

②国際学部においては、世界及び地域社会の発展に貢献できる人材を育成することを目 

指している。そのため世界が抱える課題解決、異文化コミュニケーション力の育成のため、

TOEIC及び中国語検定の資格取得に力を入れている。特にTOEICについては授業においても

TOEIC Preparationを開講し、さらに対策授業や対策教室、及び学内試験を実施している。

また、海外留学を助成する奨学金制度を設けている（資料7-6【ウェブ】北海道文教大学ホ

ームページ）。 

 

③医療保健科学部においては、人生100年時代と言われる時代において、医療は従来から大 

きく変化している。そうした変化に柔軟に対応できる新時代の医療人材を育成することを

目指している。 

 

・看護学科においては、看護の対象は「人」であるという考えのもと、コミュニケーション

能力を基盤に、患者さん、高齢者や障がいを持つ方へ寄り添うことのできる豊かな人間

性を育むことを目指している。看護師の国家資格取得のため対策講座を開講し、模擬試

験を繰り返すことで確実に力を身につけるよう充実させている。 
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・リハビリテーション学科においては、健康の増進や維持に関わる幅広いリハビリテーショ

ンを理解し、予防医療の観点から地域医療の中核を担える人材育成を目指している。国家

試験対策として、1年次から少人数での対策講座などを取り入れ、段階的にテストを実施

することで苦手な分野の克服など確実に知識を積み重ねられるようフォロー体制の充実

を図っている。 

 

これらの各学部・学科の取り組みに加え、学内の各部署及び各センターにおいても正課外

教育の役割を担っている。「教職センター」では、教員採用試験対策講座を実施しており、

「就職部」では、資格支援講座、就職支援講座を設け、キャリア形成と就職支援に向けた講

座を開設している。 

「国際交流センター」では、国境を越えた学びの機会を求める学生たちのために、国際交

流できる環境を整えている。その一環として、近隣に住む海外出身の方と学生の交流を目的

とした交流会を行っている。また、申し出があった外国人留学生に対し、日本人学生が日本

語学習のサポート、日常生活における各手続きの手助け等を行うことを目的としてカンバ

セーションパートナー制度を設けている。 

「子育て教育地域支援センター（通称：文教ペンギンルーム）」は、核家族化や少子化が

進んだことで、子どもを持つ親が、不安や悩みを打ち明けられる子育て経験豊かな相談相手

を、身近で見つけ難くなっており、そうした問題の解決を目指して開設されている。スタッ

フには、子育て支援・教育臨床活動を担う専門家を中心に、本学のこども発達学科をはじめ、

人間科学部全学科の教員が参画しており、地域の乳幼児を持つ親や子ども同士の交流の場

として、また、将来、子どもの教育に携わりたいと考えている学生の学びの拠点として利用

している。 

「地域創造研究センター」は、地域の課題解決に向けた政策研究を展開し、地域の活性化

に寄与するとともに、先駆的な地域政策を地方から提起していくことを目的に2023（令和5）

年4月に新規設立された。新たな感染症の脅威やウクライナへの軍事侵攻等、人々の想像を

遥かに超える変化や、これまでの経験や常識が通用しない複雑多岐な時代の下で、我が国で

は、想定を越える厳しい人口減少が続いている。地方大学においては「新たな地域社会をど

のように構築していくのか」という難しい政策命題が突きつけられている。その難題の解決

に向けて、地方の持つ多様で柔軟な力を引き出しながら、地域自らで解決していく知的な力

を、地域自らが醸成していくことが求められている。そのためには、地方の大学が持つアカ

デミックな資源や力を活かした、「新たな知の創造の仕組み」を地域自らが構築していくこ

とが、重要なテーマとなっている。設立記念フォーラムの開講、ウクライナ侵攻問題をテー

マにした公開講座の開設を通して授業外での学生への学修の機会、学修への動機づけ、地球

規模で物事を考える力を養成することを図り、世界及び地域社会の発展に貢献できる人材

育成を図っている。 

さらに本学では、地域社会に開かれた大学として2025（令和7）年度公開講座を定例講座

27件、特別講座6件、全33講座開設し、学生も参加可能として授業外での学生への学修・学

習への動機づけ、教養力、教師力の育成などを図っている（資料7-7【ウェブ】北海道文教

大学ホームページ）。 

 看護学科が中心となりリハビリテーション学科、健康栄養学科、こども発達学科の学生も
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含んだ課外活動として、障がいを有する児童への発達支援活動である「スマイルプロジェク

ト」を実施している。これは教員と学生との協働で実施しており、医療的ケアが必要な子ど

もたちやその家族を支援することを目的とした、学際的な地域連携活動である。具体的な活

動内容は、チャリティーイベントへの参加として「メイク・ア・ウィッシュ・オブ・ジャパ

ン チャリティー・ラン&ウォーク」などのイベントに参加し、支援活動を行っている。 ま

た地域交流イベントの開催として「つながるカフェany」でのキャンドルづくりなど、地域

住民との交流を深めている。 さらに学術的な取り組みとして障がい児（者）への発達支援

に関する研究や報告書の作成などの活動も行っている。  

 

（3）オンライン教育を行う場合における学生の通信環境への配慮（通信環境確保のため

の支援、授業動画の再視聴機会の確保など） 

2019（令和元）年度に学内におけるすべての教室、研究室等において、無線LAN環境の整

備を行った。この整備により学生は学内においてどこからもインターネット、図書館のデー

タベース、電子ジャーナルや電子書籍にアクセスできるようになり学習支援環境が整えら

れた。 

新型コロナウイルス感染症以降は、大学からの連絡方法として、学生全員に大学が付与し

たアドレス（Gmail）を通じたメール配信や、在学生向けの連絡ツールとして「お知らせサ

イト」を開設するといった対応を図り現在に至っている。 

また、教育用プログラムG Suite for Educationを導入し、遠隔授業等の対応を継続して

図っている。この教育プログラムでは、学生が保有するアドレス（Gmail）を使い学生と安

全にメールのやり取りが可能であるため、伝え忘れや聞き忘れなどの対応や課題の出題・提

出などの対応を図っている。 

また、無線LAN環境には危険性もともなうため、2025（令和7）年においても全学共通科目

である「総合教養講座」の中で、1年生を対象としたサイバーセキュリティについて学ぶ機

会を設けている。 

 

（4）留学生等の多様な学生に対する修学支援 

本学では、学生と教員の人間的な触れ合いを深め、学生生活全般、修学及び進路等につい

ての個別指導を入学時から行い、大学教育の効果を高める為に、指導教員制度を設けている。

この制度は、教員が学生に対し4年間の修学及び学生生活全般について日常的に相談に応じ、

助言を与える学生指導上のシステムである。学生各自の指導教員は、入学時から各学科の専

任教員が担うことで、常にコミュニケーションを大切にして豊かな学生生活が送れるよう

に配慮している。 

本学の留学生への支援は、主に国際交流センター並びに国際交流室が行っている。「憩い

の場」をコンセプトとしている国際交流センターは、留学生・日本人学生、そして教職員が

交流できる場所として設立された。 

留学生には、授業のある日には必ず国際交流センターに立ち寄ってもらい、健康状態や近

況などを把握するために出席簿を用意している。また、経済的に就学困難な私費外国人留学

生に対し、「北海道文教大学私費外国人留学生学費減免制度」により学費のうち授業料を減

免（減免率最大 40％）している。なお、これらは「留学生のための修学支援ハンドブック」
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として本学ホームページにて公表している（資料 7-8【ウェブ】北海道文教大学ホームペー

ジ）。 

本学は積極的に海外との交流活動を展開しており、2025 年度 9 の大学等と新規に協定を

締結し、2026（令和 8）年 1 月時点で 54 の大学等との協定を取り交わしている（資料 7-9 

【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

これまでの国際学部における海外短期研修に加えて、2023（令和 5）年度から、医療保健

科学部がイギリスを訪問し、「海外の研修先の生活等を肌で感じ、国際的視野を養う実践参

加型(模倣形式)の学習プログラムを配置し、言語・歴史・社会体制などの違いに起因する文

化間の壁を乗り越え、課題を解決するための実践的な学び」を目的とする海外短期研修を実

施（2025年度：2026 年 2月 28日（土）～3月 9日（日））している。 

さらに 2024（令和 6）年度から全学部合同で、「本学とイタリア食科学大学（University 

of Gastronomic Sciences、以下 UNISG）の協力協定に基づき、「食科学」（ガストロノミッ

ク・サイエンス）を専門とする UNISGの特徴的な教育プログラムやイタリアの食文化体験を

通じて、持続可能性や地域活性に関する国際的な視点を養うこと」を目的とする短期研修を

実施（2025年度：2025年 9月 13日（土）～9月 21日（日））しており、全学的に海外研修

を積極的に設置するなど研修分野でのグローバル化を進めている。 

また、野球などの競技スポーツの国際交流振興に力を入れており、2026（令和 8）年 2月

に短期海外研修の機会に国際学部に在籍する学生 14人がマレーシアを訪問し、交流を通じ

て語学研修を行うなど国際協力の推進を進めている。 

本学では、渡航先の大学の授業料を支払わずに留学に行ける「交換留学」を可能としてい

る中国語圏協定大学がある。留学を希望する学生は、「北海道文教大学学生の留学に関する

規則」により、教授会の承認及び学長の許可が必要となる。なお、休学期間中の留学または

海外語学研修であっても、単位として認定される場合がある。これらは「留学の手引き」並

びに「留学生ハンドブック」として本学ホームページ上でも公表している。このような経験

を踏まえ、現状 9大学（中国圏）と 2+2編入学を実施しており協定大学との交流を一層活発

化させていく。 

 

（5） 障がいのある学生に対する修学支援 

2021（令和3）年11月に「北海道文教大学障がい学生支援に関する基本方針」が制定され

た。この基本方針により、入学から卒業までの修学、進学や就職に関する事項において、障

がいのない学生と等しい修学機会を確保することや、支援を求める意思のある障がい学生

に対して、入学前から適切に対応することを方針としている 

支援体制として、入学前は入試委員会、在学生に対しては障がい学生支援委員会を設けて

いる。併せて、障がいのある学生が支援を希望した場合の必要事項として「北海道文教大学

障がい学生支援に関する申し合わせ」を定めた。これらの体制については「障がい学生支援」

というリーフレットを全学生に配布し、また、ホームページ上で公表することで広く周知を

図っている（資料7-4【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

なお、従来から障がい、持病のある学生の情報は、個人情報に配慮しながら各学科内で対

処方法及び連絡先を共有化し不測の事態に備えている。また、修学支援は以下のように行っ

ている。 
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①聴覚障がい：教室内座席の配慮、文書・情報提示機器による提示を行っている。 

②発達障がい：本人の希望する対応を聞き取り、可能な範囲で配慮を行っている。 

③内部疾患：定期的に面談を行い、状況把握に努めている。 

いずれの場合も、学生部または保健管理センターが窓口になり、学生からの申請、希望す

る支援内容に基づき、「障がい学生支援委員会」の下部組織である「個別支援チーム」が具

体的な配慮内容を示し、当該学生が受講する授業担当者に依頼し、各学科、教務部、学生部、

保健管理センターが連携して修学支援を行っている。 

 

（6）成績不振の学生の状況把握と対応 

 本学では、GPA（成績評定平均値）に関する取り扱いについて、学修指導計画として各学

科において、GPAに基づく修学指導の計画を策定し学生の修学指導を行うことが定められて

いる。そのため、アドバイザーが学生の状況を把握しながら修学指導を行えるよう、ポータ

ルサイト（WSDB）によって学生の成績状況（GPA含む）や取得単位数の確認、授業出席状況

の確認ができるようになっており、各学科では成績不振の学生の状況把握と対応を行って

いる。また、一度でも GPA が 1.0 となった学生については、教務部から教務委員会に報告

し、各学科が早めに修学指導を行えるようにしており、各学科が対応した修学指導状況につ

いても確認を行っている。特に、出席状況を速やかに把握することが、学生一人ひとりの学

習意欲を知るうえで重要であるとの認識から、全教員に対して出欠の速やかな入力を促し、

リアルタイムで学生自身が確認できるようになっている。これにより留年の可能性がある

学生や、成績不良の学生、また、留年した学生に対しても学習状況を把握し、指導や助言を

行える体制を整えている。 

なお、積極的に学生と教員のコミュニケーションを図るため、あらかじめ設定する時間帯

（週 2回以上）に専任の教員が研究室で待機し、質問や相談を受けやすくするオフィスアワ

ーを定め、ホームページ等に時間帯を公表し、希望に応じて学生との面談に応じている（資

料 7-10【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

 

（7）留年者及び休学者の状況把握と対応 

 留年者については、アドバイザーが学生本人と密に連絡を取り合い、日常的な生活状況、

各科目の修学状況、成績等を確認しきめ細かい指導を行っている。必要に応じて、学修状況

について保護者への報告等により連携を図っている。また、教員間においては、学科会議等

にて適宜情報を共有し早期に対応にあたっている。 

 休学者については、アドバイザーが学生本人に連絡し、修学状況や成績を確認した上で指

導を行っている。やむを得ず休学する場合は、アドバイザーが所見を記入し、学科での確認

の上、学生委員会並びに教授会に諮り、慎重に審議したうえで承認を行っている。 

 いずれにおいても、学科内における教員間での学修状況に関する情報交換が密に行われ

ている。 

 

（8）退学希望者の状況把握と対応 

退学希望者の対応については、学生本人からの願い出・事由をもとにアドバイザーが学生

本人と面談・電話などで内容を確認した上で指導を行っている。また、最終的には保証人へ
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の確認を行った後、やむを得ず退学する場合は、アドバイザーが所見を記入し、学科での確

認の上、学生委員会並びに教授会に諮り、慎重に審議したうえで承認を行っている。 

 

（9）奨学金その他の経済的支援の整備 

 奨学金及び経済的支援については、本学独自の制度を設けている。 

①「北海道文教大学奨学金」（資料 7-11【ウェブ】、北海道文教大学ホームページ） 

・資質の高い学生の育成を目的として 2年生以上の成績優秀者に対する奨学金。 

・文化・スポーツ振興に寄与することを目的とした 2 年生以上の課外活動優秀者に対する

奨学金。 

・就学継続の熱意があり、成業の見込みがあるにもかかわらず経済的理由により修学が困難

なものに対する奨学金。 

②「北海道文教大学鈴木武夫奨学金」（資料 7-12【ウェブ】、北海道文教大学ホームページ） 

・成績優秀な学生で経済的理由により学業の継続が困難な最終学年のものに対する奨学金。 

③「北海道文教大学篤志奨学金」（資料 7-13【ウェブ】、北海道文教大学ホームページ） 

・成績優秀な学生で経済的理由により学業の継続が困難な最終学年のものに対する奨学金。 

 

 「北海道文教大学奨学金」については、学生委員会において選考のうえ、教授会の議を経

て学長が決定する。また、「北海道文教大学鈴木武夫奨学金」「北海道文教大学篤志奨学金」

については、それぞれの選考委員会の議を経て学長が決定する。 

 さらに、学生及び入学予定者が天災地変の罹災等による経済的理由により就学が困難で

あると認められた者に対して、学費等を減免し修学を支援する制度を設けている。 

 

④「北海道文教大学緊急支援学費等減免」（資料 7-14【ウェブ】、北海道文教大学ホームペ

ージ） 

・学費負担者が災害救援法、天災融資法等の適用を受ける地震・火災・風水害等の被害、若

しくはこれらの災害に準ずる程度の被害により家計が急変し、修学が困難になったもの

への減免措置。 

 

この経済的支援については、入学予定者は入試委員会、在学生については学生委員会にお

いて選考のうえ教授会の議を経て学長が決定する。 

この他、高等教育無償化新制度申請支援、日本学生支援機構奨学金制度（給付・貸与）、

地方公共団体及び民間育英団体等の奨学金及び経済的支援がある。 

 

（10）授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

 入学検定料及び学費等の納付金については、本学ホームページや「学生便覧」に掲載し、

周知を図っている（資料 7-15【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

また、奨学金・学費減免制度に関する情報提供についても同様に、ホームページ、学生便

覧を利用し、周知を徹底している。特に日本学生支援機構奨学金の説明会については、オリ

エンテーション時に実施している。さらに、家計急変や災害の場合は、すぐに学生部に出向
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くことができるように、当該学生への連絡だけでなく、各学科のアドバイザーを通じての呼

び掛けも行っている。 

なお、2020（令和 2）年度から開始された高等教育の修学支援新制度については、新入生

オリエンテーション及び日本学生支援機構奨学金の春・秋の募集時に周知を行うとともに

多くの学生が申請・対象となっている（2025（令和 7）年度実績：対象学生 499名（実人数）、

減免交付金額 303,992,000円）。 

 

＜学生の生活に関する適切な支援の実施＞ 

 

（1）学生の相談に応じる体制の整備 

 保健管理センター内に学生相談室（カウンセリング）を設置し、双方で連携し学生の生活

支援、修学支援などにあたっている。学生相談室では、ホームページ、学生便覧に公表して

いるように、カウンセラー（外部の臨床心理士）2名が対応している。開設時間は週 2回（原

則予約制ただし、空きがある場合、緊急の場合は常時）10:00から 16:00までとなっている。

特別事情がある場合には、電話による相談も受け付けている。 

2025（令和 7）年度学生相談室における相談件数（のべ件数）は 174件であり、全学生数

の 9.4％に相当する学生が相談室を利用している。相談内容は、「自分自身への不安」「心と

体の健康」「対人関係」などが多いが多岐にわたっている。相談室の利用が比較的少ないの

は、各学科のアドバイザーが中心となり各学科においてカバーしているケースが多いこと

が本学の特徴でもある。また、 

必要に応じて外部医療機関や行政機関等への紹介や連携を行い、解決のための心理・行動

的援助による学生生活全般での支援を実施している（資料 7-31）。 

これらの状況については、保健管理センター運営委員会へ報告・討議される。なお、年度

初めにオリエンテーションでの説明や「学生相談室案内」を掲示して、学生への周知を図っ

ている。 

 

（2）ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）防止のための体制の整備 

「学校法人鶴岡学園ハラスメント防止等に関する規程」及び「同細則」を制定し、セクシ

ュアル・ハラスメント及びパワー・ハラスメント並びにアカデミック・ハラスメントなどあ

らゆるハラスメントの根絶を目指し、その防止・排除に全学園を上げて取り組んでいる。ハ

ラスメントの防止等の適切な実施を期するため、「ハラスメント防止・対策委員会」を置い

て対応している。また、これらのハラスメントの相談窓口としてハラスメント相談員を設置

しており、防止のための広報や啓蒙活動等に努めている。そのメンバーは、ホームページ上

で公開されている（資料 7-16【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

 

（3）学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

 心身の健康保持については「保健管理センター」を設置しており、専任教員のセンター長

（医師）、副センター長、常勤保健師（看護師）それぞれ 1名で構成されている。開室時間

は 9:00から 17:00だが、保健師（看護師）は 8:45から 17:30まで在室しているため、緊急

時の対応はこの間で行っている。 
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定期健康診断については問診票等の事前配布や健康診断会場の配置見直しなど、スムー

ズに実施できるよう改善と充実を図ってきた。2025（令和 7）年度の健康診断受診率は 98％

と常に高い数字で推移している。 

健康診断の結果、所見のあった学生には受診勧奨や保健指導などを行うとともに入学時

の調査書で健康面に心配や不安があると記載のあった学生については、面接を行うことで

健康状態を把握している。 

感染症予防対策としては、病院実習等が必須である 3学科（健康栄養学科、看護学科、リ

ハビリテーション学科）の新入生に小児感染症（麻疹、風疹、ムンプス、水痘）や B型肝炎

等の抗体検査のみ初回無料（大学負担）で行っている。抗体価が基準値に満たない学生に対

しては学内で集団でのワクチン接種を年 3 回行い、その後の抗体検査も実施している。ま

た、全学生及び教職員を対象としたインフルエンザワクチン接種も実施している。 

大学生活の中で発生した傷害や学生本人が他者の身体や財物に損害を与えたために発生

する損害賠償を補うための学生教育研究災害損害保険や学生教育研究災害損害保険付帯賠

償責任保険に全学生が加入している。 

一方、教職員を対象とし、年 1 回研修会を開催している。（2026 年 3 月 18（水）実施：

「障がい学生支援における合理的配慮について」） 

 学生相談室では、学生生活を送る上での悩みや不安を抱えた学生に対し、非常勤の公認心

理師 2名によるサポート体制を整え、その解決のための相談に応じるとともに、学生の人間

形成や自己実現への援助も行っている。また、学生への相談援助のみならず、保護者や担当

教員に対しても学生への対応等に関わる支援を行っており、必要に応じて医療機関への受

診を勧め、診療情報提供書などで連携を図っている。 

学生並びに教職員への心身の健康については、禁煙、飲酒、薬物、季節に応じた諸注意（夏

の熱中症の症状と対策）などの掲示、学生便覧を通じて健康増進のための働きかけを行うこ

とで健康への注意喚起を促している。 

学生の食生活改善のために、北海道文教大学後援会の助成により健康と食の支援、及び困

窮学生支援を目的とした、『朝食が 100円で食べられる企画「100円朝食」』を年間約 100日

間実施している。さらに『昼食が 100円で食べられる企画「100円ランチ」』、『10円でおに

ぎりが食べられる企画「10円おにぎり」』を毎年数回実施している。 

 

（4）人間関係構築につながる措置の実施（学生の交流機会の確保等） 

新入生オリエンテーションプログラムの中に「新入生宿泊研修」が組まれている。さらに、

1 年生必修科目「総合教養講座」の一環として、地元・恵庭市で長くエコロジーや SDGs に

ついてのさまざまな活動を行っている「えこりん村」の協力を得て「新入生研修」を行って

いる。いずれもグループワーク等の実施により、入学した学生が先輩学生や学生同士のコミ

ュニケーションを深め、円滑な学生生活の構築に役立てている。 

 また、学友会主催により大学祭（恵華祭）や新入生歓迎会、体育祭、クリスマスパーティ

ーなど、年間いくつかのイベントが企画されている。これらのイベントへの参加率が、概ね

30％を示しており学生同士の交流機会になっている。 

 

＜学生の進路に関する適切な支援の実施＞ 
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（1）キャリア教育の実施 

 進路支援は、就職活動に伴う支援のみではなく、入学時からのキャリア教育が極めて重要

である。入学した学生が卒業するまでの期間に「職業と人生」の観点から、人生の意義を考

え、生きていく方策を発見できるようにさせることにある。そのために必要な知識・技能を

積極的に身につけ、学生生活を終える時に大学で学んだことがどのように社会で役に立つ

のか関連付けられるようにさせる必要がある。 

 本学では次のステップを設定し、これらの各ステップにおける具体的な指導・内容をまと

めたものを「キャリアデザイン・プログラム」として次のように実施している。 

一年次には、学生生活の目標を持たせるために、進路選択指導をメインとするキャリアガ

イダンスを行う。必修科目として「キャリア入門」を開講し、低学年次における就職支援プ

ログラムを充実させることで、自分のやりたいこと、目指したい目標を見つけるきっかけに

なることを目指している。 

二年次には、「キャリア形成」を開講し、これからの人生を、職業を通じて社会に貢献し、

生計を立て、また職業人として日々充実感を持つことのできるよう、自らの職業観・勤労観

を培うとともに、自らの生き方や生活デザインについて基本的な展望を身につけることを

目指している。 

また、国際学部においては「インターンシップ」を開講している。これは、卒業後に殆ど

の学生が身を置くことになる企業・各種団体で実際の業務を研修し、企業・団体組織の仕組

や規律、社会人としての心構えを学ぶ為の授業である。 

三年次には、「キャリアデザイン」「キャリア発展」「キャリアビジョン」という授業から、

自身のキャリア形成を設計し就業に向けての方策を主体的にプランニングし（関心・意欲・

態度）、その基盤となる家庭生活や社会生活といった人生設計を意識化することを目指して

いる。また、「ファイナンシャルプランニング」は、社会人として必須の金融管理の知識を

身に付けることを目指している。 

 また、就職部が行う就職支援関係講座としては、ａ）就職活動準備講座、b）就職支援講

座、c）資格支援講座、d）就職活動支援の 4 部門で構成されており、全学年を対象とした

「公務員試験対策講座」「公務員チャレンジテスト」、3年生を対象とした「一般常識模擬試

験」「R-CAP自己発見診断」「エントリーシート（履歴書）添削」「就職直前対策（面接・履歴

書）」「就職活動テキスト」、4 年生を対象とした「りは理学療法学科・作業療法学科就職説

明会」などが実施されている。 

 以上のように、本学のキャリアデザイン・プログラムは、入学直後から始め、人生計画の

重要性の認識（キャリアとは）、勤労意欲・能力の醸成（キャリア形成教育）、就職活動の理

解、試験対策（就職対策）、職業選択、企業選択へと進める点が特色となっている。 

 一方、大学院生へは、職業意識の醸成と合わせて専門性を職業に生かすためのキャリア教

育・就職活動を行っている。大学院に進学した直後に各研究科による院生ガイダンスを開催

し、個別に相談を受けて職業指導を行っている。 

 

（2）学生のキャリア支援を行うための体制（キャリアセンターの設置等）の整備 

 本学の進路支援の目的は、建学の精神すなわち大学の理念にもとづく 5つの教育目標の 1

つである「豊かな人間性を涵養するため幅広い知識を授けるとともに、理論と実践にわたり

95



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

深く学術の教育と研究をおこない、国際社会の一員として世界の平和と人類の進歩に貢献

し得る人材の育成を目的とする」の実現であり、外国語・保健医療・栄養・教育の第一線に

優れた人材を輩出することである。また、開かれた大学として地域社会との連携を深め、地

域の発展に寄与する取り組みにも力を入れている。 

就職支援関係の各事案は、教学組織では就職等支援委員会、事務組織としては就職部が関

与し、それぞれ「北海道文教大学就職等支援委員会規程」に分担が明記されている。就職等

支援委員会は、就職支援のための基本方針を立案する大きな役割を担い、具体的な支援推進

にあたり担当課と綿密に連絡調整し業務を行っている。 

就職部ではそうした組織的な役割を十分に認識し、就職等支援委員会に本学学生にとっ

て、最新かつ有益な就職支援ならびに指導を実施するために必要な情報を提供するだけで

なく、企業採用担当者との面談に多くの時間を割き、就職機会の拡大に努めている。 

 就職活動には全教職員の理解・協力・支援が欠かせない。そこで、就職部と就職等支援委

員会とは、就職活動に関わる本学の基本方針や取り組みが一人ひとりの学生に理解され、就

職意識の高揚を図るために、就職情報をアドバイザー教員や卒業研究担当教員に情報提供

を行っている。 

一方、教授会において、随時、就職内定状況を公表すると同時に支援を依頼し、全学的な

就職支援体制の確立に努めている。 

また、既卒者の就職支援として、卒業後も進路変更等全般にわたり各機関と連携して継続

的な支援を行っている。 

また、2014（平成 26）年度からキャリア教育センターが設置されており、就職部と連携

をしながらキャリア教育に関係した正課の授業科目を実施している。 

 

（3）進路選択に関わる支援やガイダンスの実施 

進路選択に関しては、全ての学部において学年階層に合わせた指導を行っている。 

キャリア教育科目を含め 1年次より前期・後期オリエンテーション時には、目的を持って

大学生活を過ごしてもらい、社会へのイメージを高めながら、社会へ出て行くことについて

考える機会を作っている。2年次は、進路全般について考え、夢・目標を具体的に見つけさ

せている。3年次からは学科の特殊性により学科ごとに掘り下げた「就職活動準備講座」を

開講して、自分の目指す進路実現に向け、系統的に、総合的に就職活動について学習し、準

備出来るようにしている。 

さらに 3～4年次では、希望に合わせて随時個人面談を実施し、学生が求める企業からの

求人や業界情報を提供するとともに、自己 PR や志望動機など履歴書や応募書類の書き方、

内容について相談しアドバイスを行っている。 

また、よりスムーズな就職活動を行うために、業界研究を行う際は卒業生に参加を依頼し

学生にとってより深い企業研究になるよう支援をしている。 

さらに資料請求や会社訪問などのノウハウをまとめた「就職支援 BOOK」を学生全員に配

布している。就職部には、企業の資料、先輩の就職活動報告、本学オリジナル履歴書のほか、

必要な書類・封筒なども完備している。 

 

＜学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施＞ 
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本学では、学生が正課の授業以外で自発的に行う諸活動を通じて、能力を錬成し、充実し

た学生生活を営むことができるように部活動等を積極的に推奨している。2025（令和 7）年

5月 1日の時点で、体育系クラブ・サークル 18団体、文化系クラブ・サークル 14団体、合

計 32 団体が活動している（資料 7-17【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。また、全

学生によって構成される組織である学友会では、学生会員から一人年間 7,000 円の学友会

費を徴収し、これを大学祭（恵華祭）や新入生歓迎会、体育祭、クリスマスパーティーなど

の学生会主催のイベントの他、サークル活動の資金援助として予算請求に応じて各サーク

ルへの助成を行っている。また、クラブを運営・活動するための費用、遠征費、合宿費、所

属連盟の加盟費・登録費などの費用については、北海道文教大学後援会からの助成も行って

いる。さらに北海道文教大学後援会からは、毎年支援を受け、主に免許取得や国家試験対策

のためのテキスト等の購入助成、新入生研修会費用の一部助成などを受けている。 

 

＜その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な実施＞ 

 本学では、学生からの本学への意見・要望を把握するための方法として、学生意見箱を設

置して意見徴収を行っている。学生意見箱は、大学会館内の学生が最も集う学生食堂付近エ

ントランスホールに設置し意見の投書が行えるようにしている。意見書は、学生部が定期的

に回収し、その内容は学生委員会にて報告及び審議される。氏名・学籍番号が記入されたも

のについてのみ学生委員会委員長名をもって掲示にて回答を行っている。 

 以上のことから、学生支援体制はきめ細かく整備されており、適切に行われているといえ

る。 

 

＜学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。＞ 

 

評価の視点 1：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点 2：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

＜適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価＞ 

本学における学生支援の適切性の点検と評価は、教育開発センターが毎年実施している

「卒業時アンケート」の結果により行っている。教育開発センターが定めるアセスメント・

ポリシーは本来、学修成果の評価を主な目的としている。しかし、アセスメント・ポリシー

で使用されている評価項目に「卒業時アンケート」を含んでいること、またアセスメント・

ポリシーの目的の中に「大学が、大学レベルの学修成果を把握・評価することにより、大学

の現状把握、全学的な教育改革・改善・学生・学習支援の改善に取り組めるようにする」と

あり、学習支援の一端も担っている。その理由は学生支援に含まれる「修学支援」、「生活

支援」及び「進路支援」は教育活動と密接に関係し広い意味での教育活動ととらえることが

できるためである。 

卒業時アンケートは、以下の 4分野に関する質問項目「Ⅰ学生支援、大学設備に関する満

足度」、「Ⅱ大学在学中に身についた能力の自己評価」、「Ⅲ大学でのカリキュラムに関し

て」、「Ⅳ総合的な満足度に関して」及び「大学による支援、設備について良かった点や改
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善すべき点」他の記述欄からなり、本学での 4年間の学びや学生生活についての総合的に振

り返るものである。このうち「Ⅰ学生支援、大学設備に関する満足度」では以下の問いに示

された項目について 5段階評価で回答させている。 

・問 2 学習・履修に関する指導（ガイダンスや個別指導等） 

・問 3 図書館でのサービス 

・問 4 教室の設備 

・問 5 大学側からの経済的な支援 

・問 6 保健管理センターでのケア 

・問 7  生活上の問題（精神面、ハラスメント等）に関する相談の対応 

・問 8  福利厚生施設（食堂や売店等）の設備 

・問 9  課外活動施設（グラウンドや体育館）の設備 

・問 10 就職・進学に対する支援 

このうち問 2から問 5は修学支援、問 6から問 9は生活支援、問 10は進路支援に関する

問となっている。これらの結果は他の分野の結果とあわせて毎年ホームページ上で公開さ

れている（資料 7-18【ウェブ】北海道文教大学ホームページ）。 

また、「大学による支援、設備について良かった点や改善すべき点」の記述の内容は教育

開発センターでまとめられ、大学運営会議に報告されている。これによりアンケートから得

られた具体的な課題解決を反映し、大学全体で学生支援の適切性について定期的に点検・評

価を行い、学生支援のための施策の充実に役立てることになっている。学生支援を教育活動

と密接に関係した広い意味での教育活動ととらえる考え方に基づき、このプロセスは内部

質保証の PDCAサイクルにおける大学全体レベルの「教育活動の点検・評価」のプロセスに

準じる。 

さらに大学組織として、事務系の組織、教務部（教務課）、学生部（学生課）、国際交流

室、図書館事務室、就職部（就職課）及び各種委員会（教務委員会、学生委員会、就職等支

援委員会、障がい学生支援委員会、保健管理センター運営委員会、国際交流委員会）におい

ても点検・評価を行い、学生支援の改善・向上に向けた取り組みが行われている。 

 

2．分析を踏まえた長所と問題点 

本学では、学生一人ひとりが学修に専念し、経済・身体・精神面全てに安心して学生生活

を送れるよう、また学生が社会で望むキャリアを築き社会人として自立できる為に、面倒見

のよい「修学支援」、「生活支援」、「正課外活動支援」、「進路支援」、「障がい学生支援」、「留

学生支援」の為の体制を構築するという方針を定めている。 

本学では 80年以上も前から栄養教育を始めた歴史を持っていることから、学生及び留学

生に対し、特に食生活への支援を行うため、健康と食への生活支援に積極的に取り組んでい

ることが特色である。 

さらに、新入生オリエンテーションプログラムの中に新入生宿泊研修が組まれているこ

とや、1年生必修科目「総合教養講座」の一環として、地元、恵庭市で長くエコロジーや SDGs

についてのさまざまな活動を行っている「えこりん村」の協力を得て新入生研修を行ってい

ることも特色である。いずれもグループワーク等の実施により、入学した学生が先輩学生や

学生同士のコミュニケーションを深め、円滑な学生生活の構築に役立てている。 

「大学による支援、設備について良かった点や改善すべき点」に関しては、「教育開発セ
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ンター」のほか、学生支援に係る各種委員会や事務組織において学生支援の適切性に関する

点検・評価を行っている。しかし、2025（令和７）年度は改善・向上の取り組みについては、

各部局で急ぎの対応を行っているものの、全学的な仕組みのなかでの取り組みは行ってい

ないため、今後は施策や取り組みによる改善内容の検証プロセスを構築する必要がある。 
 
3．改善・発展方策と全体のまとめ 

本学では、大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえて、学生支援に関する大学として

の方針を適切に明示している。その方針に基づき、学生支援の体制を整備して、学生に対し

て修学、生活、進路、留学等の支援を、正課外活動への支援とともに適切に行っている。 

 また、障がいのある学生に対する修学支援については、「障がいのある学生に関する基本

方針」により、本学ホームページに公表して、全学的な体制を敷き支援を行っている。 

 学生支援の適切性については、卒業時にアンケート調査を行い、定期的に点検・評価を行

っており、その結果をもとに具体的な改善・向上に向けた取り組みを行っている。 
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第８章 教育研究等環境（基本情報一覧） 
 

教育研究等環境の整備に関する方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

建学の精神「４本の支柱」 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/founding 

大学の教育目標「1. 未来を拓

くチャレンジ精神」 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/aim 

内部質保証に関する方針等「北

海道文教大学教育研究等環境

の整備に関する方針」 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/internal 

教育 100年ビジョン https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/vision 

中期計画 2024 https://www.do-bunkyodai.ac.jp/university/medium_term_plan 

北海道文教大学機関リポジト

リ 

https://do-bunkyodai.repo.nii.ac.jp/ 

備考： 

 

 

研究倫理、研究活動の不正防止に関する規程、方針等 
資料名称 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学研究倫理規程 

（ID:buse ﾊﾟｽ:GvX2SoS_o8） 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

北海道文教大学における公的

研究費の管理・監査の基本方針

（ID:buse ﾊﾟｽ:GvX2SoS_o8） 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

北海道文教大学公的研究費の

運営・管理に関する取扱規程 

（ID:buse ﾊﾟｽ:GvX2SoS_o8） 

https://old.do-bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

備考： 
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第８章 教育研究等環境（本文）      
１．現状分析 

評価項目① 

教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習、教員の教育研究活動に必要な環
境を適切に整備していること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習環境や教員の教育研究環境を適
切に整備しているか。 

・学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じてネットワーク環境やＩＣＴ機器を整備
し技術的な支援を行う等により、それらの活用を促進しているか。 

・学生及び教職員の情報倫理の確立を図るために取り組んでいるか。 

 

＜教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習、教員の教育研究活動に必要な
環 

境を適切に整備していること。＞ 

 

（1）教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習環境や教員の教育研究環境 

  を適切に整備しているか。 

 

・施設 2025（令和 7）年度現在 

校地面積（共用部分を含む） 100,534㎡ 

※大学設置基準第 37条で算出される必要校地面積 22,000㎡ 

校舎保有面積 37,765㎡ 

      ※大学設置基準第 37条で算出される必要校舎面積 20,692㎡ 

・管理体制 

     財務部長・財務部次長・管理課長・管理課長補佐・課員 3名・技術職員 4名 

・環境整備 

     毎年、当該年度を含む５か年の「中期事業計画」を策定し、財政状況を勘案しな

がら施設整備、修繕、環境改善を計画的に行っている。 

・安全管理 

 校地は全体的に多くの木々、緑に覆われており、豊かな自然の中で落ち着いて学

習や教育研究活動に勤しめる環境にある。こうした環境において日常は技術職員

を中心に樹木管理や施設の点検等の維持管理を行っているほか、法定点検、保安点

検などの専門資格を要する設備に関しては専門業者へ委託し安全の確保に努めて

いる。 

 

（2）学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じてネットワーク環境やＩＣＴ機器
を整備し技術的な支援を行う等により、それらの活用を促進しているか。 

 

従前の有線 LANに加え、2015（平成 27）年度に図書館ほか 5カ所で無線 LANの Wi-Fi

設備利用を開始し、その後、学生から授業での利用要望が多数寄せられるようになった

ことから、2019（令和元）年度に全学施設へ無線 LAN の Wi-Fi 設備を拡張した。その

際、ネットワーク環境を有線 LAN と分離し、セキュリティの確保に努めている。加え

て、近年の SNSなどによるインターネットトラブルに対し、大学ホームページに「北海 

道文教大学ソーシャルメディアガイドライン」を掲載し、注意喚起を図っている。 

2020（令和 2）年 2月以降、感染が拡大した新型コロナウイルス（COVID-19）への
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対応でも、全学施設への Wi-Fi設備が完了していたことで、本学においては遠隔授業

やリモートワークを行うことができた。 

 

（3）学生及び教職員の情報倫理の確立を図るために取り組んでいるか。 

 

情報倫理の確立に向け、「北海道文教大学情報システム利用ガイドライン」（資料 8-1

【ウェブ】）を定め、本学教職員や本学に在籍している学生を対象に情報システムの利

用及び運用に関する具体的指針を定めている。この中の禁止事項の項に具体的な情報

倫理に関する事項が含まれており、ウェブで公開して周知につとめている。 

また、学生に対しては、現在のインターネットによる情報があふれた時代、その真偽  

  を判断する能力を身に着けてもらうため、全学共通科目である「総合教養講座」の中で、 

  1年生を対象としたサイバーセキュリティについて学ぶ機会を設けている。 

 

評価項目② 

図書館サービス及び学術情報サービスを提供するための体制を備えていること。また、それ
らを適切に機能させていること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、図書その他の学術情報資料を体系的に整備
しているか。 

・図書館には、学生及び教員の利用のために、必要な専門的な知識を有する職員を含む人員
を適切に配置しているか。また、図書館等の施設環境が適切であるか。 

 

＜図書館サービス及び学術情報サービスを提供するための体制を備えていること。また、そ
れらを適切に機能させていること。＞ 

 

（1）教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、図書その他の学術情報資料を体系的
に整備しているか。 

 

・図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料の体系的な整備 

図書館の図書及び資料は、本学の実学重視の「教育研究等環境の整備に関する方針」

に基づき、教育・研究、学習活動の発展・支援機能を担うよう収集・蓄積・提供され

ている。電子化が進展していく流れの中で、電子ジャーナルや電子書籍等を導入する

とともに、電子出版物へのアクセスが確保できるように整備している。 

   図書資料の選定は、各学科・研究科の特色やカリキュラムに即して行い、各学科・研

究科から選出された教員で構成される学術情報委員会が取りまとめて、学術書の充

実を図っている。さらに、研究科大学院生からの選定希望も受け入れている。 

    2026（令和 8）年 2 月 28 日末現在、本学図書館の蔵書数は 158,910 冊で、電子書

籍及び視聴覚資料も揃えている。2025（令和 7）年度の受入図書は寄贈図書も含め約

760冊、定期刊行物は約 150種類である。 

    書架の狭隘化の解消のため、利用頻度の高い雑誌は、電子ジャーナルへ切り替え、

購入を中止した雑誌をカバーするために、論文単位で購入できるトランザクション

を導入している。全文が閲覧できる電子ジャーナルは、約 4,000タイトルである。 

    本学では、教員の学術的な研究成果を公開するために｢北海道文教大学研究紀要｣
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（資料 8-5）と｢北海道文教大学論集｣（資料 8-2）をそれぞれ年 1 回発行しており、

また投稿論文の質の向上を図るため 2015（平成 27）年度から査読制を採用している。

掲載された紀要等の著作物等は電子化し、本学図書館等のホームページの北海道文

教大学「機関リポジトリ」（資料 8-3【ウェブ】）において公開している。 

・国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他図書館とのネットワークの整備 

    国立情報学研究所（NII）（資料 8-4【ウェブ】）の NACSIS-CAT/ILL（資料 8-5【ウ 

   ェブ】）に参加し、全国図書目録データベースの構築を担うとともに、NIIの ILL相 

殺サービスにも参加、他大学の図書館と相互貸借や文献の相互利用を効率的に行っ 

ている。 

    また、北海道地区大学図書館協議会（資料 8-6【ウェブ】）の相互利用サービス（資 

   料 8-7【ウェブ】）に加盟し、学生証や身分証の提示だけで他大学（加盟大学 38 大

学）の図書館を利用できる体制を整えている。 

    電子ジャーナルやデータベースの価格の高騰に対処するため、大学図書館コンソ

ーシアム連合（JUSTIS）（資料 8-8【ウェブ】）に加盟し、価格の安定化を図ってい

る。 

    本学の教育研究活動において作成された教育研究成果･教育資源等を、電子的形態

により蓄積・保存しており、これらを学内外へ発信・提供することにより、本学の教

育研究の発展に寄与することを目的として｢北海道文教大学機関リポジトリ｣（資料

8-3【ウェブ】）の運用を行っている。また、本学は、「リポジトリ」の運用開始に合

わせて、「オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）」（資料 8-9【ウェブ】）

に参加している。 

・学術情報へのアクセスに関する対応 

    無線 LAN環境（Wi-Fi）が 2015（平成 27）年に全学的に整備され、学生・教員は学

内のどこからもインターネット、図書館のデータベース、電子ジャーナルや電子書籍

にアクセスできるようになり、学習支援環境が整えられた。また、学外での臨地実習

中など、図書館を利用することができない学生を支援するため、利用頻度の高いデー

タベースや電子ジャーナルや、電子ブックについては、学外からのアクセス（リモー

トアクセス）が可能となっている。 

図書館の利用方法や図書館資料やデータベースの利用促進のため、例年、図書館員

により、初年次教育（総合教養講座）として本学と他大学所蔵の蔵書検索システム

（OPAC）（資料 8-10【ウェブ】）などによる図書検索法、各学科の演習科目の授業内

容に応じたデータベースや電子ジャーナル、電子ブックの活用法など各種ガイダン

スを複数回実施している。 

 

（2）図書館には、学生及び教員の利用のために、必要な専門的な知識を有する職員を含 

む人員を適切に配置しているか。また、図書館等の施設環境が適切であるか。 

 

・専門的な知識を有する職員を含む人員の配置 

     職員は、司書資格を保有している専任職員 4名、時間外（夜間、土曜日）対応の

ための業務委託職員 2名が適切に配置されている。専任職員は、学生及び教員の利

用に対応できるように、国立情報学研究所主催の各種講習会（図書目録講習会、ILL
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講習会研修、大学図書館職員講習会、学術情報リテラシー教育担当研修、機関リポ

ジトリ新任担当者研修）などの研修・講習会を受講している。また、文化庁主催の

著作権講習会、北海道地区大学図書館協議会の業務研究会にも積極的に参加し、最

新の情報を得ている。以上のことから、学生及び教員が、学習、教育研究活動を十

分に展開できる図書館、学術情報サービスとなっているといえる。 

・図書館等の施設環境 

     図書館の閲覧座席数は、324席で学生数の 15％に相当する。ワンフロアには、イ

ンターネットコーナー、絵本コーナー、新聞コーナー、雑誌コーナー、文庫コーナ

ーなどを配置している。また、学生と教員や学生同士が話し合いながらグループ学

習できる｢場｣としてのラーニング・コモンズ（100 席）、さらにガラス張りのグル

ープワーク室を設置している。また、学生が長時間集中して学ぶ静かな環境とし

て、「静かコーナー（101席）」区画を設置し、長時間の滞在を可能としている（資

料 8-11【ウェブ】）。 

     館内には、PCを 40台設置し、すべての PCに MS Officeを標準装備し、情報を

収集することはもちろん、レポート作成や自主学習に利用できる環境を整えてい

る。また、館内のどこででも利用できる貸出用ノート PC5台を備えているほか、持

ち込みの情報機器でも、学内 Wi-Fi を通じて本学契約のデータベースや電子ジャ

ーナルへのアクセスが可能となっている。 

     開館時間は、授業期の平日が 9:00から 21:30、土曜日は 9:00から 14:00までで

ある。2025（令和 7）年度の入館者は約 85,000人となり、2024（令和 6）年度より

約 2,000人増加した。 

     インターネット接続機器によって、どこからでも他大学を含め蔵書検索できる

OPACを整備している。また、本学が契約している電子ジャーナル、データベース、

機関リポジトリ等複数の電子的情報資源を一元的に検索できる、ディスカバリー

サービス（EDSまとめて検索、資料 8-12【ウェブ】）の窓口を図書館ホームページ

に用意している。また、図書館利用者ポータルサイト｢マイライブラリ｣（資料 8-

13【ウェブ】）を充実させたことにより、学外からでも貸出延長や購入依頼・文献

複写依頼の申込みが可能となっている。 

 

評価項目③ 

研究活動に関わる支援、条件整備を通じ、研究活動の促進を図っていること。また、健全な
研究活動のために必要な措置を講じていること。 

＜評価の視点＞ 

・研究に対する大学の基本的な考えに沿って、長期的な視点に立った支援や条件整備を十分
に行い、各教員の研究活動の活性化につなげているか（教員に対する研究費の支給、研究
室の整備、研究時間の確保、専門的な研究支援人材の活用等の人的な支援、若手研究者育
成のための仕組みの整備等）。 

・研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、かつ、学生も含めて研究倫理の遵守
を図る取り組みを行っているか。 

 

＜研究活動に関わる支援、条件整備を通じ、研究活動の促進を図っていること。また、健全
な研究活動のために必要な措置を講じていること。＞ 
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（1）研究に対する大学の基本的な考えに沿って、長期的な視点に立った支援や条件整備
を十分に行い、各教員の研究活動の活性化につなげているか（教員に対する研究費の
支給、研究室の整備、研究時間の確保、専門的な研究支援人材の活用等の人的な支援、
若手研究者育成のための仕組みの整備等）。 

 

本学の研究に対する基本的な考えは鶴岡学園「教育 100年ビジョン」における「研

究力の強化」の項目で示された「知の拠点と高度な研究の創造」である。これを実現

するための具体的な方策として競争的資金等獲得と研究費の効率的配分、研究体制

の強化、全学的規模の共同研究の構築を目指している（資料 1-3【ウェブ】）。 

・教員に対する研究費の支給 

本学の研究費には、個人に配当されるものと学内共同の研究費がある。その適切な

支給については、個人には「北海道文教大学個人研究費規程」が、共同には「北海道

文教大学『共同研究助成費』の審査に関する申合せ」及び「同採択指針」が定められ

ており、それぞれの目的や支給の範囲、条件などが示されている。加えて、いずれの

研究費においても、研究倫理教育及びコンプライアンス教育の受講を研究事業着手

の前提要件とし、「公的研究費取扱いに関するマニュアル」を周知の上、適切な支給

に努めている。 

・外部資金獲得のための支援 

外部資金の公募通知の周知のほか、競争的資金制度のなかの科学研究費助成事業

等を奨励しており、翌年度以降の公募に向け、学内外問わず採択経験者から科研費獲

得のための研修会を継続的に実施している。なお、学内の研究者同士のコミュニケー

ションの機会となるなど研究を支援する環境づくりに努めている。 

2025（令和 7）年度の実績としては、学内から 2名の獲得実績者を講師に迎え、科

研費応募の手続きや方法、手法の教授を目的とした「科学研究費助成事業獲得に向け

た研修会」を年 1回実施した。 

その他、2023（令和 5）年度には、日本私立学校振興・共済事業団が寄付金募集の

ために取り組んでいる「寄付金付き自動販売機」を導入。この設置により「若手・女

性研究者奨励金」の応募枠が 1枠追加されることとなり、外部資金獲得の機会が増加

した。 

・研究室の整備 

研究室は原則 1人 1室とし、研究室には椅子、机、書架、WEB環境及びパソコン等、

必要な備品が備え付けられており、研究室は 14.3～25.6㎡で平均で約 20㎡である。 

  ・研究時間の確保 

2017（平成 29）年度、リハビリテーション科学研究科及びこども発達学研究科の

設置に伴い､教育職員においては、5 講目以降の夜間開講、土曜開講が予定されたこ

とや、研究業務、臨地実習に対応するため、同年 6月に「学校法人鶴岡学園就業規則」

（資料 8-14【ウェブ】）を改正し、「専門業務型裁量労働制」､「フレックスタイム」

を新設する等、柔軟な勤務体制を構築できるよう弾力化した。 

   ・若手研究者育成のための仕組みの整備 

2016（平成 28）年 8月、「北海道文教大学大学院ティーチング・アシスタント規程」

（資料 6-6【ウェブ】）を制定し、制度を立ち上げた。この制度は、大学院生の経済
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支援のみならず、在学する大学院生に対し学部の補助的教育業務に従事することに

より、将来、教育・研究の指導者になるためのトレーニング機会提供を目的としてい

る。 

 

（2）研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、かつ、学生も含めて研究倫理

の遵守を図る取り組みを行っているか。 

 

・研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程 

本学は、これまで「北海道文教大学研究倫理規程」（資料 8-15【ウェブ】）等に基

づき、研究活動、研究倫理の不正防止に関する取り組みを行ってきたが、全国的に研

究費不正が続いていることを受け、本学においても改めて不正を起こさせない組織

風土の形成を図る措置が必要であると判断し、「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン（実施基準）」（文部科学大臣決定、令和 3年 2月改正）の趣

旨等を踏まえ、2022（令和 4）年 2月に「北海道文教大学における公的研究費の管理・

監査の基本方針」（資料 8-16【ウェブ】）を策定した。 

基本方針では、公的研究費の運営、管理に関わる責任体制を明確化し、最高管理責

任者である理事長のもと、不正使用を防止し、適正な管理・監査を行うために必要と

なる事項を定めている。あわせて、「北海道文教大学不正防止推進委員会規程」（資料

8-17【ウェブ】）、「北海道文教大学公的研究費の運営・管理に関する取扱規程」（資

料 8-18【ウェブ】）を整備するとともに、基本方針に基づき「北海道文教大学公的研

究費に係る不正防止計画」（資料 8-19【ウェブ】）を策定し、不正防止に関する取り

組みを行っている。 

これらを含めた関係規程等は、全て本学ウェブサイトで公開している（資料 8-20

【ウェブ】）。 

   ・研究倫理の遵守を図る取組 

本学で研究倫理を遵守するための具体的な取組は、教職員が研究を実施するため

には、「北海道文教大学個人研究費規程」（資料 8-21【ウェブ】）において、研究倫理

教育及びコンプライアンス教育を受講することを要件とすることを定め、例年 5 月

に開催する「研究倫理研修会及びコンプライアンス研修会」をとおして、不正対策に

関する基本方針やルール及び行動規範等についての意識向上を図っている。また、受

講後には教職員が学長に「公的研究費の使用にあたっての確認（誓約）書」（資料 8-

22）を提出することで不正に対する意識の浸透を図っている。 

なお、当該研修は大学院生も対象とし、当日に研修を受講できない教職員及び大学

院生向けにアーカイブ映像を視聴できるようにしている。 

また、「学校法人鶴岡学園内部監査規程」（資料 8-23【ウェブ】）に基づき実施する

内部監査をとおして、公的研究費の執行状況等を監査し、不正要因の把握に努めてい

る。 

さらには、研究費の不正防止を徹底するため、不正防止計画推進部署である総務部

が、年に 1回程度、機関内の責任体制や不正防止に関する啓発資料のほか、公的研究

費の使用に関するルール等の相談窓口（財務部会計課）及び不正な使用等の通報窓口
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

（総務部総務課）を全教職員に周知している。通知の際には、研究における不正防止

チェックリストを添付するなどして自己点検を促すことも行っている。 

 

評価項目④  

教育研究等環境に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいる
こと。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究等環境に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上
がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、教育研究等環境に関わる事項の改善・向上に取り組み、効
果的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜教育研究等環境に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでい
ること。＞ 

 

（1）教育研究等環境に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成

果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

 

点検・評価の手法としては、「学校法人鶴岡学園中期計画 2.0（2025年度～2029年

度）」及びアクションプランに対する年度末の点検、修正を実施し、次年度予算要求

時の施設修繕要望書及び学生アンケートによる予算への反映を行っている。 

 

（2）点検・評価の結果を活用して、教育研究等環境に関わる事項の改善・向上に取り組

み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

点検・評価結果を加味した計画を「事業報告書」として理事会、評議員会に報告し、

検証・改善につなげる一方、中期計画において取り組むべき項目ごとのロードマップ

を提示し検証・改善を行い、翌年度以降の向上に努めている。 

   また、具体的な成果としては、2024（令和 6）年度は、「学校法人鶴岡学園中期計画

2024」の最終年度であり、この間、優先順位の高い教室の空調機（エアコン）と照明

LED化の整備を重点的に進めてきた。 

2025（令和 7）年度は、大学会館学生食堂、3号館 1F機能訓練実習室、1号館 2F実

験室、体育館トレーニング室の空調設備改修並びにキュービクル増強工事、更には、

学生会館・２号館の LED照明工事を終え、次年度予定している８号館の空調設備工事

を含め、概ね、計画が達成される見込みとなっている。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

中期計画等の各種計画に基づき整備を進めたことにより財政負担の平準化、安定化が

図られたことで今後の方向性が明確になった。一方で、ニーズの高い各研究室の空調整備

に対しては施設的に大規模改修が必要となる等、実行段階において問題点も発覚したが、

緊急性や重要性を鑑み、次年度においてスポットクーラーを全室に設置する等、柔軟な対

応で解決することも計画したところである。 
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様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

また、日常の学内安全を確保するため、施設の保守点検はもちろん、地震等の自然災害

の際の対応を職員が適切に対応できるよう日頃の訓練に加え、個々の役割を明確にする

ためのマニュアルの整備を次年度に検討しているところである。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

2025(令和 7)年度から 2029(令和 11)年度までの新５か年計画「学校法人鶴岡学園中期

計画 2.0」では、前計画の積み残しや先取りを反映させたところであるが、予算時の修繕

要望やアンケートによるニーズの掌握に努めながら計画に捕らわれすぎない対応も必要

であることから、今後も、財務状況とニーズを見据えながら、適切に環境改善に努める必

要がある。 

本学においては、毎年度の予算編成方針のもと事業を計画し、予算要求はこれに基づき

作成されたものを踏まえ、教育研究環境等の維持・向上並びに財務状況を踏まえた予算配

分としている。 

また、2023(令和 5)年度に定めた「北海道文教大学教育研究等環境の整備に関する方針」

に沿って、教育研究環境、ICT環境、研究倫理、図書館・学術情報サービス、施設・整備

等の項目ごとに確認し整備計画を進められるよう、教育・研究などを支援する環境や条件

について十分な検証と課題等について整理の上、事業計画等に適切に反映していきたい。 
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第９章 社会連携・社会貢献（基本情報一覧） 
 

社会連携・社会貢献に関する方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

北海道文教大学社会連携・社会

貢献に関する方針 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/internal 

備考： 
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第９章 社会連携・社会貢献（本文）     
１．現状分析 

評価項目① 

社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施し
ていること。また、教育研究成果を適切に社会に還元していること。 

＜評価の視点＞ 

・社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、大学が生み出
す知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。 

・社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に貢献し、大学の
存在価値を高めることにつながっているか。 

 

・社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、大学が生み出す
知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。 

本学では、建学の精神「清正進実」の理念を踏まえた 5 つの教育目標の 1 つである「地域社会

との連携」を重視している。開かれた「知」の拠点としての役割を果たすため、地域のニーズを

踏まえた教育・研究を推進し、地域の発展に貢献することは、大学にとって重要な社会的使命で

あると認識している。この認識のもと、学校法人鶴岡学園が掲げる「教育 100 年ビジョン」の基

本方針（資 1-3【ウェブ】）や中・長期計画を策定している。さらに、2025（令和 7）年度からは、

第Ⅱ期中期計画である「学校法人鶴岡学園中期計画 2.0」（資料 1-4_2【ウェブ】）において、「社

会連携・社会貢献」を柱の一つとして位置付け取り組みを推進している。 

また、2023（令和 5）年度には、「北海道文教大学社会連携・社会貢献に関する方針」を定めた

が（資料 9-1【ウェブ】）、それ以前からも毎年度の事業計画において「社会連携や社会貢献に積

極的に取り組み、地域に開かれた大学を目指す」ことを基本としており、具体的には①地域との

連携事業、②包括連携協定に基づく産学共同事業、③社会貢献事業、④地域交流、国際交流事業

の 4 事業を中心とした多面的な連携活動を展開している。これら方針や計画等については、本学

のホームページで開示している。 

さらに、学内には、地域社会への貢献、地元企業等との連携を図ることを目的とした地域連携

推進センターを 2016（平成 28）年 8 月に設置している。同センターは、社会的要請や地域ニー

ズを踏まえながら、本学が有する研究成果、人的資源等を活用した地域社会との連携活動を推進

することにより、地域社会への貢献を持続するとともに、本学の教育研究活動の活性化を図るこ

とを目的としている。また、同センターの事務局職員が、包括連携協定の締結をはじめ連携事業

の窓口となって、関係学科の教員や部署と連携をとりながら取り組みを推進している。 

具体的な連携体制については、次のような取り組みが挙げられる。 

 

（1）地域との連携事業 

恵庭市に所在する本学は、2014（平成 26）年 8 月に恵庭市との包括的な連携・協力のもと、

相互が有する人的・知的資源を活用し、豊かな地域社会の形成と発展に寄与することを目的とし

た「包括連携協定」を締結し、年々分野を拡充しながら連携体制を構築している。 

①恵庭市との共同研究 

2019（令和元）年 3 月には、「恵庭市における地域包括ケアシステムの進化・推進に向けた 
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介護予防事業の成果検証に係る共同研究に関する覚書」を締結した。この共同研究は、恵庭市 

の要支援・要介護認定率が全道 35 市の中で最も低いことに着目し（資料 9-2【ウェブ】）、2023 

（令和 5）年度には介護認定率と「いきいき百歳体操」の因果関係を検証するために、各サロ 

ン40箇所の代表者と、サポーター養成講座修了者415名を対象にアンケート調査を実施した。 

調査結果では、各サロンの特徴があり、その中でも高齢化やサポーター不足という共通の課題

が考えられた。サロン養成講座修了者の参加年齢は平均 75 歳を超えている方が半数以上で、自 

身や家族の健康問題からサロンの活動が実施できていない特徴が伺えた。2025（令和 7）年度 

も、「いきいき百歳体操」がもたらす効果などに関して、本学学生が、サロンに通う高齢者の 

身体機能データを収集するとともに、効果や課題を把握するためのアンケート調査の検討を 

実施した。 

②「学びの森」（適応指導教室）支援の共同研究事業 

2022（令和 4）年 10 月から、恵庭市内の不登校児童・生徒に学校復帰に向けた指導・支援 

を行う「教育支援センター（適応指導教室）」を「学びの森」として本学内に設置し、こども 

発達学科の教員及び学生が参加して、基本的な生活習慣や教科学習、集団活動について支援を 

行う共同研究事業を試行的に実施した（資料 9-3【ウェブ】、資料 9-4【ウェブ】）。その結果、 

参加する不登校児童・生徒が多くいることが分かり、2023（令和 5）年 3 月末には恵庭市と「学 

びの森」支援の共同研究事業に関する協定書を締結し、4 月から本格実施している（資料 9-5 

【ウェブ】）。さらに、2025（令和 6）年 2 月からは、恵庭市及び株式会社日立ソリューション 

ズ東日本と連携し、児童・生徒に関する詳細な情報を教員や保護者、関連する支援機関全体で 

共有する個別教育支援システムの実証実験を開始した。本システムにより、一人ひとりに寄 

添った支援を目指している。得られた成果は他の市町村でも活用されており、2025（令和 7） 

年度も引き続き、当該システムの充実に取り組んだ。また、2025（令和 7）年度には、こども 

発達学科の学生による企画イベントの実施回数を、前年度の 2 回から 4 回へと増やした。これ 

により、学生と「学びの森」に通う子どもたちとの交流が一層深まっている。 

③「地域創造研究センター」の設置 

恵庭市とは、2021（令和 3）年度より、地域社会が抱える様々な課題の解決に向けて、地域 

の高等教育機関のアカデミズムと地方自治体の政策力を結びつけた新たな共生、連携の「恵 

庭・知のプラットフォーム」の構築に向けた検討を進めてきた。1 年余りにわたる協議を進め 

た結果、地域社会に貢献する地方大学としての役割を高め、大学機能を強化していくために、 

地元恵庭市との密接な連携によりプラットフォーム形成の中核となる「地域創造研究センタ 

ー」を 2023（令和 5）年 4 月に本学内に設置した。恵庭市の政策アドバイザーを務める研究者 

をセンター長に迎えるとともに、本学教職員のみならず恵庭市からも市職員 1 名の派遣を受 

けるほか、内外の幅広い研究者や行政実務者、民間人との交流により、新たな知の拠点として 

の大学機能の強化を図るとともに、地域への関心・理解を深め、より実践的な課題解決能力を 

身につけた人材の育成を目指している（資料 3-32【ウェブ】）。 

当センターでは、足元にある幅広い地域資源を「文化資源」として捉え直し、そこから新た 
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な価値を生み出すことで創造的な都市政策の展開を目指す「文化創造都市プロジェクト」を推 

進している。2025（令和 7）年度は、恵庭市の協力のもと、恵庭市がこれまで進めてきた独自 

の読書政策を、政策資源および文化資源として位置づけ、その伝統を再認識・検証しながら次 

の時代へとつなげていくための調査・検討に重点的に取り組み、その一環として、「文化創造 

都市フォーラム」を 3 回開催した。また、「文化創造都市プロジェクト」の成果を『本の力で 

まちづくりー北海道恵庭市からの発信―』として出版し、これまでの取り組みをとりまとめる

とともに、その成果を対外的に発信した。 

④災害時における協力体制に関する協定 

地域防災に関しても、恵庭市とは「災害時における協力体制に関する協定（2012（平成 24） 

 年 2 月 16 日）」を締結しており、本学の恵庭キャンパスは恵庭市の広域避難場所に指定されて 

いる。 

⑤食品ロス削減推進の取り組み 

2024（令和 6）年 7 月、本学食育アイドルプロジェクト（えにわっ娘.、IX-ALICE(イザリス)） 

と恵庭市がコラボし、市内飲食店・小売店・公共施設に食品ロス削減推進啓発ポスターを掲示 

した。今回のポスターは、「IX-ALICE(イザリス)」を起用した飲食店用食べきり運動推進ポス 

ター、「えにわっ娘.」を起用した小売店用手前どり運動推進ポスター、両グループを起用した 

公共施設用食品ロス削減推進ポスターの 3 種類となっており、市内 300 箇所に掲示された。 

また、ポスター撮影の裏側や、彼女たちへのインタビューも恵庭市公式 YouTube チャンネル 

で公開されている。今後も恵庭市との交流においては、引き続き、高齢者の健康・体力づくり 

の推進、子育て教育の支援、食育教室等、本学の教育・研究の成果や特色を生かした分野での 

連携事業に取り組むとともに、地域の課題解決に向けた新たな取り組みに関しても、連携を密

にしながら地域での知のプラットフォームの役割を果たすこととしている。 

 

（2）包括連携協定に基づく産学共同事業 

2016（平成 28）年 11 月の恵庭市内の福屋物産株式会社及び北ガスジェネックス株式会社と 

の産学連携協定を皮切りに、2020（令和 2）年度から連携協定締結を活発化させており、これ 

までに、自治体 17 件、民間企業 60 件、医療関係 20 件、教育関係 28 件、その他団体 19 件と 

合計 144 の包括連携協定を締結し（資料 9-6【ウェブ】）、連携事業の内容も多岐にわたってい 

る。2024（令和 6）年 11 月には、連携協定 100 件締結を記念し、これまでの連携協定のあり 

方や意義について改めて見直すとともに協定締結先との情報交換や参加者同士の交流を深め 

るためのフォーラムを開催し、連携協定先同士のつながりが創出されるような機会となった。

主な連携事業は、次のような取り組みが挙げられる。 

①健康栄養学科商品開発研究会及び食品開発 Lab.（ラボ）の取り組み 

健康栄養学科の教員と学生で組織する「商品開発研究会」が、包括連携協定の締結記念とし 

て、2022（令和 4）年度には産学共同事業の一環で株式会社ロバパンとあんぱんの開発・販売 

（資料 9-7【ウェブ】）、株式会社北海道アイ（現久原本家北海道）とは「パエリア風まぜごは 
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んの素」の開発・販売を行っている（資料 9-8【ウェブ】）。また、2022（令和 4）年度には、 

商品開発研究会の後継団体「食品開発 Lab.（ラボ）」と、株式会社アレフが恵庭で SDGs に取 

組むエコロジーテーマガーデン「えこりん村」や、めもるホールディングス傘下のお弁当製造 

業者「いちえ」との 3 者により、SDGs 弁当の商品開発を行った。2023（令和 5）年度からは、 

教育旅行で「えこりん村」を訪れる道内外の小・中・高校生にお弁当の提供を行い、SDGs の意 

義などを理解させ、SDGｓへの関心を高めてもらう取り組みとなっている。この取り組みにつ

いて 

は、2025（令和 7）年度も、お弁当の内容などを見直しながら、取り組みを継続した（資料 9-

9【ウェブ】）。 

さらに、株式会社ふくれんとは、2023（令和 5）年 7 月から、食品開発 Lab.（ラボ）の学生が、 

実践型教育の推進や地域社会への食と健康に関する知見還元を目的として、ふくれんの「無調 

整豆乳」「まるごと大豆飲料」を使用した豆乳レシピの開発に取り組みんでいる。健康の維持

増進及び SDGs への貢献をコンセプトに、栄養価や食のバリアフリー、廃棄食材の利活用の問

題解決に重点を置くとともに、ふくれん商品の特性を活かす取り組みとなっている。学生が考

案したレシピは、ふくれんが運用する SNS を活用して幅広い世代に向けて情報発信し、ユーザ

ーの声をフィードバックさせながら、社会のニーズに迅速に対応した多種多様なレシピを、年

間 60 品ほど提供している（資料 9-10【ウェブ】）。2024（令和 6）年 10 月には、本学学生や本

学附属高等学校の生徒、タイ王国チェンマイ県にある「Sacred Heart College Chiangmai（通

称：パハルタイ）」の学生が参加し、「食と SDGs レシピコンテスト 2024」が開催され、株式会

社ふくれんより受賞者に賞状と記念品が手渡された。また、2025（令和 7）年 1 月には、健康

栄養学科の学生 6 名と教員が考案した、おからを取り除かない SDGs 志向の次世代飲料「まる

ごと大豆飲料」を使用したレシピを掲載したレシピブックを本年１月に出版した。この出版を

記念して、本書の制作に関わった学生がレシピ開発に挑戦した経緯や活動内容を紹介するト

ークイベントなどを開催し、学生の取り組みや SDGsにつながる食の可能性について発信した。 

②健康栄養学科での取り組み 

2021（令和 3）年度からは毎年度、北海道味の素株式会社及び株式会社ラルズと連携し、地域 

の健康課題解決を目指し、北海道味の素株式会社が推進する「Smart Salt（スマ塩）」及び「ラ 

ブベジ」（Love＋Vegetable）プロジェクトを推進する一環で、健康栄養学科の学生を対象に“食 

と健康”レシピコンテストを実施し、優秀レシピを表彰するとともに、道内スーパーのラルズ店

舗で、このレシピ作品を紹介する取り組みを行っている（資料 9-11【ウェブ】）。また、ポッカ

サッポロ北海道株式会社とは、2021（令和 3）年 6 月に包括連携協定を締結し、健康栄養学科の

学生や教員を中心に、「ポッカレモン 100」を使用した 100 種類のレシピを掲載する本の製作に

取りかかった。学生達には、レシピをコンテスト形式で募集したところ数多くの応募があり、そ

れをまとめた「みんなでつくったレモンレシピ 100」を発行し（資料 9-12_2【ウェブ】）、一般の

方々に配布している。2025（令和 7）年度は、健康栄養学科の学生と附属高校の生徒を対象にレ

モンの効能を学ぶ特別講座を実施した上で、「ポッカレモン 100」や道産食材を使用したレシピ
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コンテストを開催し、優秀レシピを表彰するとともに、道内スーパーのラルズ店舗で、このレシ

ピ作品を紹介する取り組みを行った。さらに、株式会社ディー・エヌ・エーのグループ会社、ヘ

ルスケア事業を展開する DeSC ヘルスケア株式会社と「kencom レシピコンテスト」を、2023（令

和 5）年 12 月より開始した。約 70 団体（約 300 万人）の健康保険組合を通じて、kencom を利用

しているユーザーにテーマに沿ったレシピを投稿してもらうことで、健康意識の向上、健康的な

食事の推進に寄与することを目的としており、本学の健康栄養学科の学生や管理栄養士である

教員が審査などに参加している（資料 9-13【ウェブ】）。このほか、2025（令和 7）年 8 月、フ

ジッコ株式会社及び株式会社ラルズと連携し、「ふじっ子煮」アレンジレシピコンテストを開催

し、健康栄養学科の学生が考案したレシピ 39 作品から最優秀 3 作品が表彰されるとともに、道

内スーパーのラルズ店舗で、このレシピ作品を紹介する取り組みが行われた。 

③札幌大学及び北海道科学大学との連携事業  

2023（令和 5）年度に本学と札幌大学及び北海道科学大学との 3 大学は、教育力や研究力を基

盤として、活力ある地域社会の形成と発展に寄与することを目的に連携協定を締結した（資料 

9-14【ウェブ】）。締結前より、夕張市における高校・大学・自治体との連携プロジェクトを開始

し、夕張高校の総合的な探求の時間に、各大学が学生を派遣し、共同して地域課題の解決に取り

組んだ（資料 9-15【ウェブ】）。また、2024 年度には、東京での推薦入試会場を 3 学共同で運営

し、コストを抑える取り組みを行ったほか、若手職員を集めたワークショップを実施し、今後連

携可能な分野について活発な議論を行った。 

④南幌町との連携事業 

南幌町とは、2021（令和 3）年度に人材育成や教育・研究分野において相互に協力し、「緑豊か

な田園文化のまちづくり」など地域社会の発展に寄与することを目的として包括連携協定を締

結した。南幌町からは、2021（令和 3）年度・2022（令和 4）年度に新型コロナウイルス感染症

の影響により、「学費が払えない」「アルバイトが出来ず生活に困っている」などで困窮した学生

向けに、ふるさと納税を活用した「学生・若者支援事業」で、寄付を頂いている（資料 9-16【ウ

ェブ】）。また、毎年度、同町の小学生の夏休みや冬休みを利用して開催される「あそびの達人特

別教室」でこども発達学科の学生が事業運営を行うとともに（資料 9-17【ウェブ】）、中学生向

けの「English Trial」に、本学国際学部の学生が、英会話サポーターとしてボランティア参加

したほか（資料 9-18【ウェブ】）、小中学生向けの「English Camp」で ALT と参加者とのパイプ

役として、国際学部の学生を派遣するなど、本学と南幌町との地域交流で学生が活躍し、同町と

の連携を深めている（資料 9-19 【ウェブ】）。さらに、2022（令和 4）年 6 月には、同町の高齢

者向け事業である「さわやかカレッジ」を本学で開催し、看護学科教授による特別講義を行うと

ともに、大学見学を行った。2025（令和 7）年度は、町主催の「男の料理教室」において、本学

の教員および学生がレシピ作成や料理指導に携わった。さらに、町との連携協定をもとに、本学

の学生が町内の農家で農業体験を実施した。この取り組みは、学生にとっては職業体験の機会と

なり、農家にとっては繁忙期の人手不足の解消につながるなど、双方にとって有益なものとなっ

た。 
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このほか、2022（令和 4）年度から毎年、南幌町農協よりお米 100kg を寄贈いただき、健康栄養

学科の学生が学生向けにおにぎりにして無料配布したり、100 円カレーライスとして提供したり

し、南幌町のお米 PR に一役買っている（資料 9-20【ウェブ】）。 

⑤安平町との連携事業 

本学と包括連携を結ぶ安平町にある早来学園で、2023（令和 5）年 8 月「あびら教育フォーラ

ム」が開催され、こども発達学科の教員が、「主体的・対話的で深い学びとは？」「地域を教材に！

総合的な学習の時間の実践事例」の 2 つのセッションに登壇した。アクティブラーニングの目的

の本質や子どもが地域を学ぶ意義等について、事例等を通して話した。本学の学生も参加し、安

平町の新しい保育や教育とまちづくりについて学んだ（資料 9-21【ウェブ】）。 

⑥地方自治体と連携した研修の実施 

本学と包括連携協定を締結した自治体等と連携して、本学国際学部の研修事業を実施し、人材

の育成と地域の人々との交流を行っている。ニセコ町や倶知安町では、2021（令和 3）年度以降、

国際学部の 1 年生を対象とした「ニセコ国際研修」を実施しており、事前に本学で研修講義を行

っていただいたり、研修先の相談に乗っていただいたりしている。また、富良野市、ふらの観光

協会及び富良野商工会議所、平取町、安平町の協力のもと、「アウトドアツーリズム研修」のサ

ポートやフィールドワークの補助をいただいている（資料 9-22【ウェブ】）。さらに、北海道庁

の出先である後志総合振興局と連携し、同局が実施する地元企業にインターンシップをしなが

ら外国人と交流する「SHIRIBESHI 留学」へ参加した学生に対し、本学国際学部として単位認定

を行うなど、連携した取り組みとなっている。 

⑦生活協同組合コープさっぽろとの連携 

生活協同組合コープさっぽろとは、札幌大学とともに SDGs、食と健康、協同組合活動及び地

域振興などをテーマに、それぞれのリソースを活かした協働事業に取り組むことを目的として、

2020（令和 2）年度に包括連携協定を締結した。2022（令和 4）年度には、コープさっぽろの広

報誌「ちょこっと」（全道 60 万部を月刊で発行）12 月号、2 月号に、特集企画として健康栄養

学科の教員と学生が考案した「健康お料理レシピ」を掲載していただいた。 

また、2022（令和 4）年 6月に本学が学会の事務局を担当した日本食品保蔵科学会の市民シン

ポジウムには、コープさっぽろの専務理事に講師として登壇していただいた。このほか、コープ

さっぽろが毎年度主催する海岸清掃活動「Hokkaido 海のクリーンアップ大作戦！」に教職員及

び学生がボランティアとして参加している（資料 9-26【ウェブ】）。また、2023(令和 5)年度から

継続して、コープさっぽろが開催している、子どもを対象にした「食育教室」に、毎月本学の食

育ボランティア部に所属する学生がボランティアとして子どものサポートを行っている。 

⑧サツドラホールディングス株式会社との連携 

サツドラホールディングス株式会社とは、Society5.0 社会の実現や SDGs、健康増進など、「人

生 100 年時代」に向けて活力ある個性豊かな地域社会の形成と発展に寄与することを目的とし

て、2022（令和 4）年度に連携協定を締結した。2023（令和 5）年度からは毎年、同社が札幌市

内に所有する貸ホールを無料で使用させていただき、本学教員が一般向けに公開講座を開催し
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たり（資料 9-27【ウェブ】）、本学の「数理・データサイエンス・AI 入門」の講義に、同社関連

会社の社員を外部講師として派遣してもらい、社会における AI の利活用の現状についての講義

を行ってもらったり（資料 9-28【ウェブ】）、相互のリソースを活用した連携を行っている。 

⑨株式会社北海道銀行との連携 

株式会社北海道銀行とは、金融機関としての地域ネットワークと本学の教育・研究機能を連

携・活用することにより、地域課題に適切に対応し、「人生 100 年時代」に向けて活力ある個性

豊かな地域社会の形成と発展に寄与することを目的として、2022（令和 4）年度に連携協定を締

結した。2023（令和 5）年度の本学の「総合教養講座」の 1 コマで、同社から講師を派遣しても

らい、金融リテラシーに関する講座を設け、全 1 年生向けに講義を行っていただいたほか、本学

幹部職員が同社主催の地域親睦会に参加し、地元企業・団体とのネットワークづくりの機会を提

供していただいた。また、2026（令和 8）年 2 月には、温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指す

「カーボンニュートラル」への理解を深めるため、カードゲームの体験会を共同で開催した。体

験会には、当該ゲームの公認ファシリテーターである北海道銀行の職員を講師として招き、本学

の学生 26 名が参加した。参加した学生は、温室効果ガス削減策と経済活動との関係について理

解を深めることができた。 

⑩一般社団法人未来工房 

一般社団法人未来工房は、北海道で初めて米づくりに成功した中山久蔵翁の物語を、地域の子

どもたちが、演技や踊りで表現する舞台「絆花～中山久蔵翁物語～」を行っており、地域の歴史

や先人の苦労や想いを伝え、多くの方々に郷土への愛着や誇りを感じてもらう機会を創ってい

る。そこで、本学としても、こうした次世代の育成や歴史と文化の継承の取り組みを支援するた

め、同法人と包括連携協定を締結し（資料 9-29【ウェブ】）、鶴岡記念講堂大ホール（668 名収容）

を無償で練習場として貸し出しているほか、本学が主催する学会などの行事のアトラクション

に出演してもらい、恵庭市外の方々にも北海道の米作の歴史を紹介している。 

⑪明治安田生命保険相互会社苫小牧支社 

2024（令和 6）年 10 月には、明治安田生命が 2030 年に向けた成長戦略のためのプロジェクト

のひとつである「地元の元気プロジェクト」の一環として、地域の活性化を目的に、従業員が自

身の「出身地」などゆかりのある「地元」に任意で募金する取り組み、「地元の応援募金」で集

めた寄付金が本学に贈呈された。 

⑫南富良野高等学校 

包括連携協定締結を契機に、2024（令和 6）年 3 月には、本学のオリンピック出場経験のある

教員が、同校の 1・2 年生向けに「アウトドア講演会」の講師を務めて、生徒たちと交流を図っ

ている。本学では、教育研究の成果を基にした社会へのサービス活動や地域支援事業を積極的に 

実施している。 

⑬苫小牧西高等学校 

2025（令和 7）年 7 月に、進路および教育に関する包括連携協定を締結した。これを契機とし

て、同年 9 月には記念事業として、苫小牧西高等学校において本学学長による講演会を開催し
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た。講演は「私たちはどう生きるべきか」をテーマに、全校生徒約 400 名を対象に実施され、参

加した生徒は、幸せな人生を送るための考え方や生き方について理解を深めることができた。 

 

（3）社会貢献事業 

①公開講座の開設 

地域住民を対象とした公開講座は、2016（平成 28）年度以降、開設講座を増加させてきて 

 おり、コロナ禍という制約の中でも、学外での特別講座を含め学内を中心に開講している。 

2024（令和 6）年度は学内と札幌で 33 回、2025（令和 7）年度も同様に 33 回実施した。2025

（令和 7）年度の参加数は 1,074 名となり、これまでの取り組みが反映され、初めて 1,000 名を 

超えた。（資料 3-38【ウェブ】）。また、恵庭市教育委員会が主催する高齢者を対象とした長寿 

大学から、運営委員や講師派遣を毎年度依頼されており、委嘱された講師は、2024（令和 6） 

年度 25 名、2025（令和 7）年度は 23 名となっている。 

②地元情報誌との協働企画による知見の社会還元や社会貢献 

恵庭、千歳地域の 7 万世帯に配布されている地元情報誌「ちゃんと」と協働し、2021（令和 

3）年度には「現代社会の食と健康を考える」、2022（令和 4）年度には「大学における地域連 

携を考える」をテーマに、月一回のペースで本学教員が交代でコラムを執筆し、食と健康に関 

する話や本学での地域連携の取り組みを紹介し、大学教員の知見の社会還元に推奨している。 

そして、2022（令和 4）年度、2023（令和 5）年度には、この掲載原稿をまとめたコラム集を 

冊子として作成し、機会あるごとに一般市民をはじめ様々な方に配布している。 

また、「ちゃんと」には毎月一回、健康栄養学科の教員が「しあわせレシピ」と題して、旬の

地産食材を使用、時代に合わせた配合・工程、健康に配慮するといった視点とともに持続可能

な食へも配慮しながら、レシピを掲載している。2022（令和 4）年度には、過去の掲載レシピ

を集めた「北海道文教大学のしあわせレシピ」を小冊子としてまとめて発行し、機会あるごと

に配布している。2024（令和 6）年 6 月には、不要になった野球道具や文房具を集めて経済危

機に瀕しているスリランカへ送る「北海道文教大学スリランカ支援プロジェクト」を、地元情

報誌「ちゃんと」の協力を得て「ちゃんと」に告知を出すなどして実施した。地域住民の方々

を中心に多くの反響をいただき、数多くの野球道具や文房具が集まり、2025（令和 7）年 2 月

には、学長はじめ本学国際学部に所属する野球部員がスリランカを訪問し、日本大使館で贈呈

式が行われた。 

③SDGs の取り組み 

2021（令和 3）年度は本学の SDGs 元年と位置付け、教職員向けのセミナーの開催などを開 

催するとともに、SDGs に関する基礎的な知識や包括連携協定先の取り組み事例、各学科や事

務局での取り組みと目標などを記載した「SDGs HANDBOOK」を作成し、全教職員、全学生に配布

したほか、図書館でも展示企画を行うなど（資料 9-35【ウェブ】）、意識の醸成を図っている。ま

た、新入生全員を対象に、総合教養講座の授業で、包括連携協定先のエコロジーテーマガーデン

「えこりん村」（同施設を「北海道文教大学えこりん村キャンパス」とさせていただいている。）
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において、エコ活動から循環型農業や再生可能エネルギーについて学ぶ SDGs 研修を実施し、意

識啓発を行っている（資料 9-36【ウェブ】）。 

④食育活動の取り組み 

健康栄養学科の食育ボランティア部では、2004（平成 16）年度より地域にある大学として食

育を推進するため、成長期の子供とその保護者を対象に、「食育教室」を継続的に行っている。

全国的に見ても息の長い事業となり、これまでの参加者数は 2000 名を超えている。恵庭市の教

育委員会や学校給食センター、学校給食会、若手農業青年「ルーキーズカンパニー」など様々な

方たちに関わっていただいており（資料 9-37【ウェブ】）、2022（令和 4）年度には恵庭市文化功

労者・スポーツ功労者・青少年表彰で、食育ボランティア愛好会が青少年団体活動者賞団体賞を

受賞した（資料 9-38【ウェブ】）。また、アイドルという活動を通じ食育をもっと身近にお届け

できないかとの考えから、2021（令和 3）年度に学生 3 名による食育アイドルプロジェクト「文

教食ドル隊えにわっ娘.」を結成し、Twitter や Youtube での動画配信を中心に活動している。

恵庭や札幌の飲食店、さらに名古屋の老舗和菓子屋さんとも繋がることができ、地域のイベント

や大学祭などでステージに出演するなど、食育活動はもちろん、地域の活性化にも一役買ってい

る。さらに、2023（令和 5）年度には、2 つ目のアイドルグループ「IX-ALICE（イザリス）」が結

成され、拒食症や孤食などをテーマに新たな活動を始め、2025（令和 7）年度には、両グループ

が NHK で道内及び全国放映されるほか、テレビ朝日の SDGs の特集番組で「IX-ALICE（イザリス）」

が取り上げられるなど、マスコミからも注目されており、食育への意識の醸成に貢献している

（資料 9-39【ウェブ】）。こうした活動が評価され、2025（令和 7）年 6 月には、農林水産大臣表

彰を受賞するとともに、同年 10 月には、恵庭市青少年活動表彰を受賞した。恵庭市との食品ロ

ス削減推進の取り組みについては、前述のとおりである。 

⑤地域の歴史・文化の発信 

こども発達学科の教員と学生が中心となり、2019（令和元）年から始めた共同研究プロジェク

ト「ENIWA 学」では、本学に隣接する縄文遺跡の「カリンバ遺跡」を学生とフィールドワークし

ており、その中で銀河鉄道がこの恵庭上空を通ったとしたらどうだろうという発想から、朗読劇

「銀河鉄道とカリンバの夜のために」が制作された。これをもとに、本学学生による朗読劇が、

2021（令和 3）年には「ENIWA 学」主催の芸術祭「風と大地の芸術祭」（資料 9-40【ウェブ】）で、

2022（令和 4）年には恵庭市郷土資料館との共催で開催された「カリンバまつり」で上演された

（資料 9-41【ウェブ】）。この模様は、地元 FM「eniwa」でも放送され、演劇的な方法を用いて恵

庭の歴史や文化をとらえ、発信・表現することを通じて、地域の住民に還元している。 

⑥障がい児（者）の発達支援の取り組み 

「北海道スマイルプロジェクト」は、本学の医療保健科学部と人間科学部の 4 学科（看護学

科・リハビリテーション学科・健康栄養学科・こども発達学科）の学生と教員による、障がい児

（者）の発達を支援する活動として、2016（平成 28）年度から恵庭市を中心として活動してい

る。本学の共同研究事業として、恵庭市の発達支援センターや放課後等通所事業所に通う小中学

生を対象に、市内事業所とコラボで学生が企画した「大学探検」や「ミニ運動会」、「クリスマス
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会（調理体験・モノ作り体験）」等を行ってきている（資料 9-42【ウェブ】）。 

⑦チャレンジド教室 

チャレンジド教室は、恵庭市近郊の特別な支援を必要とする子どもとその兄弟を含めた子ど

もたちに対して、学生が自主的に企画を考え、実施する活動で、2010（平成 22）年度より、こ

ども発達学科の企画事業として実施している。大学内の教室等を活用して、自作のおもちゃやゲ

ームでの活動、各参加児童生徒の実態に即した造形活動等を、学生自ら企画・実行しているのが

特徴である（資料 9-44【ウェブ】）。また、活動中は保護者同士の交流や懇談の場を設け、本学教

職員による子育て相談なども行っている。こうした活動が評価され、2023（令和 5）年度には、

恵庭市文化功労者・スポーツ功労者・青少年表彰で、青少年団体活動者賞団体賞を受賞した（資

料 9-38【ウェブ】）。 

⑧市内小中学校への学習支援 

教員をめざす学生が、恵庭市内の小中学校の協力を得て、教師になるための基礎を学ぶ取り組

み「アシスタントティーチャー」に参加しており、2025（令和 7）年度は、こども発達学科や健

康栄養学科の学生 30 名が参加した。また、市立和光小学校の児童を対象とした学習支援組織（通

称わこまる（資料 9-45_2【ウェブ】））や市立恵み野小学校の児童を対象とした学習支援組織（通

称かめ吉（資料 9-45_3【ウェブ】））は、いずれも学生が主体となって立ち上げたものである。こ

れらの活動は、地域社会と積極的に交流しながら子どもたちの学びの機会を広げており、地域か

らも注目を集めている。 

⑨子育て教育地域支援センター 

核家族化や少子化が進んだことで、子どもを持つ親が、不安や悩みを打ち明けられる子育て経

験豊かな相談相手を、身近で見つけ難くなっており、本学の「子育て教育地域支援センター（通

称；文教ペンギンルーム）」は、そうした問題の解決を目指して開設された（資料 3-44【ウェブ】）。

「文教ペンギンルーム」は、地域の乳幼児を持つ親や子ども同士の交流の場として、また、将来、

子どもの教育に携わりたいと考えているこども発達学科学生の実習や研修の拠点として、2010

（平成 22）年春から本格スタートした（資料 9-46【ウェ ブ】）。スタッフには、子育て支援・教

育臨床活動を担う専門家を中心に、本学のこども発達学科をはじめ、人間科学部、医療保健科学

部の教員も参画し、子育てに関する調査研究を深め、その成果を教育の充実に役立てている。

2025（令和 7）年度には、地域の親子を対象とした「ペンギン広場」を 4 回開催したほか、「音

楽の集い」を 3 回、さらに保護者向けの講座を 2 回実施した。 

⑩恵庭市の新型コロナウイルスワクチン接種のための集団接種会場を提供 

2021（令和 3）年から始まった新型コロナウイルスワクチン接種において、6 月より 11 月まで

の土日の 2 日間、本学体育館を集団接種会場として提供したほか、医師免許を持つ教員及び注射

担当として看護師資格を有する看護学科の教員を派遣するなど、地域の新型コロナウイルスワ

クチン接種の推進に協力したことから、本学に対し恵庭市長から感謝状が贈呈された。 

 

(4)地域交流、国際交流事業 
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本学の包括連携協定先である一般社団法人恵庭青年会議所が、毎年 10 月末に開催するハッピ

ーハロウィンイベントに 2019（令和元）年には会場を提供したほか、毎年学生がボランティア

として参加している。このほか、2021（令和 3）年に開催された東京オリンピックの札幌で開催

されたマラソン競技をはじめ、北海道や札幌市、千歳市などが開催するマラソン大会に、学生が

ボランティアとして参加している。また、2025（令和 7）年 2 月には、恵庭市内の実行委員会が

主催する「えにわシーニックナイト」のイベントに、国際学部の学生がスノーランタン作りのボ

ランティアとして参加した。 

本学は、中国、台湾、ロシアなど海外 54 大学と学術交流協定等を締結しており（資料 7-23【ウ

ェブ】）、交換留学を行っているほか、大学間でオンライン交流会なども実施している（資料 9-

49【ウェブ】）。また、留学生を恵庭小学校に派遣し、異文化交流活動を行っている（資料 9-50

【ウェブ】）ほか、恵庭在住の外国人と本学学生が料理を通して交流するイベントを実施するな

ど、地域における国際交流活動と連携している。2024（令和 6）年 12 月には、国際交流センタ

ーが市民ボランティア「えにわ外国人サポートクラブ」が行う 『日本語ひろば「えにわ」』と合

同でクリスマスパーティーを開催し、総勢 50 名（フィリ ピン、ネパール、ミャンマー、スリラ

ンカ、韓国、中国、モンゴル、アメリカ）が集まり、 本学学生による司会進行のもと、ミニゲ

ームなどを行なった。また、2026（令和 8）2 月には、網走市教育員会の協力のもと、本学の外

国人留学生が網走市の小学生と交流を図るとともに、市民を対象にした国際交流会を実施した。 

・社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に貢献し、大学の存在

価値を高めることにつながっているか。 

本学は、教育・研究・社会連携を一体的に推進し、地域課題の解決に資する多様な取り組みを 

展開している。具体的には、前述した恵庭市との共同研究による介護予防や高齢化対策への貢献、

不登校児童・生徒を支援する「学びの森」の運営など、福祉・教育分野における課題解決に取り

組んでいる。さらに、「地域創造研究センター」を中核とした産学官連携により、政策立案支援

や地域資源を活用した新たな価値創出を推進している。また、企業との連携による商品開発やレ

シピ開発、健康増進や食育、SDGs 推進に関する取り組みを通じて、食と健康分野から社会に貢

献している。加えて、農業体験やインターンシップ、国際研修の実施により、地域産業を支える

実践的人材の育成と人手不足の解消にも寄与している。環境分野では、SDGs 教育やカーボンニ

ュートラルに関する学習機会の提供、食品ロス削減活動などを通じて、持続可能な社会の実現に

向けた意識醸成を図っている。さらに、公開講座や地元情報誌との連携による知の還元、子育て

支援や障がい児支援などの教育・福祉活動、地域文化の発信や国際交流の推進にも積極的に取り

組んでいる。加えて、災害時の避難場所提供やワクチン接種会場の提供など、地域の安全・安心

を支える役割も果たしている。これらの取り組みを通じて、本学は福祉、教育、産業、環境、文

化など幅広い分野において地域社会の発展に貢献しており、地域に不可欠な「知の拠点」として

の役割を果たすことで、大学の社会的存在価値を高めている。 

 

評価項目② 
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社会連携・社会貢献活動の状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでい
ること。 

＜評価の視点＞ 

・社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果
が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に取り組み、
効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

・社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が
上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

社会連携・社会貢献の適切性については、第Ⅰ期中期計画「学校法人鶴岡学園中期計画 2024」 

 のアクションプランについてロードマップを作成し、毎年度、各学科・事務局において進捗状 

 況を点検していた。2025（令和 7）年度からは、第Ⅱ期中期計画「学校法人鶴岡学園中期計画 

2.0」のアクションプランを踏まえた上で、毎年度末に、目標毎の進捗管理を行い、目標の達 

成状況を確認している。その結果については、大学運営会議に諮り、承認を得た上で、理事会・ 

評議員会に報告を行っている（資料 1-4_2【ウェブ】）。 

・点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に取り組み、

効果的な取り組みへとつなげているか。 

「学校法人鶴岡学園中期計画 2.0」のアクションプランは、毎年度末に、各学科・事務局に 

 おいて進捗状況を点検して進捗管理を行い、目標の達成状況を確認した上で、必要に応じて、 

 目標を達成するためのアクションプランを見直ししている。また、公開講座については、毎年 

度の実施結果を大学運営会議に報告するとともに、地域連携推進センターでは、その結果を踏 

まえて次年度の公開講座内容の検討資料として活用し、改善が図られるようにしている（資料  

1-4_2【ウェブ】）。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

本学では、2014（平成 26）年 8 月の地元恵庭市との包括的な連携・協力のもと、相互が有 

する人的・知的資源を活用し、豊かな地域社会の形成と発展に寄与することを目的に密接な連 

携・協働を図り、広範な分野で連携事業を展開してきている。特に、恵庭市と協働して 2023 

（令和 5）年度に開設した「地域創造研究センター」は、 地域社会が抱える様々な課題の解 

決に向けて、地域の高等教育機関のアカデミズムと地方自治体の政策力を結びつけた新たな 

共生、連携の機関として、全国でも初めての私立大学と地方自治体との協働組織になっており、 

多方面から注目を浴びている。今後、地域社会に貢献する地方大学としての役割を高め、大学 

機能を強化していくため、内外の幅広い研究者や行政実務者、民間人との交流により、新たな 

知の拠点としての大学機能の強化を図り、地域への関心、理解を深め、より実践的な地域課題 

解決能力を身につけた人材の育成を図っていくこととしており、今後の事業展開が期待され 

ている。また、2020（令和 2）年度から、地方自治体や企業・団体との連携協定締結を活発化 

させており、これまでに自治体 17 件、民間企業 60 件、医療関係 20 件、教育関係 28 件、その 

他団体 19 件と合計 144 の連携協定を締結している。これらの協定を基盤として、本学の特色 
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を活かしながら、共同研究や共同事業、商品開発など様々な分野で連携事業を展開し、その件 

数も年々着実に増加している。その結果、社会連携に熱心な大学として、海外の雑誌「TIME」」 

や「Newsｗeek」からも注目を集めた（資料 9-52【ウェブ】）ほか、令和７年度には、日本経 

済新聞社が実施した「大学の地域貢献度調査」において、学生数別ランキング（1,999 人以下） 

で全国 8 位にランクされ、私立大学の中では全国２位という高評価をいただくなど（資料 9- 

53_2【ウェブ】）、「社会連携・社会貢献」が本学の特色になりつつあると思われる。 

本学では社会連携・社会貢献を中期計画の柱の一つとして位置付けており、地方自治体 

や企業・団体との包括連携協定は年々着実に増加し続けている。一方で各協定先との個別の取 

り組みは進展しているものの、複数の自治体・企業・団体を横断した連携や共同事業へと発展 

している事例は限定的である。今後は、連携協定先のニーズ把握に努めつつ、各学科間の連携 

を強化しながら、ニーズに応じた教育・研究を推進することが求められることから、社会的課 

題を踏まえたテーマ設定のもと、シンポジウムや交流の機会を充実させることで、連携のさら 

なる深化と拡大を図ることなどを検討していきたい。これにより、本学がハブとなり、自治体 

や地域に根付いた企業・団体同士の新たな連携を生み出し、地域社会へのさらなる貢献につな 

がることが期待される。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

学園「教育 100年ビジョン」にある基本方針を踏まえ、2025（令和 7）年度からの第Ⅱ期中 

期計画「学校法人鶴岡学園中期計画 2.0」において「社会連携・社会貢献」を柱の一つとして 

位置付けている。そのアクションプランにおいて、具体的な取り組み事項を大学内に周知する 

ことにより、大学全体での意識醸成が図られてきている。また、地方自治体や企業、団体との

包括連携協定に基づき、地域交流・連携活動が年々活発化しており、大学での研究の知見の還

元に加え、学生が商品開発などの連携事業に参画することで、連携先企業や地方自治体への就

職につながる事例も生まれており、教育研究成果を社会へ還元する取り組みが着実に進展し

ている。さらに、これらの社会連携・社会貢献の適切性に関する検証は大学運営会議を中心に

行われており、抽出された課題については次年度の事業計画へ反映する体制が整備されてい

る。 
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第 10章 大学運営・財務（１）大学運営（基本情報一覧） 

 

大学運営関係資料・規程 
 資料・規程名称 URL・印刷物の名称 

大学運営に関する方

針を明らかにした資

料 

教育 100年ビジョン https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/vision 

 

学長選出・罷免に関す

る規程 

北海道文教大学学長

の選考に関する規程 

 

https://old.do-

bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

役職者の職務権限に

関する規程 

学校法人鶴岡学園組

織規程 

北海道文教大学及び

北海道文教大学大学

院教育職員管理職選

任規程 

 

https://old.do-

bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

 

https://old.do-

bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/ 

教授会規程 北海道文教大学教授

会規程 

 

https://old.do-

bunkyodai.ac.jp/inside/official_regulations/wp-

content/uploads/2017/06/64e9db0f32fd523a84e5f233cb6361db.pdf 

設置法人の理事会（役

員会）及び評議員会の

名簿（役職、氏名、所

属先を示したもの） 

学校法人鶴岡学園理

事・監事・評議員住所

録 

学校法人鶴岡学園理事・監事・評議員住所録 

学長選考会議または

学長選考・監察会議の

名簿 

北海道文教大学学長

候補者選考委員会委

員名簿 

学長候補者選考委員会委員名簿 

職員採用規程 なし  

監事監査法人又は公

認会計士による監査

報告書 

独立監査人の監査報

告書 

独立監査人の監査報告書 

事業報告書 令和6年度(2024年度)

事業報告書 

https://www.do-bunkyodai.ac.jp/outline/pdf/2024_project.pdf 

備考： 
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第 10章 大学運営・財務（１）大学運営（本文）    
１．現状分析 

評価項目① 

大学運営に関する方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設
け、これらの権限等を明示していること。また、それに基づいた適切な大学運営を行ってい
ること。加えて、大学を設置・管理する法人の運営が適切であること。 

＜評価の視点＞ 

・大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大学
運営に関する大学としての方針を教職員で共有しているか。 

・関係法令及び大学運営に関する方針に基づき、明文化された規程に従って大学運営を適切
に行っているか。また、その透明性を確保するために、学長等の役職者、教授会等の組織
の権限と役割を法令に基づき規程上明確に定めているか。さらに、その選任、意思決定や
権限執行等を、適正な手続のもとで行っているか。 

・法人はその組織及び役職者の権限と責任を明確化し、大学を適切に管理しているか。また、
関係法令に基づき定めた規程に従い役職者の選任及び運営を適切に行い、意思決定・業務
執行に対する法人組織内のチェック機能を働かせているか。 

 

＜大学運営に関する方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設 

け、これらの権限等を明示していること。また、それに基づいた適切な大学運営を行っている 

こと。加えて、大学を設置・管理する法人の運営が適切であること。＞ 

 

（1）大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大 

学運営に関する大学としての方針を教職員で共有しているか。 

 

2017（平成29）年度に学校法人鶴岡学園が創立75周年を迎えたことを機に、「鶴岡学

園将来構想委員会」において本学の理念・目的に基づく教育目標を具現化すべく、学校

法人鶴岡学園「教育100年ビジョン」（資料10-1-1【ウェブ】）を策定、公表した。 

また、2020（令和2）年4月施行の改正私立学校法を受けて、「教育100年ビジョン」

の実現に向け、2020（令和2）年4月からの5年間について、「学校法人鶴岡学園 中期計

画2024」（資料10-1-2【ウェブ】）を、2025（令和7）年からの5年間については、「学

校法人鶴岡学園 中期計画2.0」を策定、公表した。 

この中期計画は、大学運営会議等で審議し、理事会・評議員会の承認を得て決定して 

いる。さらに中期計画の内容をさらに具体的に実施していくための「北海道文教大学中

期計画アクションプランロードマップ」（資料10-1-3【ウェブ】）を策定し、大学の管

理運営を適切にマネジメントするため、このロードマップに基づき毎年度の取組状況を

大学運営会議において検証し、大学運営の各般にわたる施策を適切に進行管理してい

る。 

法人の「教育100年ビジョン」及び中期計画、中期計画に基づくロードマップについて 

は、各教職員に周知し、情報共有を図るほか、教育職員については教授会、事務職員に 

ついては事務連絡協議会において説明を行っている。 

 

（2）関係法令及び大学運営に関する方針に基づき、明文化された規程に従って大学運営を適 

切に行っているか。また、その透明性を確保するために、学長等の役職者、教授会等の組 

織の権限と役割を法令に基づき規程上明確に定めているか。さらに、その選任、意思決定 

や権限執行等を、適正な手続のもとで行っているか。 
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本学の学長の権限等は「学校法人鶴岡学園組織規程」の第5条（資料10-1-4【ウェ

ブ】）に規定されており、大学長の職務は、「大学長は大学の校務を掌り、所属教育職

員を統督し、大学を代表する」とされている。 

さらに、学長の主体的かつ的確、円滑な大学運営を図るため、学長の補佐機関として

設置されている大学運営会議を招集し、その議長となる（資料10-1-5【ウェブ】）。大

学院委員会においては、統括委員長として、会議を統括する（資料10-1-6【ウェ

ブ】）。教育開発センター、入試センター、キャリア教育センターの委員会において

も、学長は委員長を務め、会議を招集し、議長となっている（資料10-1-7【ウェブ】、

資料10-1-8【ウェブ】、資料10-1-9【ウェブ】）。 

学長の選考については、「北海道文教大学学長の選考に関する規程」（資料10-1-10 

【ウェブ】）に基づき、理事長が主宰する学長選考委員会を設置して候補者の選考を行

うとともに、同規定第5条に基づき学部長等の意見聴取を行ったうえで次期学長候補者を

選考し、理事会で決定することとしている。 

また、副学長、研究科長、学部長、図書館長、学科長及び専攻長の管理職について

は、組織規程において権限を明示しているほか、「北海道文教大学及び北海道文教大学

大学院教育職員管理職選任規程（資料10-1-11【ウェブ】）において、選任の方法や任期

等が定められており、専攻長以上の管理職はいずれも学長の推薦を受け、理事会の承認

を得て任命することとしている。 

2014（平成26）年の学校教育法等の一部改正に伴い、教授会の権限と責任の明確化が

図られたため、「北海道文教大学教授会規程」（資料10-1-12【ウェブ】）など本学学

内規程等の総点検・見直しを行い、組織及び審議事項等を規定した。また、教授会規程

の審議事項では、教育研究に関する重要事項で、教授会の意見を聴くことが必要な事項

を学長が定めるとされていることから、「教授会及び大学院研究科委員会の審議事項等

に係る申し合わせ」（資料10-1-13【ウェブ】）を制定した。 

また、学校教育法等の一部改正に伴い、教授会規程、各研究科委員会規程を改正し、

教授会等と学長の意思決定過程における役割を明確にしている。 

大学の意思決定は最終的に学長が行い、そのための意見を教授会・研究科委員会等で

聴取する一方、学籍異動、教育課程等の教学事項については、関係委員会で審議され、

教授会で審議決定している。 

 

（3）法人はその組織及び役職者の権限と責任を明確化し、大学を適切に管理しているか。ま 

た、関係法令に基づき定めた規程に従い役職者の選任及び運営を適切に行い、意思決定・ 

業務執行に対する法人組織内のチェック機能を働かせているか。 

 

「鶴岡学園寄附行為」において、学校法人の理事の職務及び理事会の権限を規定する 

とともに、「学校法人鶴岡学園組織規程」で役職者の職務を定め、その権限と責任を明確 

化している。また、「学校法人鶴岡学園事務分掌規程」において、事務分掌を明確にし、 

円滑な業務執行を図っている。 

事務組織は、「法人事務」と「大学等事務」を区別せず一体処理している。経営の意 

思決定機関である理事会の方針の下で総務部、財務部が主に法人事務を処理し、教務 
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部、学生部、入試広報部、就職部、企画調整部及び大学評価・IR推進部が主に教学に関

する業務を遂行している。 

 また、事務職員の管理職の採用、昇任及び異動については、事務局長・総務部で作成 

した人事案を理事長等が事前承認した上で、「学校法人鶴岡学園就業規則」に基づき、 

理事会の審議を得て、理事長が決定している。 

 

評価項目② 

予算編成及び予算執行を適切に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・予算を適正な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保しているか。 

 

＜予算編成及び予算執行を適切に行っていること。＞ 

 

（1）予算を適正な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保しているか。 

・内部統制等 

予算編成については、主に「学校法人鶴岡学園寄附行為」及び「学校法人鶴岡学園経理 

規程」等にもとづき次の手順で手続きが行われている。なお、編成にあたっては、予算要 

求単位の全構成員が関与しており、そのプロセスの透明性は確保されている。 

① 予算編成方針は、あらかじめ評議員会へ意見聴取のうえ、理事会の議決を諮る。 

（私立学校法改正後の 2025（R7）年からは理事会の決議のみとしている） 

② 予算単位の長（予算責任者）あてに予算要求書の作成依頼を行う。 

③ 予算要求書を受理し、必要に応じ要求単位でヒアリングを行う。ただし、大学の場合 

は規模が大きいため副学長を含めた大学院、学部学科専攻、別科の長を対象とする。各 

要求単位の財源は、全般的に特定の学費費目に 90％を乗じた額を上限として設定して 

いる。なお、実施者は理事長（最高責任者）から指示を受けた事務局長（会計責任者）、 

財務部長（会計事務責任者）が行う。 

④ ヒアリング後は、収入見込及び過年度執行実績等を確認のうえ事業計画の選定、優先 

順位などによる金額査定を経て、予算書原案を理事長に上申する。 

⑤ 理事長は、予算書(案)を評議員会へ意見聴取のうえ、理事会の議決を諮る 

⑥ 予算単位別かつ事業別となる目的別予算書を予算責任者あて配分通知する。 

    予算執行プロセスについては、内部統制システムとして「学校法人鶴岡学園経理規程」、 

「学校法人鶴岡学園物件等管理規程」、予算制度等にもとづき予算責任者を置き管理され 

ている。その他、予算全体の管理を行うため会計システムを導入し、適宜モニタリング（手 

続書類の規程等との整合性などを確認）を行っている。さらに、三様監査のコミュニケーシ 

ョンにより不正を防止する環境に努めている。執行上のポイントを以下に列挙する。 

・責任体制として、各予算単位で予算責任者と予算管理者を置き、さらに予算を総括する

責任者を事務局長としている。 

・予算執行は事前伺いの手続きが原則であるため、財務部は予算責任者から提出された

執行伺いの手続書類を受付け、予算との整合性を確認するとともに、適宜のモニタリン

グ機能で財政規律の喚起を行っており、このプロセスをもって事業着手となる。 

・契約権限は財務部のみに与えられており、他部署では行えない原則となっている。 

126



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

 

・執行状況は各予算単位あてに四半期ごとに周知しており、照会に応じ都度対応している。 

・予算外の事業経費が生じた場合は、理事長の承認を諮ることとなっている。 

・各予算単位の事業検証・評価ができるよう当期実績を翌年度に周知している。 

・予算執行の適切性については、特に理事者による内部統制の無効化の観点に重きを置き 

監査法人による会計監査が行われている。2023（令和 5）年度監査では、計画から報告 

まで計 16 日間延べ約 580時間、2024（令和 6）年度監査では、計 16 日間延べ 611 時間 

にわたり実施され適正意見の結果となっている。この過程の中で年間計 3 回の監事と 

のコミュニケーションが行われており相互の課題の検討と意思疎通を図っている。 

・監事監査においては、監査法人とのコミュニケーションのほか業務監査の観点から各所 

属長との面談、また財産監査の観点から会計帳簿のサンプリングなどを行い、期末に財 

務担当者からの説明を踏まえた決算結果にもとづき監査報告書を作成し、理事会及び 

評議員会に提出している。その他、競争的資金（公的研究費）について、内部監査部門 

を対象とした監事監査を実施し、内部監査人とのコミュニケーションを行っており、監 

査結果を理事長、事務局長等あて報告している。 

・予算執行に伴う効果を分析・検証する仕組みの設定 

財務部は、予算全般を通して予算要求時に過年度事業の実施状況及び執行率を確認の 

上、翌年度の要求内容と照らし合わせることで予算効果の分析・検証としている。決算後、 

各部門の収入と支出の状況を分析のうえ関係者へ周知している。なお、全体的な分析・検 

証については、法人全体と各部門の財務分析表を元に経年把握に努めている。 

2024（令和 6）年度までの実績では、大学部門の予算は大きく 3 つに区分（一般・企画 

事業・中期計画）されており、一般はカリキュラムにもとづく事業、企画事業は一般以外

の事業、中期計画は 2020（令和 2）年度から 5 か年計画で策定された事業である。 

2025（令和 7）年度からは、従来どおり 3 つに区分（一般・中期計画事業、企画その他 

事業）に変更はないが、一般はカリキュラムにもとづく事業、中期計画事業は 2025（令 

和 7）年度から 5 年計画で策定された事業、2024（R6）年度までの企画事業の要件（事業 

期間 5 年未満及び資金幅 100 万円以上）を撤廃し、企画その他事業とした。 

効果を測る仕組みは次のとおりである。 

大学部門は、全般として予算要求段階から教学担当部署（教務部）の確認を前提として 

おり、特に企画事業の事業効果の分析・検証については、事業開始前には計画書、完了後 

には報告書を提出することとしており翌年度の予算要求と査定の基礎資料としている。 

一方、中期計画事業の分析・検証については、策定担当部署（企画調整部）が各事業内 

容の進捗を関連部署からとりまとめ理事会に報告している。数値については、企画事業同 

様に翌年度の予算要求で実績が確認できる内容となっており査定の基礎資料としている。 

 

評価項目③ 

法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な組織を設
け、人員を配置していること。また、その組織が適切に機能していること。 

＜評価の視点＞ 

・大学運営に必要な組織を整備し、法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援
等の業務内容に応じた人員を配置しているか。 

・大学運営が円滑かつ効果的に行われるように、教員と職員の協働・連携を図っているか。 
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・必要に応じ、専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置を行っているか。 

・職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善を、適正に行っているか。 

・大学運営に関する教員及び職員の資質向上を図るため、教員及び職員に対して、スタッフ・
ディベロップメント（ＳＤ）活動を組織的に実施しているか。 

 

＜法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な組織を設 

け、人員を配置していること。また、その組織が適切に機能していること。＞ 

 

（1）大学運営に必要な組織を整備し、法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支 

  援等の業務内容に応じた人員を配置しているか。 

 

大学運営に必要な組織として、事務組織は、法人部門を兼ねている総務部、財務部 

と、教学部門の教務部、学生部、入試広報部、就職部、企画調整部及び大学評価・IR推 

進部、国際交流センターの9部（センター含む。）12課（「室」を含む。）で構成されて 

おり、専任職員は67名である。 

事務局では月1回定例の事務局連絡会議を開催しており、事務局長から理事会・評議員 

会の議事内容や各部各課からの業務報告等により、事務局内の連絡調整や情報共有に努 

めている（資料10-1-14）。 

 

（2）大学運営が円滑かつ効果的に行われるように、教員と職員の協働・連携を図っているか。 

 

2020（令和 2）年度より、教員組織と事務局組織が協働して迅速に改革を進めることを 

   目指して、学園組織の見直しを行った。この取組により、教員が教務部長及び学生部長を 

   兼務することとし教職協働をこれまで以上に推進している。また、2020(令和 2)年には入 

   試センター及び国際交流センターが設置され、さらなる教職協働が進められている。 

また、事務局各課は、管理運営又は教学上の企画・立案を担当する各種委員会に積極 

的に関わっており、教学組織と一体となり本学の管理運営に当たっている。 

 

（3）必要に応じ、専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置を行っているか。 

 

職員の採用に当たっては、採用を予定している部署及び職において、十分能力を発揮で 

きるよう、必要な知識や経験のみならず、前職における業務内容も総合的に勘案して、採 

用の可否を判断し、最終的には理事会の承認を得て、採用し配置している。 

また、採用後においては、専門的な知識及び技能の習得を図るため、外部機関が実施す

る専門研修の周知に努めるとともに、積極的な研修参加を促し、職員を個別に指名の上、

研修への参加を求めることも行っている。 

日本私立大学協会北海道支部の研究協議会（所管部署ごと）へ定期的に参画し、他大学

との意見交換を通じて全道的な動向や知見を習得するなど、職員の専門性向上に取り組

んでいる。 

 

（4）職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善を、適正に行っている 

か。 
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職員の採用及び昇任は、「学校法人鶴岡学園就業規則」（資料10-1-15【ウェブ】）に 

基づき行っている（採用（第5条）、昇任（第10条））。 

毎年度の職員人事に当たっては、事務局各部に人事の要望を照会し、各部等におい 

て、面談を必ず実施し、本人の希望や自己評価を踏まえながら、各部等で各人の業務の 

評価を実施している。その要望・評価を取りまとめた結果について、事務局長・総務課 

がヒアリングを行った上で、必要と認められる場合は、昇任及び人事異動案を総務課に 

おいて作成し、理事会の承認を得て決定している。 

「学校法人鶴岡学園職員給与規程」を改正し、2006（平成 18）年 4 月の改正で昇給区 

分の運用を凍結していたが、昇任及び昇格した者については勤務成績が特に良好である 

者等の昇給区分を運用できることとした（資料 10-1-16【ウェブ】）。 

 

（5）大学運営に関する教員及び職員の資質向上を図るため、教員及び職員に対して、スタッ 

フ・ディベロップメント（ＳＤ）活動を組織的に実施しているか。 

 

教員及び事務職員の資質向上を図るため、「令和 7 年度北海道文教大学 SD 研修実施方 

針」（資料 10-1-17）に基づき、学内における SD 研修の実施及び FD 研修への参加の促進、 

外部機関が実施する階層別研修に積極的に参加させている。また、近年は大学の管理運営 

強化のため管理職教員についても参加させている（資料 10-1-18 令和 5 年度 SD研修実施 

状況）。 

加えて、新規採用職員については、毎年 4 月に初任者研修を実施し、法人の教育理念か 

ら就業規則等諸規程の説明に至るまでの研修を実施している。 

大学運営に関する資質向上を図るための SD 活動については、本学運営の一層の改善・ 

充実を図ることを目的として、年度ごとに直面する課題等をテーマに設定し、事務職員の 

ほか、大学執行部を含めた全職員を対象とした研修を実施しており、2025（令和 7）年度 

は、「質的研究に関わる研究倫理研修会」を開催した。 

また、各部課の実態に応じた研修の実施に資するよう、各部課に研修費を措置し、外部 

研修の参加等について奨励している。 

 

評価項目④ 

大学運営に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・監事による監査、公認会計士又は監査法人による財務監査等を適切なプロセスと内容で行
い、大学運営の適切性を担保するとともに、その結果を活用して改善・向上に取り組んで
いるか。 

・大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項を定期的に点検・評価し、
当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる
事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜大学運営に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。＞ 

 

（1）監事による監査、公認会計士又は監査法人による財務監査等を適切なプロセスと内容で 

行い、大学運営の適切性を担保するとともに、その結果を活用して改善・向上に取り組ん 
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でいるか。 

 

学校法人では、「学校法人鶴岡学園寄附行為」（資料 10-1-19【ウェブ】）、「学校法人 

鶴岡学園監事監査等職務規程」（資料 10-1-20【ウェブ】）及び「学校法人鶴岡学園内部 

監査規程」（資料 10-1-21【ウェブ】）に基づき、大学運営の適切性を担保するとともに、 

三様監査のコミュニケーションなど不正を未然に防ぐ環境を整えることで監査の適切性 

が確保されている。 

監事監査においては、監査法人とコミュニケーションを図りながら、業務監査の観点か 

ら各所属長との面談、また財産監査の観点から適宜会計帳簿等のサンプリングなどを行 

い、事案の有無に関係なく検証・評価を行い、必要に応じ実施状況等を理事長等に報告し 

ている。 

監査法人監査では、特に予算執行の適切性の点において、理事者による内部統制の無効 

化に重きを置いた会計監査が行われている。監事とのコミュニケーションが計 3 回行わ 

れており、相互の課題の検討と意思疎通を図っている。 

「公的研究費の不正防止への取組に関する方針（資料 10-1-22【ウェブ】）」で示されて 

いる不正防止を図るため、計画に基づく内部監査、その後に内部監査人を対象とした監事 

監査を行うことで、両者の連携のもと評価を行い、監査法人との情報共有を含めた監視機 

能を強化している。 

この監査結果は、その都度、理事長、事務局長等あてに報告され、その結果を踏まえて、 

業務や事務の改善・向上に取り組んでいる。 

また、社会に対する説明責任を果たすべく、私立学校法第 37 条第 3 項及び寄附行為に 

基づき、監事による毎年度の監査結果を「監査報告書（資料 10-1-23【ウェブ】）」として 

ウェブサイトに公開している。 

 

（2） 大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項を定期的に点検・評価し、 

当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

 

本学の PDCA サイクルの運用プロセスとして、大学運営に関わる事項について、中期計 

画の策定を大学運営会議にて行う（Plan）。実行は各学部、各学科、各研究科、事務局、 

図書館及び各種委員会（教務委員会、学生委員会、入試委員会、IR 推進委員会）の学内組 

織にて推進する（Do）。その点検・評価は、事務局の大学評価・IR 推進部が中心となり、 

大学評価委員会及び教育開発センターが主導して各組織において実施する（Check）。点 

検・評価の結果を踏まえて、全学内部質保証組織である大学運営会議にて改善を促す 

（Action）といった運用を行い、点検・評価の体制を整えており、大学運営に関わる事項 

における現状や課題等を適切に把握している。 

 

（3）点検・評価の結果を活用して、大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わ 

る事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

本学においては、大学運営各般にわたり、中期計画を中心に、点検・評価を行い、その 

結果をウェブに掲載し、広く公開している。 

大学評価委員会で点検・評価された事項については、必要に応じ大学運営会議で改善を 
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促すなどして、その内容について、学内の学部学科、各委員会等で検討され、改善・向上 

につなげている。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

長所としては、2014（平成 26）年 6 月の学校教育法等の一部改正に伴う学内規程等の総点 

検・見直しを実施しており、学内規程は、法律の改正趣旨に添って適切に整備されている。 

事務職員の資質向上を図るため、外部機関が実施する階層別研修や学内で実施する SD 研修、 

FD 研修等に積極的に参加させている。 

一方、問題点としては、事務職員は、大学経営や大学改革にも目を向けなければならない立

場にあり、教員と事務職員は相互理解の下に業務を処理していく観点から、意識改革が必要で

あり、個々の職員の能力・専門性の向上を図るための人材養成も必要である。 

大学改革の将来構想に合わせて、最適な学内運営組織及び適正な人員配置の継続的検討が 

必要である。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

大学の管理運営は、寄附行為､教授会規程等に基づき学校法人（理事会）と学長が機能を分 

担し、意思決定が行われている。事務組織については、学園又は大学の事業計画等に連動さ 

せて組織改革等を行っている。 

また、大学全体の管理運営に関する検証・評価は、大学評価委員会が中心になって行ってお

り、大学運営会議が次年度の事業計画に反映させるなど、運営の改善・向上につなげている。 
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第 10 章 大学運営・財務（２）財務（基本情報一覧） 

 

財務関係資料 

 URL・印刷物の名称 

＜私立大学＞  

財務計算書類（６カ年分） 

平成 31 年度計算書類 

令和 2 年度計算書類 

令和 3 年度計算書類 

令和 4 年度計算書類 

令和 5 年度計算書類 

令和 6 年度計算書類 

財産目録 財産目録（令和 7 年 3 月 31 日現在） 

事業報告書 

平成 31 年度(2019 年度) 事業報告書 

令和 2 年度(2020 年度) 事業報告書 

令和 3 年度(2021 年度) 事業報告書 

令和 4 年度(2022 年度) 事業報告書 

令和 5 年度(2023 年度) 事業報告書 

令和 6 年度(2024 年度) 事業報告書 

監事による監査報告書（６カ年分） 監査報告書 

監査法人又は公認会計士による監査

報告書（６カ年分） 
独立監査人の監査報告書 

備考： 
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第 10 章 大学運営・財務（２）財務（本文）     
１．現状分析 

評価項目① 

教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定していること。 

＜評価の視点＞ 

・具体的かつ実現可能な中・長期の財政計画を策定し、大学運営にあたっているか。 

・財務関係比率に関する指標又は目標を設定し、健全な運営を確保しようとしているか。 

 

＜具体的かつ実現可能な中・長期の財政計画を策定し、大学運営にあたっているか。＞ 

 

 2024（令和6）年度までの実績から述べると、学校法人全体としては、「教育100年ビジ

ョン」にもとづき毎年度の財務状況をみながら短期と中・長期の選別により、事業計画

（短期）及び特別事業計画（中・長期）の財政計画を策定し、その目標に向けた事業を遂

行している。また、2020（令和2）年4月1日施行の私立学校法改正により中期計画の作成

が義務付けられたことに伴い、2020（令和2）年度から2024（令和6）年度までの5年計画

「学校法人鶴岡学園中期計画2024」が策定され、中期計画アクションプランによる進捗管

理を行い、中期目標等ごとに年度末の評価・修正により理事会に報告している。 

全体的な体系は「教育100年ビジョン」→「各所属の中・長期計画」→これらに基づく

「学校法人鶴岡学園中期計画2024」となっている。なお、中期計画の分析・検証について

は、策定担当部署（企画調整部）が各事業内容の進捗を関連部署からとりまとめ理事会に

報告しており、2024（R6）年度は中期計画最終年度の総括となる。加えて、資金計画と実

績については予算区分に中期計画を設定しており、予算編成プロセスを経て実績が確認で

きる内容となっている。 

事業計画（短期）及び特別事業計画（中・長期）の財政計画について、2025（令和7）

年度からは、施設設備等計画（投資予算）とその他の計画（経常予算）に区分し、定義を

明確にした。施設設備等計画は、法人としての投資活動（施設設備、周年記念、改組改革

等）に充て、その他の計画は、施設設備等計画以外の経常的活動（奨学事業、施設環境維

持や更新等）に充てることとした。さらに施設設備等計画とその他の計画は中期計画がベ

ースとなり、運用資金全体のバランスを確認しながら中期財政計画が策定される整理とし

た。令和7年3月17日理事会審議において、「学校法人鶴岡学園 中期財政計画」が策定さ

れたところである。 

なお、2025（令和7）年度から新たに「学校法人鶴岡学園中期計画2.0」が策定されそ

の履行にも注力しているところである。 

 

＜財務関係比率に関する指標又は目標を設定し、健全な運営を確保しようとしているか。 

＞ 

 

 財務関係比率の目標策定については、少子化や公的財政支援の影響を最小化できるよう

工夫（寄付者目線の支援効果の透明性や利便性、大学のブランド化、地域等連携による新

たな教育及び研究の拡大など）を検討しながらも、主に高等学校の移転及びこども園開設
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により減少した法人全体の収益率（事業活動収支差額）を着実に収入超過に転換していく

ことを基本としている。大学部門においては、直近2024（令和6）年度の当該率は△

11.3％で前年からマイナス幅が大きくなっており、さらなる事業見直しや効率化（予算要

求段階から査定に至るプロセス）による経費削減と併せて外部資金（寄附金、補助金）を

増やす工夫に努めなければならない状況である。 

また、2025（R7）年度計画にあっては、大学等を取り巻く社会的環境を踏まえた予算

編成方針を決定のうえ、各予算責任者あてに重要方針として周知している。この方針に

は、事業活動収支差額を収入超過に転換できるような厳格な予算積算として人件費比率

50％台、教育研究経費比率30％超え、管理経費8％台を目標比率に設定している。なお、

財務シミュレーションについては、個別資料の整備はしていないが、日本私立学校振興・

共済事業団が提供している、「私学活性化分析資料」のほか「今日の私学財政」を参考に

している。 

単年度における予算編成プロセスのなかで、各予算責任者に対し、予算要求の考え方

を提示し、予算要求書を受理後、適宜事業内容等に係るヒアリング等を実施し、査定に至

る重要な材料としている。加えて、決算後には、各予算単位の事業検証・評価ができるよ

う当期実績を翌年度に周知しており、また、各部門の収入と支出の状況を分析のうえ予算

単位の長ほか関係者へ周知している。なお、全体的な分析・検証については、法人全体と

各部門の財務分析表部門別在籍数経年、鶴岡学園（部門別）収支対比表を元に経年把握に

努めている。 

財政計画の適切性については、「教育100年ビジョン」「各所属の中・長期計画」「中

期計画」等に基づくものであり、年度予算は予算編成方針を基本に、各部門の所属長から

提出される事業計画書に基づき予算要求されるものであって、予算編成から承認のプロセ

ス、さらに、その後の財務状況の周知等を経ることで現況を理解し、安定した教育研究活

動の遂行を図ることができるよう努めている。 

 

評価項目② 

教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財政基盤を確立していること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財政基盤を確保しているか。 

・授業料収入への過度の依存を避けるため、学外から資金を受け入れ、収入の多様化を図
っているか。また、それによってどの程度の財源が確保されているかが明らかであるか。 

 

＜教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財政基盤を確保しているか。＞ 

 

2024（R6）年度の財務基盤の状況については、日本私立学校振興・共済事業団が提供

する「私学活性化分析資料」のほか「今日の私学財政」を参考にしており、特に財務比率

を系統別に集計した平均比率により分析している。 

財務分析の主な内容を以下に列挙する。 

財務状況（法人全体及び大学）と同系統平均値の比較について、法人全体における本

来事業の収支（経常収支差額）が同系統平均値含め大きく下回っている状況が続いている

ことが確認できる。このことから、単年度の収入基盤（学納金、補助金、その他外部資
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金）の範囲で、経費抑制を図るさらなる努力と工夫が求められる。 

貸借対照表による積立額の率と同系統平均値の比較について、積立率は学校の経営を

安定的に継続するために必要となる運用資産がどの程度あるかの指標である。経年で減少

傾向にあり同系統平均値に比べ低い状況である。 

貸借対照表による要積立額に対する金融資産の充足率について、要積立額と実際の金

融資産の状況を比較した結果、金融資産に余剰資金が確認できるものの減少傾向にある。 

事業活動収入に対する翌年度繰越支出超過額の割合について、純資産の増減に占める

事業活動全体の収入割合を示すものであり、主に事業活動収支差額が大きく影響してお

り、経年で減少が確認できるため経常収支を改善することが必要である。 

さらには自らの経営状態を定期的に把握・分析し、必要な対策を講じるための指標と

して日本私立学校振興・共済事業団が提供する「定量的な経営判断指標に基づく経営状態

の区分」により検証している。その判定結果を区分別（法人全体及び大学）にみると次の

とおりである。 

まず法人全体では運用資産は外部負債を超過となってはいるが、イエローゾーンの判

定となり、本来事業が赤字の状態である。これを解消するには収入基盤の回復が課題とな

る。次に大学部門でみると、判定結果は前年2024（R5）年度のイエローゾーンの予備的段

階からイエローゾーンとなり、教育活動資金収支については、経年3か年（2022（令和4）

年度～2024（R6）年度）で2か年以上の赤字、また本来事業の収支を示す経常収支差額は

直近3か年度連続で赤字となっており、経常収支を均衡に近づけることが喫緊の課題であ

る。経常収支差額が均衡でなければ自己資本を取り崩すことになるため正常状態とは言え

ない。結果としては、イエローゾーンであり、課題解消のための収入確保と経費抑制の工

夫及び財政規律の喚起を続けていくことが必要である。 

また経常収支差額に影響しているインフレによる物価高については引き続き注視しな

がらも、資金の有効活用の観点から各事業効果の検証と不断の見直しをしたうえで、新た

な学びの提案、並びに研究の促進、さらには地域貢献という点で建学の精神から教育100

年ビジョンにつながる取組を行い、学生募集等の収入効果に繋げていけるよう努めてい

く。そのためには有効な資金活用ができる経費抑制も含めた財政規律の見直しや経常費補

助金に固執しない新たな外部資金の積極的な獲得、さらには財務基盤に大きな影響を与え

る収入構成比率8割を超える学生生徒等納付金について、この適正対価の検討や依存度の

対応方策を検討していかなければならない。 

 

＜授業料収入への過度の依存を避けるため、学外から資金を受け入れ、収入の多様化を図

っているか。また、それによってどの程度の財源が確保されているかが明らかであるか。

＞ 

法人全体 

比率名 算式 R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024) 

学生生徒等

納付金比率 

学生生徒等

納付金／経

常収入 

75.9％ 77.4％ 75.8％ 75.1％ 75.1％ 

経常寄附金 寄付金／経 0.8％ 0.3％ 0.3％ 0.1％ 0.8％ 
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比率 常収入 

経常補助金

比率 

教育活動収

支の補助金

／経常収入 

18.8％ 18.7％ 20.9％ 21.3％ 21.1％ 

事業活動収

入 

- 3,347,354,164  3,354,269,576 3,503,682,915 3,684,053,066 3,553,502,351 

事業活動支

出 

- 3,561,758,317 3,876,810,398 4,293,319,433 4,779,274,695 4,248,082,196 

事業活動収

支差額 

 -214,404,153 -522,540,822 -765,386,201 -1,095,221,629 -694,579,845 

事業活動収

支差額比率 

基本金組入

前当年度収

支差額／事

業活動収入 

-6.4％ -15.6％ -21.7％ -29.7％ -19.5％ 

積立率 運用資産/

要積立額 

74.3％ 67.3％ 60.3％ 57.3％ 45.7％ 

現預金 - 4,257,325,263 4,106,084,359 3,893,257,935 3,406,583,402 2,833,501,903 

 

 収入の多様化の側面からは、事業活動収入の推移からみると学納金は横ばい、補助金の

比率が若干上昇傾向にある。しかし、対する事業活動支出については、直近年度では改善

傾向にはあるものの将来投資（高校、幼稚園の移転、札幌キャンパス解体、スポーツアリ

ーナの建設など）による支出増が大きく影響しており、収支悪化により運用資産の目減り

が顕著にみられるため、支出抑制（経費見直しや組織再編など）と同時にこれをカバーで

きる収入方策（学納金の改定やさらなる外部資金の獲得など）をキャッシュフローの目線

で検討することが急務である。 

 

＜外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費等）の獲得

状況、資産運用等＞ 

学納金以外の外部資金の獲得状況は、以下のとおりである。 

① 科学研究費 

 例年、科学研究費獲得を目的とした研修会（科研費の最新動向、獲得実績者からの申請

書類の作成方法等）を開催している。特に2020（令和2）年度以降は学長の強力なリーダ

ーシップのもと外部から講師を招き研修会を開催し、研究者にとって大きな刺激が申請件

数の増加に表れている。なお、採択件数と交付額を下表に示す。 

 

科学研究費の採択件数と交付額                   （単位：円） 
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年度 

 

申請件数 

研究代表者 

採択件数 交付額 

新規 継続 直接経費 間接経費 

2018（H30） 9    3 5 10,600,000 3,180,000 

2019（H31R1） 7    3 (※) 7 6,700,000 2,010,000 

2020（R2） 15    4 10 7,740,717 1,680,000 

2021（R3） 10    2 (※) 12 7,400,000 1,950,000 

2022（R4） 13    3 (※) 9 5,100,000 1,530,000 

2023（R5） 16    4 9 7,300,000 2,190,000 

2024（R6） 15    3 (※) 10 10,600,000 3,180,000 

2025（R7） 13    1  9 5,500,000 1,650,000 

 （※）新採用者1名を含む 

 

② 受託事業収入 

受託事業の実績を下表に示す。 

受託事業の実績                         （単位：円） 

  年度 受託内容 金額 

2018（H30） — 0 

2019（H31R1） 民間企業からの受託研究 1件 1,000,000 

2020（R2） — 0 

2021（R3） 新型コロナウイルスによるワクチン職域接種事業として受

託 

8,592,232 

2022（R4） 新型コロナウイルスによるワクチン職域接種事業として受

託 

1,700,336 

2023（R5） レジスタントスターチを活用した健食ビジネスに向けた調

査、研究 

300,000 

 

2024（R6） フコキサンチンオイル粉末を活用した食品開発に向けた調

査・研究 

200,000 

 

 社会貢献活動助成金 

「ALLHOKKAIDO食の学校祭」への栄養学科の学生による食育

普及のためのイベントブース出展 

70,000 

2025（R7） 北海道がん対策基金助成金 

運動でがん予防！未来の健康づくりプロジェクト 

250,000 

交流や訪問の拡大による地域経済力の強化に向けた調査① 600,000 

 交流や訪問の拡大による地域経済力の強化に向けた調査② 742,800 

 社会貢献活動助成金 

小学生向け職業体験プログラム「なりきり管理栄養士～食

事で健康を支えよう～」 

70,000 

 規格外野菜と国産粉末を活用した野菜シート開発に向けた 300,000 

137



 

調査・研究 

 

③ 寄付金収入 

法人創立80周年記念事業として、2022（令和4）年7月から募集期間4年で4つの事業充

実（奨学金事業の充実、課外活動への支援、教育・研究施設への支援、その他支援）を目

的として、寄付者の利便性にも配慮した寄付・募金募集事業を積極的に展開しているとこ

ろである。 

その他、2019（令和元）年度には学術研究支援として外部からの奨学寄付を寄付金収

入として受け入れている。寄付金事業の実績を下表に示す。 

 

寄付金事業の実績                 （単位：円） 

 

年度 

法人全体 大学 

寄付金額 寄付金比率 寄付金額 寄付金比率 

2018（H30） 2,961,210 0.1％ 1,878,160 0.1％ 

2019（H31R1） 8,386,285 0.3％ 8,297,785 0.3％ 

2020（R2） 40,173,192 1.2％ 38,282,692 1.3％ 

2021（R3） 18,046,075 0.5％ 12,957,250 0.5％ 

2022（R4） 25,523,961 0.7％ 21,487,461 0.7％ 

2023（R5） 20,307,081 0.6％ 18,207,081 0.6％ 

2024（R6） 29,453,040  0.8％ 26,191,860  0.9％ 

 （寄付金比率の算定要素には現物寄付が含まれている） 

 

④ 資金運用の状況について 

 資金運用については、理事長の意思として堅実財政を基本としている。制度としては、

「学校法人鶴岡学園資金運用規程」を整備しており、一部有価証券はあるものの定期預金

中心で運用しているのが実態である。ただし、今後は、安全性とリスク分散を図りながら

収益確保を目的とした資金運用を目指していく余地があるものと考えている。 

 
２．分析を踏まえた長所と問題点 

長所 

予算編成方針においては、財務比率の目標値が示されており、全教職員に周知されてい

る。また、予算編成から執行に至る責任体制、そして実績の周知環境がサイクル化されて

いる。さらに、予算管理の体系としては、形態別予算（経費費目別）に加えて、機能別予

算（事業目的別）をもって運用している。後者の機能別予算を活用することで単年度ベー

スの教育研究事業の履行と財政計画としての目的予算を管理できる仕組みとなっており、

この仕組みを運用するために「会計システム」を導入している。よって、事業目的ごとに

予算管理と事業の進捗状況も予算単位（予算責任者単位）及び財務部門で可視化されてい

る。 

システム上の運用としては、予算の執行状況が四半期ごとの通知及び都度照会に応じる

ことが可能となっており、その中でも令和 7 年度から個人研究費の執行を予算管理当事者
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が時点把握できる環境を整備し、今後他の予算についても対象範囲を拡大できるよう努め

ていきたい。 

また、経理規程に定める予備費については、性格の異なる目的予算に対しても計上（予

備費 5千万円）しており、事業の新規・変更・見直し等の妥当性を理事長に諮り、予測し

難い予算の不足に充当することが可能となっている。なお、予備費等でも対応できない場

合は、理事会及び評議員会の決議を経て、予算の補正を行うことができる。 

 

問題点 

財政基盤の大部分を占める学生生徒等納付金収入の依存度を改善する他の方策の検討

や、インフレによるコスト増対策を含め、資金収支並びに経常収支差額の改善が喫緊の課

題である。 

 
３．改善・発展方策と全体のまとめ 

予算全体の体制整備はできているが、各構成員の把握の精度という点では不断の工夫が

必要である。安定的な財務基盤を整備するためには、経常収支を均衡に保つための収入確

保と経費抑制が課題である。今現在の教育研究活動を運営する資金と制度は確保できてい

るものの、投資によるキャッシュフローの目減りが顕著である。改善と発展方策という点

では途上にあるが、令和 7年 3月 17 日理事会審議において、「学校法人鶴岡学園 中期財

政計画」が策定されたところであり、改善すべき喫緊の優先課題を抽出し、収支改善項目

を解消すべく着実に進めていく。 
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